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No. 質問 回答
【損害賠償、契約等】
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【⽡、ブロック塀等による損害賠償】家
の⽡、ブロック塀⼜はマンションの外壁
が地震により崩れてしまい、隣 家の⾃動
⾞が破損しました。また、地震により墓
が崩れ、隣の墓が傷つきま した。修理代
⾦の⽀払はどうなるのでしょうか︖震度
４の場合と震度７の場 合で違いがありま
すか︖

１ ⽡やブロック塀による破損に関する相談が、⾮常に多くなっています。⼟地⼯作物責任
（⺠法第７１７条第１項）が問題となり、従前、震度５以下の場合は損害賠償責任を免れ
ず、震度６以上の場合は不可抗⼒に基づくものとして瑕疵が否定され損害賠償責任を免れる
と考えられてきました（以下「震度５・震度６基準」といいます。）。この「震度５・震度
６基準」は、「震度『五』程度の地震が仙台市近郊において通常発⽣することが予測可能な
最⼤級の地震であったと考えるのが相当である」ことを前提に、「本件ブロック塀の設置に
つき瑕疵があったというためには、･･･本件ブロック塀が地盤、地質、施⼯状況等の諸事情
に照して震度『五』の地震に耐え得る安全性を有していなかったことが明らかにされなけれ
ばならないものといわなければならない」と判⽰した、宮城県沖地震時におけるブロック塀
倒壊事故に関する仙台地判昭５６・５・８判時１００７・３０、「本件宅地に耐震性の点か
らの瑕疵の存否は、従来発⽣した地震の回数、頻度、規模、程度のほか、時代ごとに法令上
要求される地上地下構築物の所在場所、地質、地形、強度等の諸要素を考慮し、⼀般常識的
⾒地から、少なくとも震度五程度の地震に対して安全性の有無を基準として判断するのが相
当である」と判⽰した、宮城県沖地震時における宅地造成⼯事に関する仙台地判平４・４・
８判時１４４６・９８等に基づき提唱されています。当該「震度５・震度６基準」に基づけ
ば、震度４の場合は修理代⾦を⽀払わなければならない⼀⽅、震度７であれば⽀払を免れ得
ることとなります。２ もっとも、阪神・淡路⼤震災ほか、震度６以上の地震が散発してい
る昨今、震度６以上の地震が予測不可能とはいえないとも考えられますので、「震度５・震
度６基準」が東⽇本⼤震災にも妥当するかどうかについては慎重な考慮が必要です。瑕疵が
あったか否か、すなわち、「当該⽡、ブロック塀、マンションの外壁⼜は墓が、その当時発
⽣することが予想された地震動に耐え得る安全性を有していたか否か」を個別具体的に検討
する必要があるでしょう。その際、建築基準法、宅地造成等規制法等の基準を充たしている
かも確認すべきです。３ なお、今回の東⽇本⼤震災のために⽡、ブロック塀、マンション
の外壁⼜は墓等が倒壊する危険が現実化していたにもかかわらず、それらを放置して⼆次被
害が発⽣した場合には、⼯作物責任を問われてしまいますので、早めの補修をお勧めしま
す。また、②－１ 【所有建物の損壊に伴う建築業者に対する損害賠償請求】の項も参照し
てください。

【建物内部の崩壊による怪我】 スーパー
で買い物をしていました。地震により
スーパーの天井や看板が落 
下し、全⾝打撲の怪我を負いました。損
害賠償はできますか。

１ 建物の中で怪我をした場合にも、上記①－１【⽡、ブロック塀等による破損】と同様、
⼟地⼯作物責任（⺠法７１７条）の問題となります。上記「震度５・震度６基準」を参考に
すれば、看板や天井が震度５に耐えられる安全性を有していたかどうかを、看板や天井の取
付⽅法や管理⽅法等諸事情を総合的に考慮して決することとなります。その結果、看板や天
井がその当時発⽣することが予想された地震動に耐え得る安全性を⽋いていると判断される
場合、損害賠償義務が発⽣します。もっとも、仮に震度６以上のため不可抗⼒として免責さ
れるとしても、全⾝打撲の怪我に鑑み、スーパー側が⾃発的に補償をすることも考えられま
すので、まずは交渉してみてはいかがでしょうか。 
２ スーパーが店舗建物を所有しているのではなく、賃借している場合には、スーパーは損
壊した建物の占有者ということになります。従って、スーパーが損害の発⽣を防⽌するのに
必要な注意をしていたと認められる場合には責任を負わず（⺠法７１７条１項但書）、上記
の請求は建物の賃貸⼈である所有者に対して⾏うことになります。

３【失⽕】 
Ｑ 私の⾃宅裏に設置していた灯油タンク
が地震のために破損したため引⽕して、
私の⾃宅だけでなく隣近所数軒に延焼し
焼失させてしまいました。この場合、私
は隣近所の⽅から損害賠償請求されるで
しょうか。

隣近所の⽅から損害賠償請求される可能性があります。⺠法７１７条の⼯作物責任と失⽕責
任法との関係が問題となり、学説・裁判例も分かれていて難しい問題点が含まれます。この
ような場合には、瑕疵ある⼯作物から直接⽣じた⽕災については⺠法７１７条の⼯作物責任
が適⽤され、その⽕災から延焼した被害については、⼯作物の設置・保存の瑕疵が所有者の
重過失による場合は失⽕責任法が適⽤されることになると考える説が有⼒ですので、灯油タ
ンクに瑕疵があると認められる場合には、延焼について賠償責任が⽣じる可能性もありま
す。

【⾏政庁への責任追及】県や市町村の災
害救助の対応に遅れがあったために、私
の家族は⼟砂崩れ 
の現場から救出できず死亡してしまった
と思うのですが、これを県や市町村 
に対して責任を追及できるでしょうか。

今回のような広範囲で⼤規模な災害が起こった場合、県や市町村の災害救助の対応部署⾃体
が被災している場合もあり、被害の実態を把握するのに時間を要した場所も多かったと思わ
れますので、⾏政の対応の問題を追及するのは、個々の具体的事情によると思います。たと
えば、国が管理する崖等が予想される震度以下の地震で⼟砂崩れが起こった場合等は、国賠
請求として責任追及のできる場合があります。

【⾃⼒救済】⼤切にしていた⾼価な飾り
物が、津波で流され他⼈の⼟地中の⽡礫
の中にあります。⾃⼒で取り戻してもよ
いのでしょうか︖

⾃分の所有物としてすぐに取り戻したい気持ちは分かりますが、他⼈の⼟地に勝⼿に⼊るこ
とは、最悪の場合、住居侵⼊等（刑法１３０条前段）に該当する可能性も否定できません。
また、弁護⼠としては、本当に相談者の所有物か不明であるにもかかわらず、取戻しを可能
であると回答すると、窃盗（刑法２３５条）に荷担することにもなりかねませんので、注意
が必要です。ただ、放置しておくと紛失しかねないという状況であれば、本⼈の責任におい
て、念のため中⽴の第三者の⽴ち会いの下でその物を回収してきて、異議が出ないかどうか
様⼦を⾒るという⽅法が考えられます。

【救助要請の⾒過ごし】地震による津波
から逃れて避難所へ急ぐ途中、倒壊した
塀の下敷きになった⼈から「助けてく
れ。」と呼び⽌められました。助けてあ
げたいと思いながらも、津波が近くまで
来ていたため、⾃分が逃げることで精⼀
杯だったので、助けずに逃げてしまいま
した。私が助けてあげれば、その⼈は⽣
きていたかもしれないと思うと、⼤変後
悔しています。私は、刑事上、⺠事上、
何らかの責任を負うのでしょうか。

基本的に、刑事上も⺠事上も法的に何らかの責任を負うことはありません。ただし、救助を
求めた⼈があなたと⼀定の関係のある⼈の場合には、刑事上・⺠事上の責任を負う可能性が
あります。たとえば、⾃分の⼦供については保護責任者遺棄致死罪が、⾃分の会社の従業員
の場合には使⽤者として被⽤者に対する安全配慮義務に基づく損害賠償責任が成⽴する可能
性があります。

【避難時の突倒し】地震による津波が押
し寄せてきたため、⾞で⾼台に避難して
いる最中に、⾞の進路をふさぐように
⽴っていた⼈がいたので、当たるとわ
かっていながら突き倒してしまいまし
た。その⼈は、その事故のせいで亡く
なったと後⽇聞きました。私は何らかの
責任を負うのでしょうか。

刑事上・⺠事上の責任を負う可能性があります。 刑事上、⾞で⼈をはねて死亡させた場
合、⾃動⾞運転過失致死罪（刑法２ １１条２項）に問われますが、本件のような場合、緊
急避難が成⽴して、刑 事上の責任を免れるかが問題となります（②－５【隣家に対する損
害賠償責 任】参照）。ただ、緊急避難の要件はかなり厳しいため、緊急避難が成⽴す る可
能性は低いと⾔わざるを得ません。 仮に、刑事上、緊急避難が成⽴して刑事上の責任が免
れたとしても、⺠事 上、不法⾏為に基づく損害賠償請求がされることになります。ただ
し、被害 者の過失の有無により過失相殺の可能性はあります。
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【ボランティア活動中の怪我】ボラン
ティア活動に参加し、リーダーの指⽰に
基づき、地震で半壊した建物の中に⼊
り、被災者から依頼されたアルバムを探
していたところ、余震がきて、建物がさ
らに崩れて柱に⼿を挟まれて⾻折してし
まいました。ボランティア団体や指⽰を
していたリーダーに対して治療費等を請
求することはできますか。アルバムを探
して欲しいと依頼した被災者に対しては
どうですか。

ボランティアとボランティア団体の間には、ボランティアという労務を無 償で提供する契
約が締結されていることになります。裁判例は、直接契約関 係にない場合でも事実上指揮
監督を受けているときは安全配慮義務があると していますので（最判平３・４・１１判時
１３９１・３）、本件のような関 係においても、ボランティア団体が、故意・過失により
安全配慮義務を怠っ たと認められる場合は、ボランティア団体に対して損害賠償請求がで
きると 考えられます。 また、指⽰していたリーダーに対しても、リーダーの指⽰が故意⼜
は過失 によるものであった場合には、不法⾏為に基づく損害賠償責任を追及できる 可能性
があります。 なお、被災者に対する請求は難しいと思われます。被災者との間には契約 関
係がありませんから、上記のような安全配慮義務違反に基づく損害賠償請 求はできませ
ん。また、被災者が建物の所有者であるということで、⼟地の ⼯作物責任を追及すること
も考えられますが、本件については、既に半壊し ている建物であることを前提にボラン
ティア活動を⾏っていますので、その 建物の設置・保存についての瑕疵に基づく責任を認
めるということは難しい と思われます。

【⼯場等からの有害物質】今回の地震に
よる津波によって近くの化学⼯場から有
害物質が県道に流出してしまい⾃宅の庭
にまで⼊ってきて残ってしまいました。
どのような⼿段をとることが可能でしょ
うか。

まず、有害物質の流出・残置に対して汚染除去を求めることが考えられま す。ただ、妨害
の原因が不可抗⼒である場合には物権的請求権は⽣じないと する判例がありますので（⼤
判昭１２・１１・１９⺠録１６・１８８１）、 不可抗⼒だと判断された場合などは汚染除
去を求めることができない場合が あります。ただ、そのような場合でも、特別法（⽔質汚
濁法１４の２、毒劇 法１６の２・２２④、消防法１６の３）によって、有害物質について
の応急 措置や⾏政への連絡が義務づけられていますので、地⽅⾃治体に相談し、汚 染を除
去するよう指導を求めてください。 また、⾃ら汚染除去費⽤を出したり、有害物質によっ
て健康被害等の損害 が⽣じた場合には、⼯場を操業している会社等に対して不法⾏為に基
づく損 害賠償を請求できるかですが、これは、当該会社に対して⼯作物責任を問え るかの
問題となりますので、損害賠償が認められるかはそれぞれの具体的事 情によります。

【売買契約と事情変更】震災前に船を購
⼊する契約をしていました。震災があり
ましたが船は無事とのことでした。しか
し、お⾦がなくなってしまったのででき
れば売買契約を解除したいのですが、可
能でしょうか。

この場合、契約上に特別な規定がなければ、契約を解除する事由はないと思われます。（も
し⼿付解除の規定があり、履⾏の着⼿前であれば、⼿付⾦を放棄することにはなりますが、
解除して代⾦の⽀払いを免れることにはなるでしょう。）あとは、事情変更による解除がで
きるかどうかが問題となります。同法理の⼀般的要件としては、①契約成⽴当時その基礎と
なっていた事情が変更すること、②契約締結後の事情の変更が、当事者にとって予⾒するこ
とができなかったこと、③事情変更が当事者の責めに帰することができない事由によって⽣
じたものであること及び④事情変更の結果、当初の契約内容に当事者を拘束することが信義
則上著しく不当と認められることが挙げられています（⾕⼝知平ほか編『新版 注釈⺠法
（１３）債権（４）』（有斐閣、平成８年）６９⾴、最判昭２９・２・１２⺠集８・２・４
４８、最判平９・７・１⺠集５１・６・２４５２参照）。しかし、判例上、事情変更の原則
⾃体は認められているものの、その適⽤には厳格な姿勢がとられています。このため、今 
回の⼤震災によったとしても、事情変更の原則が適⽤されない可能性が⾼いと⾔わざるを得
ません。事情変更の原則が適⽤されない場合、代⾦⽀払義務は免れません。もっとも、今回
の震災の影響として資⾦繰りが困窮したことは売主にも理解してもらえるでしょうから、⽀
払時期の延期、分割払い、⼀部減免等を交渉すべきでしょう。

【通勤定期券の払戻し】毎⽇、電⾞で通
勤していましたが、今回の地震による津
波で線路が流され 
て電⾞の運転の⽬途がたちません。今後
は⾞通勤をするしかないのですが、 
地震の前⽇に６か⽉定期を購⼊したばか
りですので、この定期券を払戻しし 
たいのですが、できるのでしょうか。  

旅客と鉄道会社との間の契約関係は、各鉄道会社の「運送約款」に規定さ 
れており、その約款の内容に基づき払い戻すことができます。しかし、かか 
る約款がない場合でも、危険負担における債務者主義から、原則、震災によ 
って電⾞等が運⾏不能になった場合には定期券の残りの期間に応じて払い戻 
してもらえると考えられます。 

【倉庫契約】 港近くの倉庫業者に荷物を
預けていたところ、今回の⼤地震による
津波で 
荷物が倉庫もろとも流されてしまいまし
た。倉庫業者に対して、何らかの責 
任を追及できるでしょうか。荷物が津波
によって流されたのではなく、地震 
のために倉庫内に積み上げられていた荷
物が崩れて内部が破損してしまった 
場合はどうでしょうか。

「標準倉庫寄託約款」４０条１項では、地震（津波）によって⽣じた損害 
については倉庫業者（受託者）は荷物等預けた⼈や会社（寄託者）に対して 
責任は負わないと規定されていますので、原則として倉庫業者に対して損害 
賠償等の請求はできません。この場合、荷物に地震保険がつけられていれば、 
保険⾦を請求することは可能です。 
しかし、地震によって倉庫内の荷物の積み⽅に問題があったために崩れて 
内部が破損してしまった場合のように、倉庫業者に荷物の保管について善管 
注意義務違反がある場合には、善管注意義務違反に基づく損害賠償請求がで 
きます。商法６１７条では、倉庫業者側が注意義務を怠らなかったことを⽴ 
証しない限り、預けた物の滅失・既存について損害を賠償する責任を負うこ 
とになっています。

【悪徳商法全般】地震に便乗した悪徳商
法にはどのような商法があるのでしょう
か。また、 
このような悪徳商法には、どのように対
応すればいいのでしょうか。 

１ 訪問販売による⽅法
震災による家屋の修繕や屋根⽡の葺き替えの役務の提供、震災によって品
薄となっている⽣活必需品等を⾼額な代⾦で購⼊させるという⽅法も多く⾒
られます。
また、消防署やガス会社、⽔道会社等の公共団体からきたと名乗って、無
料点検をすると⾔って点検をした後で不必要な商品等を購⼊させるという⽅
法が多く⾒られます。有名な公共団体や会社に類似もしくは関連するかのよ
うな紛らわしい名前を使⽤したりすることもあるので注意が必要です。
必ず相⼿に⾝分証明書等を提出させて⾝分を確認し、契約の前に当該会社
や当該公的機関に点検や訪問販売の事実を確認したり、弁護⼠会や消費者セ
ンター、場合によったら最寄りの警察に相談するようにしましょう。
２ 義捐⾦詐欺
報道等で名の知れた団体名等を使⽤して、⾃宅を訪問して義捐⾦を募るケ
ースも多いです。また、⾃宅に電話を架けてきて寄付を募る場合もあります
ので、すぐに送⾦等をせずに、消費者センター等に相談して詐欺ではないと
はっきりしてから振り込み等を⾏うようにすべきです。
３ 今回の震災では、独⽴⾏政法⼈国⺠⽣活センターにより「震災に関する悪
質商法１１０番」という相談窓⼝が開設されています。
（電話番号０１２０－２１４－８８８ 毎⽇１０時から１６時まで）
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【債務不履⾏】今回の地震による津波に
より⼯場が全壊し、在庫商品もすべて流
れてしまったため、納期に商品を納品す
ることができません。この商品は他の⼯
場や他社でも⼀切製造していません。こ
のような場合、債務不履⾏責任負うので
しょうか。また、種類債権の調達義務は
どのような場合でも⽣じますか。

⼯場で⽣産している商品ということなので、不特定物（種類債権）である 
と考えます。この場合、債務者は同種の商品を市場で調達できますから、債 
務者に調達義務が⽣じ、履⾏不能とはなりません。 
今回のような⼤震災の場合、債務者が被災したり、部品の調達に多額の費 
⽤を要する等履⾏すべき商品を調達することが著しく困難となることも多い 
と思われます。債務者やその地域⼀体が被災して取引活動ができなくなった 
ような場合、履⾏の遅延が不可抗⼒によるものとして、履⾏遅滞の責を負わ 
ないと考えられます。また、道路や輸送⼿段の被災による物理的原因や、原 
発を理由とする⾏政上の措置による避難指⽰等により納品が不能⼜は著しく 
困難となった場合も同様に考えられます。 

【所有建物の損壊に伴う建築業者に対す
る損害賠償請求】私の所有している家が
地震で倒壊してしまいました。周りの家
は倒壊していないので建築に問題があっ
たのではないかと思っています。建築業
者に対して損害賠償請求できますか。

仙台地判平４・４・８判時１４４６・９８は、昭和５３年６⽉１２⽇発⽣の宮城沖地震にお
いて、宅地造成⼯事に関する事件で、「本件宅地の耐震性の点からの瑕疵の存否は、従来発
⽣した地震の回数、頻度、規模、程度のほか、時代ごとに法令上要求される地上地下構築物
の所在場所、地質、地形、強度等の諸要素を考慮し、⼀般常識的⾒地から少なくとも震度５
程度の地震に対して安全性の有無を基準として判断するのが相当である」としていますが、
この地震発⽣当時、仙台市近郊において過去に発⽣した地震では震度６以上の例がありませ
んでした（宮城県沖地震も公表震度５でしたが、その後の調査により全般的に震度６とみな
すのが妥当とされました）。気象庁が発表する震度は、地表や低層建物の１階に設置した震
度計による観測値にすぎず、揺れの⼤きさや周期、継続時間、地盤の状況等により被害の程
度は異なる上、震度６を超える地震をいくつも経験し、建築基準法等の改正により耐震基準
が強化されている現在においても、震度５程度を基準として安全性の有無を検討してよいか
どうか疑問があるところです。ただ、少なくと も周りの家は倒壊していないところからす
ると、当該家屋は、震度５程度の地震（棚の⾷器や本が落ち、固定していない家具が移動し
たり倒れる等の被害とされています）に耐えられない⼀般に要求される程度の安全性を持っ
ておらず、瑕疵の存在を理由に建築業者に対する損害賠償請求が認められる可能性がありま
す。また、建築設計者に対する損害賠償も考えられます。建物は２年、請負⼈に重過失ある
瑕疵は、１年を５年、２年を１０年とするとされているケースが多いと思われます。また、
平成１２年４⽉１⽇以降の新築住宅の売買契約、請負契約には、「住宅の品質確保の促進等
に関する法律（品確法）」が適⽤されます。瑕疵担保責任が引渡し後１０年に延⻑され、取
得者に不利な特約（期間の短縮等）を無効とし、損害賠償請求、瑕疵修補請求、売買契約で
修補不能な場合には契約解除が認められています（品確法９４条、９５条）。品確法に基づ
く瑕疵担保責任については、②－４を参照してください。なお、ブロック塀等が倒壊した場
合の⼯作物責任における「瑕疵」については、①－１を参照してください。また阪神・淡路
⼤震災で賃貸マンションの１階部分が倒壊し、１階部分の賃借⼈が死亡した事故で、損害賠
償額の算定にあたり、⾃然⼒の寄与度を５割認め、５割の限度で⼟地⼯作物責任を認めた裁
判例（神⼾地判平１１・９・２０判時１７１６・１０５）もありますので併せて参照してく
ださい。⺠法の瑕疵担保責任の除斥期間は、普通⼯作物の引渡し後５年、⽯造・コンクリー
ト造・⾦属等の⼯作物が１０年とされ、注⽂者は滅失⼜は損傷から１年以内に損害賠償請求
をしなければならないとされています（⺠法６３８条）。もっとも、請負契約で、⽊造家屋
は引渡し後１年、コンクリート等の建物は２年、請負⼈に重過失ある瑕疵は、１年を５年、
２年を１０年とするとされているケースが多いと思われます。また、平成１２年４⽉１⽇以
降の新築住宅の売買契約、請負契約には、「住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確
法）」が適⽤されます。瑕疵担保責任が引渡し後１０年に延⻑され、取得者に不利な特約
（期間の短縮等）を無効とし、損害賠償請求、瑕疵修補請求、売買契約で修補不能な場合に
は契約解除が認められています（品確法９４条、９５条）。品確法に基づく瑕疵担保責任に
ついては、②－４を参照してください。

【契約と異なる建築⼯事と建物の瑕疵】
今回の震災によって⾃宅マンションにひ
び割れ等が⼊ったため、家屋調査をして
もらったところ、当初の契約の内容と異
なる⾊々な不具合があったことが判明し
ました。そこで、建物の売主や建築業者
に瑕疵担保責任を追及するための「瑕
疵」とは、どのようなものをいうので
しょうか。またどのように判断されるの
でしょうか。「瑕疵」の有無を判断する
には、どのような調査⽅法があるので
しょうか。 

売買契約における「瑕疵」とは、売買の⽬的物がその種類のものとして通常有すべき品質・
性能、あるいは契約上予定した性質を⽋いていることをいいます。また、請負契約における
「瑕疵」とは、完成された仕事が契約に定められたとおりに施⾏されておらず、使⽤価値や
交換価値が減少したり、当事者が特に求めた点を⽋くなど不完全な部分をもっていることを
いいます。瑕疵の判断については、従来は、当該⽬的物が通常備える品質・性能を⽋く客観
的な瑕疵を中⼼に捉えられてきました。しかし、最⾼裁判所（最判平１５・１０・１０判時
１８４０・１８）は、「本件事実関係によれば、太い鉄⾻を使⽤する約定をしたことは契約
の重要な内容になっていたものというべきであり、この約定に違反して施⾏された⼯事には
瑕疵があるというべきである」としており、たとえ、建築基準法の基準を満たしていても⽬
的物が契約に定められた性質を具備しない場合にも、請負業者の責任を認めているので、瑕
疵担保責任の適⽤の範囲は拡⼤されているようです。よって、契約と異なる⼯事が施⼯され
ていた場合には、建築業者に対する瑕疵担保責任が認められる可能性があります。また、売
買契約の内容と異なる事実が判明し、その結果使⽤価値や交換価値を減じる事情が認められ
るのであれば、売主に対する瑕疵担保責任も認められる余地があります。上記瑕疵の判断基
準に⽤いる資料としては、契約内容が契約書等（契約書、設計図書、品確法による住宅性能
評価書）に明確に記載されていれば、その契約書によって瑕疵を判断します。契約書等で統
合不具合の原因に関する品質や性能が不明確な場合は、何らかの客観的外部的基準（建築基
準法等の法令、住宅⾦融公庫の住宅⼯事共通仕様書、⽇本建築学界の各種構造設計基準）に
より契約内容を合理的に意思解釈して補完する必要があります。

【不動産（借地借家含む）】
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【耐震強度偽装時の責任追及】⾃宅の鉄
筋コンクリート造りのマンションが今回
の震災で半壊してしまいました。周辺の
マンションは半壊するほどの被害を受け
ていなかったため、建築⼠に⾃宅マン
ションの調査をしてもらったところ、耐
震強度に偽装があることがわかりまし
た。このような場合、誰に対してどのよ
うな請求ができますでしょうか。また、
紛争を解決するためにはどのような⼿続
をとればよいのでしょうか。

耐震性及び契約内容に違反する点で、マンションの売主に対しては瑕疵担保責任・不法⾏為
責任を追及できます（②－１、②－２を参照してください）。また、構造設計者及び建設会
社に対しては不法⾏為責任を追及できます。その他、建築確認事務を⾏った指定確認検査機
関に対する不法⾏為責任や、建築確認事務を⾏った機関（建築主事）が帰属する地⽅公共団
体に対する国家賠償責任の追及が考えられます。半⽥市のビジネルホテル耐震強度偽装損害
賠償請求事件の１審判決（名古屋地判平２１・２・２４判時２０４２・３３）は、県に対し
国家賠償責任を認めましたが、その控訴審の名古屋⾼判平２２・１０・２９判時２１０２・
２４は、県の責任を否定しました。建築基準関係規定に直接定める項⽬であれば、建築主事
は職務上必要な注意義務をもって審査すべきであるが、右規定が直接定めない事項について
は、審査は原則不要であり、それらに関連して右規定に定める審査事項違反となるような重
⼤な影響がもたらされることが明らかな場合において、故意⼜は重過失によって看過したと
きに注意義務違反となると判断し、結論として建築主事の注意義務違反を認めなかったもの
です。⾃治体⼜は指定確認検査機関の責任を否定した裁判例のほうが多いと指摘されていま
すが、責任を否定する理論構成は⼀様ではありません。紛争を解決するための⼿続として
は、当事者同⼠の⽰談交渉がありますが、交渉での話合いが困難であれば、第三者を介する
弁護⼠会等の斡旋・仲裁、裁判所の調停や裁判等の法的⼿続を取ることができます。建築⼠
に⾒てもらって耐震偽装がわかったということですが、今後、⽰談交渉等を始めるにあたっ
て、建築物の構造問題の専⾨の建築⼠にマンションの調査及び構造計算のチェック等をして
もらって、耐震偽装がマンション半壊の原因であるかどうかを検証する必要があります。

【住宅品質確保促進法上の瑕疵担保責
任】私は、平成１２年６⽉に⾃宅として
新築建物の売買契約と請負契約を締結し
ました。平成１２年４⽉１⽇以降に契約
した場合、それより前に契約した場合と
⽐べて、瑕疵担保責任に関して違いがあ
ると聞いたのですが、どのように違うの
でしょうか。

平成１２年４⽉１⽇以降の新築住宅の売買契約、請負契約については、⺠法の瑕疵担保の特
例として「住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）」が適⽤されます。「住宅の品
質確保の促進等に関する法律（品確法）」の重要ポイントは、① 瑕疵担保の権利⾏使期間
－引渡し後１０年で、かつ、請負⼈に対しては滅失・毀損時から１年以内、売主に対しては
瑕疵を知った時から１年以内。② 取得者に不利な特約は無効③ 売買契約について瑕疵修補
請求ができる。ただし、瑕疵の⽴証責任は取得者で、「隠れた瑕疵」のみに限られ、中古物
件を除きます。また、建築請負契約について解除は認められません。④ 担保されるのは、
「構造耐⼒上主要な部分⼜は⾬⽔の浸⼊を防⽌する部分として政令で定めるもの」の瑕疵に
限られます。

【隣家に対する損害賠償責任】隣家が私
の家に倒れかかってきています。このま
までは私の持ち家も壊れてしまいそうで
す。隣⼈が⾏⽅不明なのですが、隣家を
勝⼿に壊してしまっても良いのでしょう
か。  

隣⼈が、隣家の所有権を保有しているので、原則は、所有者の承諾なく隣家の解体を⾏うと
いう⾃⼒救済は禁⽌され、不法⾏為に基づく損害賠償責任や建造物損壊罪（刑法２６０条、
法定刑懲役５年以下）という犯罪にも該当します。もっとも、隣家が倒れかかり、⾃分の家
まで壊れそうな場合に隣家を壊すことは、緊急避難等として免責される可能性があります。
刑法上の緊急避難は、①⾃⼰⼜は他⼈の⽣命、⾝体、⾃由⼜は財産に対する現在の危難が存
在し、②これを避けるためやむを得ずした⾏為は、③侵害によって⽣じた害が避けようとし
た害の程度を超えなかった場合に限り、免責するというものです（刑法３７条）。⺠法上も
緊急避難等が成⽴する場合には不法⾏為責任を負わない旨規定されています(⺠法７２０
条)。また、最判昭４０・１２・７⺠集１９・９・２１０１も、⾃⼒救済について、「私⼒
の⾏使は、原則として法の禁⽌するところであるが、法律に定める⼿続によったのでは、権
利に対する違法な侵害に対抗して現状を維持することが不可能⼜は著しく困難であると認め
られる緊急やむを得ない特別の事情が存する場合においてのみ、その必要な限度を超えない
範囲内で、例外的に許される」としています。緊急避難等として免責され、損害賠償責任
（不法⾏為責任）を負わないか、建造物損壊罪とならないかは、上記の要件や特別の事情の
存否の有無を、個別に判断することになります。但し、損壊対象物に財産的価値がなくなっ
ている場合には、損害ないし違法性がないとして、不法⾏為責任等を負わないケースもある
と思われます。阪神・淡路⼤震災においては、廃棄物処理法の特例として、市町村の事業と
して損壊した家屋、事業所等の解体・撤去費⽤を⾏い、その費⽤の２分の１を国が補助する
という特別措置が講じられ、所有者からの申し出、承諾に基づいて⾏われました。東⽇本⼤
震災においても、平成２３年５⽉２⽇、第⼀次補正予算及び東⽇本⼤震災に対処するための
特別の財政援助及び助成に関する法律が成⽴、公布され、市町村が⾏う災害廃棄物の処理事
業（県から事務委託を受ける場合を含む）は、特例的措置として、補助率の嵩上げを実施
し、地⽅負担分の全額について、災害対策債により対処することとし、その元利償還⾦の１
００％について交付税措置がなされます（環境省ＨＰ
http://www.env.go.jp/jishin/haikibutsu-tokurei.html「東⽇本⼤震災に係る災害等廃棄物処理事
業及び廃棄物処理施設災害復旧事業について」）。個⼈の所有財産である倒壊家屋の解体は
所有者の責任で⾏うのが建前であるため、市町村の事業として⾏うには、所有者の承諾は必
要とされますが、⾃⼒救済に着⼿する前に、都道府県や市町村に申し⼊れをして、隣家の除
去をお願いしてみたほうがよいと思われます。

【倒壊建物の撤去】地震や津波によって
周辺の建物等が倒壊してしまいました。
⽡礫が私の敷地に残ってしまっているの
ですが、勝⼿に撤去しても良いでしょう
か。撤去費⽤は私が負担しなければいけ
ませんか。動産の場合はどうでしょう
か。 

所有者の承諾なく撤去・処分した場合には不法⾏為責任（⺠法７０９条）に問われる可能性
もありますので、原則として所有者の承諾を得るべきであると考えられます（②－５も参考
にしてください）。撤去費⽤については、⺠法上の物権的請求権の性質（⾏為請求権と捉え
るか忍容請求権と捉えるか）をどのように解釈するかに関連するといわれています。裁判例
の動向については、明確ではないものの、不可抗⼒の場合に相⼿⽅に費⽤負担させることに
は慎重な⽴場を取っていると⼀般的には解されています（「Ｑ＆Ａ災害時の法律実務ハンド
ブック」（新⽇本法規）３２５⾴）。よって、地震や津波等の不可抗⼒によって⽡礫が残っ
てしまった場合、相⼿⽅に費⽤負担させるのは難しいと考えられます（公費負担については
②－５を参考にしてください。）。今回の地震における取扱いは「東北地⽅太平洋沖地震に
おける損壊家屋等の撤去等に関する指針」（http://www.env.go.jp/jishin/sisin110326.pdf）が
⽰されていますので、参考にしてみてください。倒壊して⽡礫状態になっている建物につい
ては、所有者等に連絡したり承諾を得ることなく撤去しても差し⽀えないことになっていま
す。貴⾦属その他の有価物及び⾦庫等については、⼀時保管し、所有者等が判明する場合に
は所有者等に連絡するよう努め、所有者等が引き渡しを求める場合には、引き渡す必要があ
ります。引き渡すべき所有者等が明らかではない場合には、遺失物法によって処理する必要
があるため、警察署に届け出る義務があります（遺失物法４条１項）。⾃動⾞や船舶につい
ては、外形上から判断して、その効⽤をなさない状態にあると認められるものは撤去し、仮
置場等に移動させて差し⽀えありません。所有者等が判明する場合には、所有者等に連絡す
るように努める必要があります（詳細は「東北地⽅太平洋沖地震により被災した⾃動⾞の処
理について」を参考にしてください。http://www.env.go.jp/jishin/attach/jidosha_shori.pdf宮
城県については、「被災⾃動⾞の処理⽅針について」も参考にしてみてください。 
http://www.pref.miyagi.jp/sigen/jidoushya/syorihoushin.pdf）。 災害廃棄物に関する処理⽅針
の概要については、「東⽇本⼤震災に係る災害 廃 棄 物 の 処 理 指 針 （ マ ス タ ー プ ラ
ン ） に つ い てhttp://www.env.go.jp/jishin/attach/haiki_masterplan.pdf」を参考にしてみて
ください。 
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【建築中の建物倒壊に伴う施⼯業者に対
する請求】建築中の家が地震で倒壊して
しまいました。最初からやり直してもら
うことはできるのでしょうか。最初から
やり直してもらった場合、別途⼯事代⾦
を⽀払わなければいけな 
いのでしょうか。 

請負⼈は、仕事を完成させる義務を負っています。よって、請負契約書に特段の定めがなけ
れば、建物が未完成である以上、⼟地の形状の著しい変形等がなく⼯期が延⻑しても社会通
念上建物の建て直しが可能であれば、最初からやり直してもらうことができ、発注者はやり
直し⼯事費⽤を負担する必要はありません。もっとも、建設業法１９条６号は、請負契約の
当事者は、契約締結の際、「天災その他不可抗⼒による⼯期の変更⼜は損害の負担及びその
額の算定⽅法に関する定め」を書⾯により明らかにしなければならないと規定しており、契
約書に別の定めがなされているのが通常です。⺠間（旧四会）連合協定⼯事請負契約約款に
は、不可抗⼒によって、⼯事の出来形部分、⼯事仮設物、⼯事現場に搬⼊した⼯事材料、建
築設備の危機⼜は施⼯⽤機器について損害が⽣じた場合、請負者が発注者にすみやかに通知
し、発注者と請負者、監理者（監理業務を⾏う建築事務所等）が協議し、重⼤なものと認
め、請負者が善良な管理者としての注意をしたものと認められるものは、発注者が損害を負
担するという規定があります。当該⼯事請負契約書がこの約款を引⽤・準拠している場合に
は、発注者が途中までの⼯事代⾦を⽀払わなければならず、しかも最初からやり直してもら
えば、その⼯事代⾦を別に⽀払わなければならないこともありえます。請負契約書の条項の
確認が必要です。

 【境界確定】地震と津波によって隣家と
の境界が全く分からなくなってしまいま
した。どうすればよいでしょうか。  

隣家との話し合いで解決しない場合には、筆界特定制度、境界確定訴訟⼜は所有権確認訴
訟、調停、弁護⼠会ＡＤＲ、⼟地家屋調査⼠ＡＤＲを利⽤することが考えられます。 
筆界とは、⼀筆の⼟地とこれに隣接する他の⼟地との間で、登記時に境を構成するものとさ
れた２以上の点及びこれらを結ぶ直線を⾔います（不動産登記法１２３条１号）。筆界特定
は、当事者の申請に基づき、学識経験者（⼟地家屋調査⼠、弁護⼠、司法書⼠等）が筆界調
査委員に指名されて必要な事実調査（測量・実地調査、関係者からの事実聴取、登記記録、
地図の調査等）を⾏って意⾒書を提出し、当事者の意⾒陳述等を踏まえ、筆界特定登記官
が、筆界を特定するものです。また、境界確定訴訟も提起することができ、筆界特定は、判
決と抵触する範囲で効⼒を失います（不動産登記法１４８条）。裁判所は、筆界特定⼿続記
録の送付を嘱託することができるので（不動産登記法１４７条）、筆界特定の結果は、境界
を定める重要な証拠資料となります。震災によって境界杭が移動し、⼟地の形状が変わって
いる等、容易に解決できないことも予想され、多額な測量費の負担も斟酌し、⼟地の価格に
よっては、境界杭の移動前後の間の⼟地（つまり紛争の⼟地）を買い取るという解決を検討
したほうがよいケースもあります。

【不動産売買契約の処理】地震が起きる
前に不動産を購⼊していましたが、いま
だ代⾦を⽀払っていない状態です。⼟地
が液状化し、価値がかなり低下してし
まったため、決めていたとおりの売買代
⾦を⽀払いたくありません。どのように
すればよいですか。 

代⾦を未払いとのことですので、不動産の引渡し前と考えられます。全国宅地建物取引業協
会連合会の標準的な売買契約書には、引渡し前に、天災地変等の売主、買主のいずれの責に
も帰すことのできない事由によって物件が滅失した場合には、買主は契約を解除でき、毀損
したときは、売主は、修復して買主に引き渡すものとするが、修復が著しく困難⼜は過⼤な
費⽤を要するときは、売主が売買契約を解除することができ、買主は毀損によって契約の⽬
的を達することができないときは、この契約を解除できるという規定が存在しています。こ
のような規定が存在すれば、買主は、毀損によって契約の⽬的を達することができないので
あれば契約を解除し、⽀払い済みの⼿付⾦の返還を求めることになります。⼟地の液状化に
より、売主・買主間で合意した売買契約の⽬的（例えば転売⽬的や居住⽬的等）を達するこ
とができないということができれば、買主は契約を解除できるということができると思われ
ます。こうした規定が存在しない場合には、特定物売買の場合には、危険負担の債権者主義
（⺠法５３４条）が適⽤され、⽬的物の滅失⼜は損傷の場合、債権者の負担に帰するとさ
れ、買主は、約定どおりの売買代⾦を⽀払わなければならず、あるいは売買契約書で定めら
れた違約⾦（⽀払い済みの⼿付⾦を充当する）を⽀払って、売買契約を解除せざるを得ない
ことになりますが、不動産売買においては、代⾦⽀払いと引渡し、登記が引き換えになって
いるのが通例で、引渡し、登記のときまで債権者主義をとるべきではないという⾒解も有⼒
です。この⾒解によれば、売買代⾦を⽀払う義務がないと考えうることになります。売主・
買主間で売買契約を合意解約するか、価格の減額によって取引を維持できる場合には、売買
代⾦額について再協議して解決することが多いと思われます。

 【全壊建物の抵当権の帰趨】私の所有し
ている家が地震で全壊してしまいまし
た。家には抵当権がついていたのです
が、どうなるのでしょうか。

抵当権の付いている建物が全壊した以上、抵当権の⽬的物がなくなったことになるため、抵
当権は消滅するのが原則です。抵当権の効⼒は崩壊後の⽊材等には及びません。しかし、通
常、地震で全壊した場合には、期限の利益を喪失する或いは増担保提供義務が⽣じるという
特約が規定されていることが多いので注意が必要です（もっとも、阪神・淡路⼤震災や新潟
県中越地震の際には、特例措置が取られました。「災害対策マニュアル」（商事法務）８６
⾴、「Ｑ＆Ａ災害時の法律実務ハンドブック」（新⽇本法規）２２９⾴。今回の地震におい
ても、弁護⼠会等により特例措置の実施を促す動きがあります。今後の動向に注意が必要で
す。）。全壊か否か判断が難しい場合は注意が必要です。全壊していないのに勝⼿に取り壊
してしまった場合、担保維持義務違反となり抵当権者から損害賠償請求（⺠法４１５条）さ
れる可能性もあります。なお、地震保険に加⼊している場合には、保険⾦請求権に物上代位
されてしまうこともあるため、注意が必要です（阪神・淡路⼤震災では、保険⾦が直接被災
者に渡るような特例措置がありました。「地震に伴う法律問題Ｑ＆Ａ」（商事法務）１１６
⾴）。なお、地震保険については⑦－９【地震保険と質権】も参照してください。

【権利証の紛失】津波で権利証が流され
てしまいました。所有権を失ってしまう
でしょうか。権利証を再発⾏してもらえ
るのでしょうか。⼟地を売りたいです。
権利証がなくても登記は可能でしょう
か。

権利証（登記済証・登記識別情報通知書含む）を紛失しても所有権を失うことはありません
（法務省⺠事局平成２３年３⽉２９⽇付報道発表も参考にしてください
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00058.html）。紛失した権利証を再発⾏することはでき
ません。権利証がなくても登記をすることは可能です。「事前通知制度」或いは司法書⼠や
弁護⼠等による「本⼈確認情報の提供制度」を利⽤してください。もっとも、「事前通知制
度」では、登記申請時点で本受付がなされてしまいます。同時履⾏ができないというような
実務上の問題点がありますので注意が必要です（なお、平成１７年３⽉７⽇より「保証書」
⽅式が廃⽌されました。）。また、不正な登記を予防する⽅法として、不正登記防⽌申出制
度があります。この制度は、（申出から３か⽉以内に）第三者から登記が申請された場合に
は、登記申請がなされたことを通知してもらえる制度です。知らない間に登記されることを
防⽌することができます。なお、登記事項証明書等の交付請求（オンライン交付請求は除
く。）に関する⼿数料を免除する特例が出ております（平成２３年５⽉１３⽇付「東⽇本⼤
震災の被災者等に係る登記事項証明書等の交付についての⼿数料の特例に関する政令」。
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji05_00062.html）



31

32

33

33

【全壊していない分譲マンションの修
理・再建⼿続】分譲マンションの共⽤部
分が壊れてしまいました。マンションの
住⼈だけでも１００⼈以上いるのです
が、どのような⼿続を経れば修理するこ
とができますか。修理に関する特別決議
の結果に反対の場合、どうすれば良いで
しょうか。

「滅失」に⾄らない「損壊」の場合には、総会の普通決議によって⾏うことができます（区
分所有法１８条）。普通決議は、区分所有者の頭数と議決権の各過半数で決します（区分所
有法３９条１項）。修繕費⽤は、全ての区分所有者が共⽤部分の割合に従って負担すること
になります（区分所有法１９条）（なお、区分所有のマンションの共⽤部分に対する応急修
理について１
世帯当たり５２万円の範囲内で国庫負担の対象となる可能性があります。（
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001hkc0-att/2r9852000001hl2y.pdf）建物価格の
２分の１以下に相当する部分が「滅失」した場合には、区分所有者及び議決権の各過半数に
よる復旧決議により修理することが可能です（区分所有法６１条１項、３項、３９条１
項）。建物価格の２分の１を超える部分が滅失した場合には、区分所有者及び議決権の各４
分の３以上の復旧決議により修理することが可能です（区分所有法６１条１項、５項）。反
対者には時価による買取請求権が認められています（区分所有法６１条７項）。マンション
を建替えしたい場合には、区分所有者及び議決権各５分の４以上の多数による復旧決議によ
り⾏うことができます（区分所有法６２条１項）。反対者には買取請求権が認められていな
いため、時価による売渡請求が⾏使されることを待つしかありません（区分所有法６３条４
項）。マンションの専有部分について抵当権者や賃借⼈などが関わっている場合には、⾃由
に取り壊しすることができないなど、さまざまな問題があるので注意が必要です「Ｑ＆Ａ災
害時の法律実務ハンドブック」（新⽇本法規）５４⾴）。なお、議決権の割合など⼀部の事
項に限り、区分所有法と異なる規定が管理組合規約に定められている場合には、管理組合規
約が優先するので注意が必要です（区分所有法３０条）。

【分譲マンションが全壊してしまった場
合の再建⼿続】分譲マンションが全壊し
てしまった場合、マンションを建て直す
にはどうしたらよいのでしょうか。 

マンションが全壊してしまった場合には、建物が存在しなくなってしまったことになりま
す。管理組合も消滅すると考えられます（⺠法６８２条）。要するに、敷地の共有関係だけ
が残ると考えられます。そのため、全員の同意がなければマンションを再建することはでき
ないと考えるのが⼀般的です（⺠法２５１条、反対説については「地震に伴う法律問題」
（商事法務）１４１⾴参照）。なお、阪神・淡路⼤震災後に「被災区分所有建物の再建等に
関する特別措置法」（いわゆる「被災マンション法」）が施⾏されましたが、今回の地震に
被災マンション法が適⽤されないことが９⽉３０⽇に決定しております。（
http://www.moj.go.jp/hisho/kouhou/hisho08_00208.html）

【分譲マンションにおける⽔漏れトラブ
ル】 
Ｑ マンションに住んでいます。地震に
よってパイプや⽔道管が破裂して⽔漏 
れしてしまったようです。下の階の住⼈
から苦情がきているのですがどうす 
れば良いでしょうか。私が補修費⽤や損
害賠償⾦を負担しないといけないで 
しょうか。共⽤部分から⽔漏れしたのか
専有部分から⽔漏れしたのかによっ 
て違いはありますか。

⺠法７０９条または７１７条による損害賠償責任を負担する可能性があります。震度５より
も⼤きい地震で壊れてしまった場合は、不可抗⼒として免責される可能性が⾼いです。その
ような場合であっても、⽔漏れが発⽣していることを分かっていながら放置したため損害が
⽣じてしまった場合には損害賠償責任を負う可能性があります。なお、⽔道管や排⽔管⾃体
は⺠法７１７条の⼯作物に当たりますが、建物内の⽔道管や排⽔管が⺠法７１７条の⼯作物
に当たるか否かは裁判例が分かれています（「地震に伴う法律問題Ｑ＆Ａ」（商事法務）１
２１⾴）。専有部分の⽔漏れの場合に区分所有者が責任を負わなければならないのに対し
て、共⽤部分の場合は原則として区分所有者全員の責任になります。⼀般的には躯体と⼀体
になっている部分が共⽤部分とされていることが多いようです（「災害対策マニュアル」
（商事法務）１５２⾴、なお、標準管理規約別表第２第２項においては、本管から各住⼾
メーターを含む部分までが共⽤部分とされています。）。⽔道管等の⽔漏れ箇所が不明の場
合には、その瑕疵は、共⽤部分の設置⼜は保存にあるものと推定されます（区分所有法９
条）。なお、実際に費⽤を⽀出する際には、損害保険を適⽤できるかどうかが重要な論点に
なります。約款を確認する必要があります。また、保険契約における免責条項の効⼒につい
て争われた裁判例にも注意する必要があります。例えば、東京都杉並区内（震度５強〜５弱
程度）のマンション漏⽔事故に関して平成２３年１０⽉２３⽇東京地裁判決（以下「⼀審判
決」といいます）は、「地震免責条項にいう地震とは、…戦争、噴⽕、津波、放射能汚染な
どと同じ程度において、巨⼤かつ異常な地震」などと判⽰した上で免責の効⼒を否定してい
ました。しかし、平成２４年３⽉１９⽇東京⾼裁判決は、⼀審判決を取り消した上で、免責
の効⼒を認めました。各紙報道によると、東京⾼裁は、「条項の⽂⾔上、地震をその強度や
規模によって限定的に解釈することはできない」（平成２４年３⽉１９⽇付読売新聞）など
と判⽰したとのことです。

【借家滅失と賃料⽀払義務】
Ｑ 借家が津波で流されてしまいました。
賃料を⽀払い続けないといけないので
しょうか。地震で壊れてしまった場合は
どうでしょうか。

借家が津波で流されてしまった場合、賃借物の⽬的物が「滅失」し、賃貸借の趣旨が達成で
きなくなるので、賃貸借契約は当然に終了するといわれています（最判昭４２・６・２２⺠
集１・６・１４６８、）。賃貸借契約が終了する場合、賃貸⼈は使⽤収益させる義務がなく
なり、賃借⼈は賃料⽀払義務を免れます。他⽅、⼀部が壊れたにすぎない場合には賃料⽀払
義務が残ります。津波で流されてしまった場合には、明らかに「滅失」したといえるでしょ
うが、地震で壊れてしまった場合には「滅失」したといえるかどうか問題になることも多い
でしょう。そのめ、建物が「滅失」したといえるかどうかが問題になります。「滅失」につ
いての判断基準は、⼤きく分けて①建物の損壊の程度と②経済的観点です。①建物の損壊の
程度は、賃貸借の⽬的とっている主要な部分が消失して賃貸借の趣旨が達成されない程度に
達したかどうかにより判断されることになります。②経済的な観点は、通常の費⽤で修復可
能か否かにより判断されます。裁判上は双⽅の観点を考慮に⼊れて判断されているものが多
いようで、事案に沿って個別的に判断されることになります。罹災のままでは⾵⾬をしのぐ
べくもなく、倒壊の危険さえあり、完全修復には多額の費⽤を要し建物全部を取り壊し新築
する⽅が経済的であるときは、当該建物は滅失したものとする判例があります（前掲最判昭
４２・６・２２）。なお、地震保険の場合、「全損」の基準は、「主要構造部（⼟台、柱、
壁、屋根等）の損害額が、時価の５０％以上である損害、または焼失もしくは流失した部分
の床⾯積が、その建物の延床⾯積の７０％以上でる損害」かどうかで判断します（
http://www.mof.go.jp/financial_system/earthquake_insurance/jisin.htm 財務省ホームページ参
照）。裁判上「滅失」とは⾔えない場合にも、保険会社が「全壊」と判断する可能性がある
ことなどに注意が必要です。※原発事故と賃料の関係については、⑩－５を参照してくださ
い。



34

35

36

37

38

39

40

【賃貸⼈からの明渡請求への対応（⼀部
損壊の場合）】
Ｑ ⼤家から退去・明渡しを要求されてし
まいました。建物はそれほど壊れていな
いのでまだ使えると思うのですが、出て
いかなければいけないでしょうか。⼤家
が修理したいので明渡してほしいと⾔っ
ている場合はどうでしょうか。
明渡した場合、⽴退料を払ってもらえま
すか。 

借家が「滅失」してしまった場合には、賃貸借契約は当然に終了します。そのため、明渡さ
なければなりません。基本的には⽴退料も⽀払ってもらえません。逆に、借家が「滅失」に
⾄っていない場合に明渡す必要はないのが原則です（「地震に伴う法律問題Ｑ＆Ａ」（商事
法務）１７⾴参照）。もっとも、実際に物理的に全壊しているわけではない場合には、借家
が「滅失」に該当するかどうかは微妙な判断になります。②－１５で前述したとおり、当該
建物の損傷の程度、修繕の費⽤、建物の耐⽤年数、⽼朽度及び家賃の額等も含めて総合的に
判断しなければなりません。⼤家が借家の修繕をする場合、賃借⼈には協⼒義務があるた
め、修繕⼯事の状況によっては⼀時的に退去しなければならなくなる可能性もあります（⺠
法６０６条２項）。もっとも、賃貸借契約が終了しない限り、明渡す必要まではありませ
ん。賃貸借契約期間終了の際に⼤家から更新拒絶をなされて明渡しを求められる可能性もあ
るでしょうが、⼤家からの更新拒絶には「正当の事由」が必要です（借地借家法２８条、借
家法１条の２）。また、期間の定めがない賃貸借契約の場合には、⼤家は「正当の事由」が
ない限り、中途解約して明渡しを求めることができません。「正当の事由」の判断は、建物
の使⽤を必要とする事情、建物賃貸借に関する従前の経過、建物の利⽤状況及び建物の現
況、⽴退料⽀払の有無等によって総合的に決します。判断の上で、⽴退料⽀払の有無、⾦額
の程度が⾮常に重要になりますので、⽴退料に関する交渉を検討しても良いでしょう。 

【計画停電と賃料⽀払義務】 
Ｑ ビルのテナントに⼊っているお店を経
営しています。幸いビルは無事だったの
ですが、計画停電の影響で電気が通じず
商売になりません。このような場合も賃
料を全額⽀払わなければならないので
しょうか。

賃借物の⼀部が賃借⼈の過失によらないで「滅失」したときは、賃借⼈は、その滅失した部
分の割合に応じて賃料の減額を請求することができます（⺠法６１１条１項）。しかし、計
画停電によって地域全体の電気の供給が停⽌した場合には「滅失」にはあたらず、賃借⼈は
賃料を⽀払わなければならないと⼀般的に解されています（「地震に伴う法律問題Ｑ＆Ａ」
（商事法務）２４⾴）。よって、原則として賃料を⽀払わなければならないということにな
ります。もっとも、例えば電気代が賃料の中に含まれている場合には、使⽤できなかった時
間に相当する電気代相当額の減額が認められるべきと思われますので、賃料減額交渉ができ
ないか契約書を⼗分に検討する必要があると思います。実際、交渉によって⼤家が賃料の減
額に応じるというケースが散⾒されています。なお、広域における計画停電（しかも停電が
⻑期間継続的に⾏われる場合）という過去に想定されていなかった「経済事情の変動」が
あった以上、賃料減額請求権（借地借家法３２条１項）の⾏使を検討することも可能です。

【引越しができない場合の賃料⽀払義
務】 
Ｑ ４⽉からの赴任地が被災地でした。引
越しできなくなってしまったため住んで
いないのですが、賃料を⽀払わないとい
けないでしょうか。賃料相当分を引越し
業者に請求することはできるでしょう
か。

賃料の⽀払義務については、借家の状況によります。借家が使⽤可能である場合には賃貸⼈
の義務を果たしていることになりますので、仮に引越しができないとしても、原則として賃
料を⽀払わなければなりませんが、実際は、賃貸⼈と交渉し、賃貸借契約の開始時期を遅ら
せて、被災地に引越すことができるようになってから賃貸借契約を開始しているケースが多
いと思われます。また、原則として、賃料相当分を業者に請求することはできません。地震
や原発事故が原因で引越運送ができない場合には、不可抗⼒として業者を免責する条項に該
当すると考えられるからです（標準引越運送約款２３条６項参照）。

【敷⾦の返還】 
Ｑ 借家が津波で流されてしまいました。
或いは地震で全壊してしまいました。敷
⾦は返してもらえますか。（不可抗⼒の
際の）敷⾦不返還特約がある場合や敷引
特約がある場合はどうなるのでしょう
か。

Ａ ②－１５で前述した通り、借家が「滅失」してしまった場合には、賃貸借契約は当然に
終了します。そのため、敷⾦返還を請求できます。もっとも、実際には、敷⾦に関する特約
があるかないかによって変わります。特約において不可抗⼒で契約が終了した場合には敷⾦
は返還しないとなっている場合はどうでしょうか。借家⼈保護の⾒地から、不可抗⼒の場合
に敷⾦を返還しないという特約は無効と解されるケースも少なくありません（消費者契約法
１０条）。延焼の事例ですが、特約の効⼒を否定して保証⾦の返還請求権を認めた事例があ
ります（⼤阪地裁昭２・１１・２９判事８８４・８８）。敷引特約の場合は注意が必要で
す。近時の最⾼裁において、敷引⾦の額が⾼額に過ぎるものである場合には、賃料が相場に
⽐して⼤幅に低額であるなど特段の事情のない限り、消費者契約法１０条により無効となる
とした上で、「本件敷引⾦の額は、上記経過年数に応じて上記⾦額の２倍弱ないし３．５倍
強にとどまっていることに加えて、上告⼈は、本件契約が更新される場合に１か⽉分の賃料
相当額の更新料の⽀払義務を負うほかには、礼⾦等他の⼀時⾦を⽀払う義務を負っていな
い」として敷引⾦の額が⾼額に過ぎるとは評価できず、有効とした判例があります（最⾼裁
平２３・３・２４最⾼裁ホームページ）。事例判決ではあるものの敷引特約⼀般に⼤きな影
響を与える可能性があるため、慎重に検討する必要があります。 

【賃貸⼈に対する借家の補修請求】 
Ｑ 借家が地震で⼀部壊れてしまいまし
た。補修してもらいたいのですが、⼤家
に対する補修請求はできますか。借家⼈
が補修費⽤を負担しなければならないと
いう特約がある場合には、補修費⽤を負
担しなければなりませんか。 

賃貸⼈は、賃貸物の使⽤および収益に必要な修繕をなす義務を負っています（⺠法６０６条
１項）。もっとも、「必要な」修繕でなければならないため、常に⼤家に修繕義務が⽣じる
というわけではありません。⼤家に修繕義務が⽣じるのは、賃借⼈の使⽤収益を妨げる程度
の損壊がある場合です。具体的には、損壊の程度、賃借⼈が被る不利益、賃料の額、賃貸物
の資産的価値などを総合考量して判断すると解されています（東京⾼判昭５６・２・１２判
時１００３・９８参照）。特に、柱、屋根、壁及び躯体部分については、賃貸⼈に修繕義務
が⽣じる可能性が⾼いです。借家⼈が補修費⽤を負担しなければならないという特約がある
場合には、原則として借家⼈が補修費⽤を負担しなければなりません。もっとも、消費者契
約法１０条などによって賃借⼈が保護される可能性は残ります。裁判例にも、当該特約の趣
旨を、何⼈も予想しなかった天災による⼤破損のときまで賃借⼈に修理義務を負わせるもの
ではないと解釈して、賃借⼈を保護したものがいくつかあります（⼤判⼤１０・９・２６⺠
録２７・１６２７、⼤判昭１５・３・６法律新聞４５５１・１２）。

【賃貸⼈が借家の補修をしない場合】 
Ｑ 借家が地震で⼀部壊れてしまいまし
た。⼤家が補修しない場合、賃料減額し
てもらえますか。⼤家が補修しない場
合、借主が勝⼿に補修してしまっても良
いのでしょうか。借主が補修費⽤を⽀
払った場合、家主に補修費⽤を請求でき
ますか。補修費⽤を家賃と相殺できます
か。

借家に使⽤不能の部分が⽣じている場合には、⼀部「滅失」したといえますから、⺠法６１
１条に基づき賃料減額請求することも可能です。⼤家が修繕義務を履⾏しないことによって
賃借⼈損害が⽣じている場合には、損害賠償請求の上、賃料請求権と相殺することも可能で
す（⺠法４１５条、５０５条）。⼤家が修繕しない場合、賃貸借契約の⽬的に従った使⽤収
益に必要な範囲内で、賃借⼈⾃ら修繕することが可能です。具体的には、⽼朽化した柱、梁
の鉄柱による補強、屋根の葺替え、⼟台の⼊れ替えなどが可能です（東京⾼判昭５６・９・
２２判時１０２１・１０６）。⼤家が修繕義務を負っている部分について賃借⼈が修繕義務
を履⾏した場合、修繕の際に遅滞なく通知することを条件として、直ちに⼤家に対して修繕
費⽤を請求することができます（⺠法６０８条１項、６１５条）。賃料請求権と相殺するこ
とも可能です（⺠法５０５条）。

【賃貸⼈による貸家の補修】 
Ｑ 貸家が地震で⼀部壊れてしまいまし
た。補修費⽤が多額になってしまったの
ですが、賃料増額を求めることができま
すか。家に訪問してきた業者に補修を頼
んだのですが、相場の５倍の値段だった
ことがわかりました。解除することが可
能ですか。 

借地借家法３２条１項に基づき判断されることになります。原則として、補修費⽤が多額に
なったという理由だけで賃料を増額することはできません。もっとも、歴史的な天災など不
可抗⼒の場合に⼤規模修繕をしたのであれば、ある程度の賃料増額もやむをえないという⾒
解もあるようです（「地震に伴う法律問題Ｑ＆Ａ」（商事法務）２７⾴）。訪問してきた業
者が悪徳業者だった場合、契約条件を明確にした書⾯の交付から８⽇以内はクーリングオフ
することができる可能性があります（特定商取引法９条１項）。悪徳業者が訪問した⽇から
８⽇を経過していても、書⾯の交付がなかったり、書⾯の記載が不⼗分であればクーリング
オフは可能です。仮にクーリングオフができない場合であっても虚偽の事実を告げて修繕契
約を締結した場合は、虚偽の事実を知ってから６か⽉以内であれば、特定商取引法９条の
３、消費者契約法４条１項１号により契約を取り消すことができます。その他⺠法９５条の
錯誤無効や、同法９６条１項の詐欺取消しを主張できる場合もあります。 
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【借家の再築請求】 
Ｑ 借家が全壊してしまいました。⼤家に
対して建て直しを要求することができま
すか。

借家が「滅失」してしまった場合には、賃貸借契約は当然に終了します。そのため、⼤家に
対して建て直しを要求することはできません。 

【賃貸借契約の解除】 
Ｑ 借家が⼀部壊れてしまいました。修理
すれば住めますが、引越したいです。賃
貸借契約を解除することはできますか。

解除について地震によって借家が⼀部壊れてしまったというだけでは賃貸借契約を解除する
ことはできないのが原則です。損壊の程度により、以下のように区別して考えられます。
（１）借家としての機能に重⼤な損傷がある場合この場合、⼤家に損壊部分の修理を請求
し、その修理が⾏われた場合には解除はできません。⼤家が必要な修理を⾏わない場合には
契約を解除するか、⼜は、⾃ら修理を⾏い必要費として⼤家に⽀払いを請求することもでき
ます。（２）借家としての機能には問題がない場合この場合は解除出来ないと考えられま
す。ただし、損壊により借家の使⽤収益に影響がある場合には、⼤家に対して修理を請求す
ることができ、これに応じない場合には⾃ら修理をしてその費⽤の⽀払いを請求することが
できます。２ 解除することができない場合の解約について契約書に解約申⼊れに関する条
項がなく、借家期間の定めがある場合には、原則として解約することはできません。解約申
⼊れに関する条項がないものの借家期間の定めがない場合には、解約申⼊れの⽇から３か⽉
経過後に賃貸借契約は終了します（⺠法６１７条１項）。３カ⽉分の賃料を⽀払って賃貸借
契約を終了させることも可能です。いずれの場合であっても、賃貸⼈と協議し、賃貸借契約
を合意により解約することは可能です。

【罹災都市借地借家臨時処理法（総
論）】 
Ｑ 罹災都市借地借家臨時処理法は常に適
⽤されるのですか。 

罹災都市借地借家臨時処理法が適⽤される地区は法律及び政令によって定められることに
なっています（同法２７条）。今回の地震においては、⼀旦は法務省が適⽤する⽅針を決め
たとの新聞報道がなされた（平成２３年３⽉１５⽇各紙報道）ものの、９⽉３０⽇、同法を
適⽤しないことを政府が決定致しました（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00107.html
）。⽇弁連では、平成２２年１０⽉、賃貸⼈に⼀⽅的に不利であるなどの理由から罹災都市
借地借家臨時処理法の改正意⾒を提出しておりましたが（「罹災都市借地借家臨時処理法の
改正に関する意⾒書」http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/101020.pdf
）、いまだ法改正はなされておりません。そこで、平成２３年５⽉２６⽇、⽇弁連は、法改
正なく東⽇本⼤震災の被災地に適⽤されないよう求める意⾒書を提出しておりました。この
ような批判が少なくなかったために、今回、適⽤が⾒送られたものと考えられます。なお、
平成２３年１０⽉１⽇、罹災都市借地借家臨時処理法の被災地への適⽤⾒送り⽅針等につい
て、仙台弁護⼠会より会⻑談話が発表されています。 

【借地上の建物が全壊した場合の借地契
約の帰趨】 
Ｑ 借地上に⾃分で家を建てていたのです
が、全壊してしまいました。借地契約は
終了してしまうのでしょうか。地主が⾏
⽅不明なので、地主の承諾を取らずに建
て直しても良いでしょうか。再築禁⽌特
約や増改築禁⽌特約がある場合も同様で
しょうか。

建物が全壊したとしても⼟地が滅失したわけではありませんので、借地契約は終了しませ
ん。⾃然腐敗によるものではないため「朽廃」（借地法２条１項）にもあたらず、借地契約
は終了しません。もっとも、⼀時使⽤⽬的の借地権について、地震によって建物が滅失した
場合に借地権は消滅するという特約を設けておくことは有効ですので、この場合には、借地
契約が終了します（Ｑ＆Ａ「災害時の法律実務ハンドブック」（新⽇本法規）９０⾴）。ま
た、借地⼈は、賃貸⼈の承諾なく、建物を再築することが可能です。なお、再築禁⽌特約
（借地の残存期間を超えて存続する建物の再築を禁⽌する特約）は原則として無効と解され
ているため、再築禁⽌特約があっても建物を再築することが可能です（最判昭３３・１・２
３判時１４０・１４参照）。 
しかし、増改築禁⽌特約は原則として有効と解されていますが、万が⼀増改築禁⽌特約違反
をしてしまった場合であっても、⼟地の有効利⽤の範囲内の再築（さらには緊急時でもあ
る）であれば、特約違反による解除までは認められない可能性が⾼いです（「地震に伴う法
律問題Ｑ＆Ａ」（商事法務）７ 
⾴、最判昭４１・４・２１⺠集２０・４・７２０参照）。 
もっとも、増改築禁⽌特約がある場合には、賃貸⼈の承諾や承諾に代わる裁判所の許可を取
ることを視野に⼊れた⽅が安全です（借地借家法１７条２項）。

【借地上の建物が全壊した場合の再築】 
Ｑ 借地上に⾃分で⽊造の家を建てていた
のですが、全壊してしまいました。再築
建物をコンクリート造にしても良いで
しょうか。再築が制限されている地域が
あるというのは本当ですか。

借地契約の内容に、⽊造建物に限定する旨の条件が定められていれば、当然コンクリート造
の建物を建築してはいけません。もっとも、コンクリート造に再築した場合であっても、必
ずしも地主からの解除が認められるわけではありません。借地契約の内容に、⽊造建物に限
定する旨の条件が定められていない場合であっても、借地法下で当初の契約が締結されてい
た場合には⾮堅固建物所有を⽬的とする借地契約であると推定されますので（借地法３
条）、従来の建物が⽊造であれば、賃貸⼈の異議を無視してコンクリート造の建物を建築す
ることは許されません。もっとも、借地法下で当初の契約が締結されていた場合にコンク
リート造建物の再築を完了してしまうと、地主からの異議がなければ、再築後の堅固建物所
有を⽬的とした借地契約になると解されています（借地法７条、借地借家法７条２項参照。
「Ｑ＆Ａ災害時の法律実務ハンドブック」９４⾴、「地震に伴う法律問題」７⾴等）。東⽇
本⼤震災においては、建築基準法８４条１項２項に基づく被災市街地における建築制限が適
⽤され、現⾏法上最⻑２ヶ⽉の５⽉１１⽇まで延⻑されていました。さらに、平成２３年４
⽉２９⽇に公布・施⾏された「東⽇本⼤震災により甚⼤な被害を受けた市街地における建築
制限の特例に関する法律」により、平成２３年９⽉１１⽇まで（特に必要があると認めると
きは更に２か⽉を超えない範囲で延⻑できる）建築制限が適⽤されていました（同法１条１
項、２項、３項）。また、７⽉１⽇当時宮城県気仙沼市、名取市、東松島市、⼥川町、南三
陸町、⼭元町及び⽯巻市（７⽉１⽇より⼭元町が追加されました。⽯巻市は、特定⾏政庁と
して独⾃に建築制限を定めています。）の各該当区域につき、９⽉１１⽇まで建築制限が適
⽤されていました。その後、平成２３年９⽉９⽇現在において、建築制限が再延⻑になった
地域は次のとおりです。気仙沼市、名取市、南三陸町、⼥川町については平成２３年５⽉１
２⽇から同年１１⽉１０⽇までの間。東松島市については、平成２３年５⽉１２⽇から同年
１０⽉３１⽇までの間。⼭元町については、平成２３年７⽉１⽇から同年１１⽉ 1０⽇まで
の間。⽯巻市の⼀部については、建築制限の指定の⽇から１１⽉１１⽇までの間。（宮城県
ホームページ
http://www.pref.miyagi.jp/kentaku/110311_earth/kenchikusidou/110905_seigentokurei.html⽯
巻市ホームページ
http://www.city.ishinomaki.lg.jp/hishokoho/sinsai/kentikuseigennohenkou.jsp 
http://www.city.ishinomaki.lg.jp/hishokoho/sinsai/kentikuseigennohenkou_2.jsp）。そのた
め、制限地域においては、新築、改築、増築及び移転ができません（制限地域においても、
修繕、補修及びリフォームについては⾏うことができます）。

【借地権の対抗⼒】 
Ｑ 借地上の建物が全壊してしまいまし
た。その後、⼟地が第三者に売られてし
まったようです。⼟地をそのまま借り続
けることができるのでしょうか。罹災都
市法の適⽤がない地域の場合、掲⽰をし
ておく必要があるでしょうか。

借地権の対抗⼒は、登記した建物が存在していることが要件です。そのため、建物が滅失し
てしまうと、登記が残っていても対抗⼒は消滅してしまいます。よって、⼟地をそのまま借
り続けることができないのが原則です。もっとも、借地上に看板などの掲⽰をしておけば、
２年間は借地権を主張することができます（借地借家法１０条２項）。看板の内容は、①建
物を特定するための必要事項（最低でも所在と家屋番号の記載）②滅失の⽇付③建物を新た
に建てる旨④借地権者の住所⽒名が記載されていれば⼗分と解されています（「地震に伴う
法律問題Ｑ＆Ａ」（商事法務）１０⾴）。
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【地代⽀払義務】 
Ｑ 借地上の建物が全壊してしまいまし
た。地代の⽀払いを拒否することはでき
るでしょうか。地割れなどが発⽣してい
て⼟地を利⽤できない場合は地代の⽀払
いを拒否できますか。

借地上の建物が全壊した場合、ただちに借地契約の⽬的を達成することができないとはいえ
ないので、地代の⽀払いを拒否することはできません。地代の減額のためには、地震災害に
より経済事情の変動があったとして地代減額請求（借地借家法１１条１項）⾏うことの検討
が必要です。地割れが発⽣していて⼟地を⼀部利⽤できない状態になっている場合には、利
⽤不能の割合に応じて地代減額請求ができます（⺠法６１１条１項）。残存部分で借地契約
の⽬的を達成することができない場合には、借地契約を解除することもできます（⺠法６１
１条２項）。

【借地契約の期間】 
Ｑ 借地権の存続期間が１年しかありませ
ん。建物を再築しても、再築が完了した
ときには契約期間が終了して追い出され
ることになってしまいそうです。再築し
た⽅が良いでしょうか。

借地権の更新には、期間満了時に建物が存在しているかどうかが影響します。契約期間満了
前に再築が完了していれば、地主の更新拒絶に「正当事由」が認められない限り、借地権は
更新されます（借地借家法５条及び６条、借地法４条及び６条）。そのため、追い出される
ということはありません。このような場合には再築した⽅が良いでしょう。なお、借地上の
建物を再築した場合、借地期間が延⻑されることがあります（借地法７条、借地借家法７
条）。延⻑に関する要件は借地法と借地借家法で異なるので注意が必要です。具体的には、
借地契約の設定が平成４年８⽉１⽇前である場合（借地法適⽤）には、地主が「遅滞なく」
異議を述べないときに当然に法定更新となり借地権が延⻑され、従前の建物が全壊した⽇か
ら３０年（鉄⾻造などの堅固な建物を建てた場合）⼜は２０年（⽊造などの⾮堅固な建物を
建てた場合）になるのに対して、平成４年８⽉１⽇後である場合（借地借家法）には、賃貸
⼈が新築を承諾した場合には、借地期間は承諾後２０年間存続し、借地⼈が賃貸⼈に対し、
事前に残存期間を超えて存続すべき建物を新築する旨の通知をし、賃貸⼈がその通知から
「２ヶ⽉以内」に異議を述べないときは、２０年間、借地権が延⻑されることになるなどで
す。異議が述べられた場合には、残存期間は元のままです。定期借地権の場合には、借地期
間への影響はありません。 

【⾏⽅不明者の財産管理】 
Ｑ ⽗が⾏⽅不明になりました。⽗の財産
は誰が管理すればいいですか。

認定死亡や失踪宣告が未だないのであれば、財産管理⼈が⽗の財産を管理することになりま
す。⽗があらかじめ財産管理⼈を選任していれば、その者がそのまま財産を管理することに
なります。財産管理⼈が選任されていない場合には、まず、家庭裁判所に財産管理⼈の選任
を申し⽴てる必要があります（⺠法２５条）。この選任の申⽴ては、「利害関係⼈」（⼜は
検察官）が⾏う必要があります。推定相続⼈であれば、「利害関係⼈」として申⽴てを⾏う
ことができます。なお、⽗の死亡が明らかになった場合や失踪宣告を申し⽴てて失踪宣告が
なされた場合（⺠法３０条）、認定死亡（⼾籍法８９条）になった場合には、相続⼈が相続
分に応じて、⽗の財産を相続し、管理することになります（⺠法９１８条）。財産管理⼈が
選任されるまでも、事務管理（⺠法６９７条以下）として、財産管理を⾏うことはできます
が、「本⼈⼜はその相続⼈若しくは法定代理⼈が管理をすることができる」（⺠法７００
条）まで継続しなければなりません。

【⾏⽅不明者（安否不明を含む）の相
続】 
Ｑ ⽗が⾏⽅不明になりました。⽗の財産
について相続は開始しますか。 

相続が開始するには、家庭裁判所への申⽴てにより失踪宣告を受けるか（⺠法３０条）、認
定死亡（⼾籍法８９条）を受ける必要があります。 
認定死亡は、「取調をした官庁⼜は公署は、死亡地の市町村⻑に死亡の報告」をすることに
より、本⼈の⼾籍に死亡の記載が⾏われます（⼾籍記載の⽇に死亡したことになります。た
だし死亡が推定されるにとどまります。）。これに対して、失踪宣告の場合は、危難が去っ
てから１年間⾏⽅不明の状態であれば申⽴てをすることができ、危難の⽇が死亡⽇になりま
す（推定ではなく、死亡したとみなされます）。また、平成２３年６⽉７⽇付法務省の発表
では、東⽇本⼤震災で被災し、遺体が発⾒されていない⾏⽅不明者についても、死亡届を市
区町村に提出できるようになりました。統⼀様式の届出⼈の申述書に、当該⾏⽅不明者の被
災状況を現認した者の申述書や在勤（在学）証明書等を添付して提出し、市区町村が死亡の
事実を認定できると判断した場合には、死亡届が受理されます。（
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji04_00026.html）

【死亡者の財産管理と相続】 
Ｑ 亡くなった⽅の財産管理や相続はどう
なるのでしょうか。

Ａ 死亡（認定死亡や失踪宣告も含む。）すれば、相続が開始します。相続⼈が存在すれ
ば、その者が財産管理を⾏うことになります（⺠法９１８条）。「相続⼈のあることが明ら
かでない」（⺠法９５１条以下）場合は、相続財産は法⼈となり、家庭裁判所の選任する相
続財産管理⼈が財産管理を⾏うことになります。

【死亡の先後が分かる場合の相続】 
Ｑ 夫が死亡した後、義⽗が死亡した場
合、妻は義⽗の相続財産を受け取れます
か。

Ａ 妻は夫の相続⼈ですが、義⽗の相続⼈ではないので、義⽗の相続財産を受 
け取れません。

【死亡の先後が不明の場合の相続】
Ｑ 夫と義⽗が亡くなりましたが、どちら
が先に死亡したか分かりません。この場
合、妻は義⽗の相続財産を受け取れます
か。

Ａ 死亡の先後が不明の場合、同時に死亡したと推定されます（⺠法３２条の２）。この場
合、同時死亡者相互間には相続関係は⽣じません。したがって、夫は義⽗を相続しないの
で、妻は義⽗の相続財産を受け取れません。 

【同時死亡の場合の遺⾔の効⼒】
Ｑ 夫と義⽗が同時に亡くなりました。義
⽗の「全財産を夫に相続させる」旨の遺
⾔がありますが、この場合、妻は義⽗の
相続財産を受け取れますか。 

Ａ 「相続させる」旨の遺⾔について最⾼裁は、「『相続させる』旨の遺⾔は、当該遺⾔に
より遺産を相続させるものとされた推定相続⼈が遺⾔者の死亡以前に死亡した場合には、当
該『相続させる』旨の遺⾔に係る条項と遺⾔書の他の記載との関係、遺⾔書作成当時の事情
及び遺⾔者の置かれていた状況などから、遺⾔者が、上記の場合には、当該推定相続⼈の代
襲者その他の者に遺産を相続させる旨の意思を有していたとみるべき特段の事情のない限
り、その効⼒を⽣ずることはないと解するのが相当である。」（最判平２３・２・２２）と
判⽰していますので、そのような「特段の事情」がない限り、妻は相続財産を受け取れない
ものと考えられます。なお、遺贈に関しては⺠法に規定があり、同時死亡の場合は、「遺⾔
者の死亡以前に死亡したとき」（⺠法９９４条）に含まれるので、遺⾔の効⼒は⽣じませ
ん。したがって、義⽗の夫に対する遺⾔は効⼒がないので、妻は相続財産を受け取れませ
ん。

７【内縁の夫の財産】 
Ｑ 内縁の夫が亡くなりました。私も相続
財産を受け取れますか。

Ａ あなたは法律上の配偶者ではないので、相続⼈として相続財産を受け取ることはできま
せん。ただし、以下の場合には、相続財産を受け取ることが可能です。 
① 内縁の夫が遺⾔をしていた場合ただし、内縁の夫に相続⼈がいれば、遺留分減殺請求
（⺠法１０３１条）を受ける可能性はあります。 
② 特別縁故者としての相続財産分与（⺠法９５８条の３）内縁の夫からあなたへの遺⾔も
なく、かつ、内縁の夫に相続⼈がいない場合には、内縁の夫の相続財産は国庫に帰属するこ
とになりますが、あなたが家庭裁判所に相続財産管理⼈選任を申⽴て、最終的に家庭裁判所
が相当と認める場合には、相続財産の全部⼜は⼀部を受け取ることが可能です。

第３ ⾝分法（総則の失踪宣告等を含む）
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【相続放棄の熟慮期間】 
Ｑ 夫が死亡しましたが、多額の借⾦があ
るようです。相続放棄したいのですが、
いつまでに何をすればよいですか。

Ａ 相続⼈は、⾃⼰のために相続の開始があったことを知ったときから３ヶ⽉以内に相続放
棄をする必要があります（⺠法９１５条）。したがって、相続放棄をするのであれば、家庭
裁判所に申述する必要があります。なお、⼀旦相続放棄をしてしまうと、撤回することはで
きません。したがって、相続財産をよく調査したうえで、放棄するかどうかを決めましょ
う。熟慮期間の起算時については、「相続⼈において相続開始の原因となる事実及びこれに
より⾃⼰が法律上相続⼈となった事実を知ったときから３ヶ⽉以内に限定承認⼜は相続放棄
をしなかったことが、相続財産が全く存在しないと信じたためであり、かつ、このように信
ずるについて相当な理由がある場合には、⺠法９１５条１項所定の期間は、相続⼈が相続財
産の全部もしくは⼀部の存在を認識したときまたは通常これを認識し得べかりし時から起算
するのが相当である」（最判昭５９・４・２７⺠集３８・６・６９８）とあるので、平成２
３年３⽉１１⽇が起算点になる可能性が極めて⾼いですが、利害関係⼈の請求によって家庭
裁判所で伸⻑することができます。また、熟慮期間は、「死亡」の種類によっても起算点が
異なると考えられているので、注意しましょう。すなわち、失踪宣告の場合には、失踪宣告
時から、認定死亡の場合には、⼾籍に記載された届出⽇から起算すると考えられています。
東⽇本⼤震災においては、被災者である相続⼈が、⽣活の混乱の中で限定承認、相続放棄等
を⾏うことができないまま熟慮期間を徒過することにより不利益を被ることを防⽌する必要
性が指摘されており、⽇弁連からも平成２３年５⽉２６⽇付で「相続放棄等の熟慮期間の伸
⻑に関する意⾒書」が提出されました。その結果、「東⽇本⼤震災に伴う相続の承認⼜は放
棄をすべき期間に係る⺠法の特例に関する法律」が成⽴し、同年６⽉２１⽇に公布、施⾏さ
れました。これにより、被災者（平成２２年１２⽉１１⽇以後に⾃⼰のために相続の開始が
あったことを知ったものも含む）については、熟慮期間が平成２３年１１⽉３０⽇まで延⻑
されます。（http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00092.html）

【遺⾔状を発⾒した場合】 
Ｑ ⽗が亡くなったのですが、遺⾔状を発
⾒しました。開けてしまってよいでしょ
うか。

Ａ 遺⾔書が、①⾃筆証書遺⾔、②公正証書遺⾔、③秘密証書遺⾔のどれかにより扱い⽅が
異なります。①と③の場合は、家庭裁判所の検認⼿続を経なければならず、封印されている
場合には開封をしてはなりません。②の場合は、検認は不要です。

【未成年者を残して両親が死亡した場
合】 
Ｑ 両親が死亡し、未成年の⼦だけが⽣き
残りました。両親には財産がありました
が、この財産の処分はどうすればいいで
しょうか。また、⽣命保険⾦や補償⾦を
受領した場合、これらの財産の管理はど
うでしょうか。

Ａ 未成年者は両親の財産を相続することになりますが、親権を⾏う者が未成年者の財産を
管理し、その財産に関する法律⾏為についてその⼦を代表することになります（⺠法８２４
条本⽂）。したがって、未成年者（婚姻している場合を除く。）が財産を管理したり、処分
したりすることはできません。親権者である両親が死亡した場合、親権者が不在であるの
で、親権者が遺⾔で未成年後⾒⼈を指定していれば、その未成年後⾒⼈が⼦の財産を管理す
ることになります（⺠法８３９条）が、未成年後⾒⼈が指定されていない場合には、未成年
者⼜はその親族等が家庭裁判所に未成年後⾒⼈の選任を請求することになります（⺠法８４
０条）。また、親権者及び未成年後⾒⼈のいない未成年者について、「その福祉のため必要
があるとき」は、児童相談所⻑は家庭裁判所に対し未成年後⾒⼈の選任を請求しなければな
らないことになっています（児童福祉法３３条の８）。 

【成年後⾒⼈が死亡⼜は⾏⽅不明となっ
た場合】 
Ｑ 成年後⾒⼈が死亡⼜は⾏⽅不明となっ
た場合、あるいは、けがや遠隔地に避難
したため後⾒事務を⾏うことができなく
なった場合、どうすればよいでしょう
か。 

Ａ 後⾒⼈が⽋けた場合、後⾒監督⼈が選任されていれば、その後⾒監督⼈が遅滞なく後⾒
⼈の選任を家庭裁判所に請求することになります（⺠法８５１条）。後⾒監督⼈が選任され
ていなければ、家庭裁判所が成年被後⾒⼈⼜はその親族等の請求により⼜は職権で成年後⾒
⼈を選任します（⺠法８４３条）。後⾒⼈は、正当な事由があるときは、家庭裁判所の許可
を得て、辞任することができます（⺠法８４４条）。それにより新たに後⾒⼈を選任する必
要が⽣じたときは、その後⾒⼈は、遅滞なく新たな後⾒⼈の選任を家庭裁判所に請求しなけ
ればなりません（⺠法８４５条）。

２【離婚協議中の妻が⾏⽅不明となった
場合】 
Ｑ 離婚協議中の妻が⾏⽅不明となりまし
た。妻と離婚するには、どのような⼿続
が必要ですか。

Ａ 協議離婚では、当事者が離婚に合意することが必要であるので、妻が⾏⽅不明であれば
協議離婚を成⽴させることはできません。協議離婚ができない場合、裁判上で離婚を求めて
いくことになりますが、裁判上の離婚をするには、調停前置主義が採⽤されており、まず、
家庭裁判所に離婚調停を申し⽴てる必要があります。しかし、この場合には妻が⾏⽅不明と
いうことで、妻が調停に出頭する可能性はほとんどないと考えられますので、上申書等によ
り事情を説明した上、調停を前置せずに家庭裁判所に対し離婚訴訟を提起することも検討す
ることになります。なお、当然ながら離婚訴訟においては離婚事由（⺠法７７０条）を主張
⽴証することが必要です。また、離婚とは別に、妻が死亡（認定死亡、失踪宣告を含む。）
すれば、婚姻状態は解消されます。その場合、再婚することが可能ですが、後に⾏⽅不明の
妻の⽣存が判明すれば、失踪宣告の取消しによる⾝分関係への影響がある可能性がありま
す。

【⼦の親権者である元妻が⾏⽅不明と
なった場合】 
Ｑ 妻を⼦の親権者として離婚した後、元
妻が災害で⾏⽅不明となりました。⼦の
親権者を夫とするには、どのような⼿続
が必要ですか。 

Ａ 親権者は元妻であるので、夫が親権を取得するには、家庭裁判所に⼦の親権者変更審判
を申し⽴てる必要があります。そして、家庭裁判所において、⼦の利益のために必要がある
と認められれば、⼦の親権者を夫に変更するとの審判がなされます。また、申⽴てから審判
の効⼒が⽣ずるまでは時間がかかるので、その間、現親権者の職務執⾏を停⽌し、あなたを
職務代⾏者として選任する審判（審判前の保全処分）を求めることができます。

【失踪宣告後、⽣存が判明した場合】 
Ｑ 夫について失踪宣告を受けようと思い
ます。もし、失踪宣告後に夫が⽣存して
いたことが判明した場合、何か⼿続は必
要ですか。

Ａ 失踪宣告後に夫の⽣存が判明したときは、本⼈⼜は利害関係⼈が家庭裁判所に請求し
て、失踪宣告の取消をしなければなりません（⺠法３２条１項前段）。失踪宣告が取り消さ
れれば、相続は開始しなかったことになります。しかし、失踪宣告後その取消前に当事者全
員が「善意」でした⾏為は有効であり、その⾏為の効⼒には影響を及ぼしません（同条１項
後段）。また、失踪宣告によって財産を得た⼈がいれば、現存利益を返還しなければなりま
せん（同条２項ただし書き）。 

【認定死亡後、⽣存が判明した場合】 
Ｑ 夫が認定死亡とされ、⼾籍に死亡と書
かれてしまいました。もし、夫が⽣存い
た場合、何か⼿続は必要ですか。 

Ａ 認定死亡は、「取調をした官庁⼜は公署は、死亡地の市町村⻑に死亡の報告」をするこ
とにより、本⼈の⼾籍に死亡の記載が⾏われます（⼾籍記載の⽇に死亡したことになりま
す。）。ただし、死亡が推定されるにとどまるので、後に、⽣存していることが分かれば、
⼾籍の訂正を⾏うことが必要です。認定死亡後その訂正前に⾏われた⾏為は、失踪宣告に準
じると考えられています。 
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【住宅ローン⽀払義務】 
Ｑ 住宅ローン（借⼊⾦）がまだ残ってい
るのに⾃宅（建物）が倒壊してしまいま
した。住宅ローンは払わなければいけな
いのでしょうか。

Ａ 住宅ローンの⽀払義務は、⾦融機関との間の⾦銭消費貸借契約に基づくものです。建物
が倒壊したとしても、当該⽀払義務は当然には消滅しません。住宅ローンは⽀払う必要があ
ります。ところで、被災者は⾃宅を建てなおすなど、⽣活再建のために新たな資⾦需要が⽣
じるのですが、旧債務が残っているために⼗分な資⾦調達ができないという問題に直⾯しま
す（いわゆる⼆重債務問題）。そこで、関係各機関が、⼆重債務問題の解消に向けて様々な
政策提⾔を⾏っております。政府も、このような⼆重債務問題に迅速に取り組むべく、「中
⼩企業及び農林⽔産業等向け」、「個⼈住宅ローン向け」及び「⾦融機関向け」の対応策を
⽰しています。（http://www.cas.go.jp/jp/siryou/nijusaimu.html）その中で、個⼈向けの私的
整理のガイドラインの策定が求められ、この政府提案を受けて平成２３年７⽉８⽇、「個⼈
債務の私的整理に関するガイドライン研究会」が発⾜し、同⽉１５⽇に、「個⼈債務の私的
整理に関するガイドライン」が策定されました。（
http://www.zenginkyo.or.jp/news/entryitems/news230735.pdf）個⼈債務の私的整理に関する
ガイドラインの内容については、④－３６以下で解説します。

【銀⾏の連絡先】 
Ｑ ローンの⽀払いについて交渉したいの
で、現地銀⾏の電話番号を教えてくださ
い。 

Ａ ローンの⽀払猶予を交渉したいが、銀⾏の電話番号がわからないという相談が多くなっ
ています。各銀⾏の窓⼝の電話番号については、⼀弁ＨＰに掲載されている「復興のための
暮らしの⼿引き〜ここから／KOKO－KARA〜」「連絡先⼀覧」「⾦融機関⼀覧」の欄をご
参照ください。http://www.ichiben.or.jp/shinsai/kokokara/09renrakusaki.html

【遅延損害⾦】 
Ｑ 震災の影響で、ローン（借⼊⾦）の⽀
払いが期⽇に間に合いませんでした。遅
延損害⾦を⽀払う必要があるでしょう
か。

Ａ 「震災の影響」というものが、いわゆる不可抗⼒（取引上要求される注意を払っても防
⽌しえない外部的な事情）に該当したとしても、⺠法４１９条第３項により、ローンなどの
⾦銭債務に関する損害賠償には不可抗⼒の抗弁が排除されていますので、遅延損害⾦の⽀払
いを免れることはできません。したがって、法律上は遅延損害⾦を⽀払う義務があります。
もっとも、最近になって、いわゆる⼆重債務問題（Ｑ１参照）の解消に向け、関係各機関が
さまざまな政策提⾔をするようになりました。そして、このほど、個⼈債務の私的整理に関
するガイドラインが策定され、このガイドラインに基づき⾦融機関と交渉することが可能と
なりました。個⼈債務の私的整理に関するガイドラインの内容については、④－３６以下で
解説します。

【期限の利益喪失約款は適⽤されるか】 
Ｑ 震災の影響で、ローン（借⼊⾦）の⽀
払いが期⽇に間に合いませんでした。契
約書では、ローンの⽀払いを１回でも遅
らせると残額を⼀括で払わなければなら
ないとされています（期限の利益の喪失
約款）。地震の影響でローンを⽀払えな
かった場合でも、この条項は適⽤される
でしょうか。

Ａ 期限の利益喪失約款がある以上、不可抗⼒による⽀払の遅れであっても期限の利益を喪
失するのが原則です。しかし、例えば、阪神・淡路⼤震災や新潟県中越地震において、住宅
⾦融公庫をはじめ、⼀般に、⾦融機関において、期限の利益を喪失させるという運⽤をとっ
ていないことが多かったようです。最近になって、いわゆる⼆重債務問題（Ｑ１参照）の解
消に向けた様々な提⾔がされるようになりました。そして、このほど、個⼈債務の私的整理
に関するガイドラインが策定され、このガイドラインに基づき⾦融機関と交渉することが可
能となりました。個⼈債務の私的整理に関するガイドラインの内容については、④－３６以
下で解説します。 

【担保⽬的物の消滅による追加担保の要
否】 
Ｑ 借⾦の担保に⼊れていた⾃宅（建物）
が倒壊してしまいました。契約書では、
担保が滅失した場合には追加担保を⽴て
なければいけないとされています（増担
保請求）。震災で⾃宅が倒壊した場合で
も、追加担保をしなければならないので
しょうか。 

Ａ 債務者の責に帰すことのできない事由に基づく抵当建物の滅失であっても、特約がある
場合には、追加担保を設定する義務が発⽣します。ただし、地震による抵当建物喪失の場合
でかつ債務者に増担保として提供すべき財産がないときに、抵当権者が特約により期限の利
益の喪失を求めることは権限濫⽤に当たり許されないという⾒解もあります。阪神⼤震災の
際には、⼤⼿都市銀⾏は追加担保を求めない旨の特別措置をとる⽅針をとったとのことで
す。最近になって、いわゆる⼆重債務問題（Ｑ１参照）の解消に向けた様々な提⾔がされる
ようになりました。そして、このほど、個⼈債務の私的整理に関するガイドラインが策定さ
れ、このガイドラインに基づき⾦融機関と交渉することが可能となりました。個⼈債務の私
的整理に関するガイドラインの内容については、④－３６以下で解説します。

【担保⽬的物の消失による期限の利益喪
失】 
Ｑ 借⾦の担保に⼊れていた⾃宅（建物）
が倒壊してしまいました。契約書では、
担保の価値が著しく減少した場合には残
⾦を⼀括で払わなければならないとされ
ています（期限の利益喪失約款）。震災
で建物が倒壊した場合でも、この条項は
適⽤されるのでしょうか。 

Ａ 特約上、債務者の責めに帰さない事情による担保価値の減少の場合であっても期限の利
益の喪失事由条項がある場合には、震災による担保価値の減少のケースでも期限の利益を喪
失すると考えられます。したがって、今回のケースでは、期限の利益喪失約款が適⽤され
て、期限の利益を喪失することになるのが原則です。しかし、阪神⼤震災や新潟県中越地震
の際には、住宅⾦融⽀援機構（当時住宅⾦融公庫）をはじめとする⾦融機関は、期限の利益
を喪失させるという運⽤をとっていないことが多かったようです。最近になって、いわゆる
⼆重債務問題（Ｑ１参照）の解消に向けた様々な提⾔がされるようになりました。そして、
このほど、個⼈債務の私的整理に関するガイドラインが策定され、このガイドラインに基づ
き⾦融機関と交渉することが可能となりました。個⼈債務の私的整理に関するガイドライン
の内容については、④－３６以下で解説します。なお、担保⽬的物の消失による抵当権の消
滅については、②－１０を参照してください。 

【建物修繕費⽤の融資制度】 
Ｑ 地震で⾃宅（建物）が損壊してしまっ
たので修理しようと思います。修理代⾦
を融資してくれる制度はありますか。

Ａ（１）国・⾃治体からの融資「災害援護資⾦」「⽣活福祉資⾦」「⺟⼦寡婦福祉資⾦」の
融資制度があり、国や⾃治体から低利の融資を受けることができます。但し、被害の程度に
より限度額があり、所得制限もあります（内閣府「被災者⽀援に関する各種制度の概要（東
⽇本⼤震災編）」参照）（http://www.bousai.go.jp/fukkou/kakusyuseido.pdf）。（２）住宅
⾦融⽀援機構融資①被災した住宅の補修・再建に関する、無料の診断及び相談を実施、②被
災した住宅の補修・再建資⾦に対し、低利の融資の実施を⾏うという⽀援が準備されていま
す。融資を受けるは、「罹災証明」の提出など、⼿続がありますので、詳しくは住宅⾦融⽀
援機構に問い合わせてみてください。問合せ先（災害専⽤ダイヤル）︓０１２０－０８６－
３５３（３）独⽴⾏政法⼈宅⾦融⽀援機構の融資独⽴⾏政法⼈住宅⾦融⽀援機構の定める基
準を満たしている場合には、融資の⽇から 1 年間の元⾦据置期間の認められた融資を受ける
ことができます。（４）給付型の⽀援融資制度以外にも、⼀定の要件を満たす場合には、被
災者⽣活再建⽀援制度など給付型の⽀援制度もありますので利⽤を検討してみてはいかがで
しょうか。例えば、被災者⽣活再建⽀援法に基づく制度を利⽤すれば、⾃宅が全壊した場合
には１００万円の被災者⽣活再建⽀援⾦を受給できます。

【建物再築費⽤の融資制度】 
Ｑ 地震で⾃宅（建物）が全壊してしまっ
たので、再築しようと思います。新築代
⾦を融資してくれる制度はありますか。

Ａ
（１）災害復興住宅融資独⽴⾏政法⼈住宅⾦融⽀援機構の定める基準を満たしている場合に
は、融資の⽇から 1 年間の元⾦据置期間の認められた融資を受けることができます。
（２）住宅⾦融⽀援機構の融資①被災した住宅の補修・再建に関する、無料の診断及び相談
を実施、②被災した住宅の補修・再建資⾦に対し、低利の融資の実施を⾏うという⽀援を準
備されています。融資を受けるには、「罹災証明」の提出など、⼿続がありますので、詳し
くは住宅⾦融⽀援機構に問い合わせてみてください。問合せ先（災害専⽤ダイヤル）︓０１
２０－０８６－３（３）給付型の⽀援被災者⽣活再建⽀援法に基づく制度を利⽤すれば、⾃
宅の再建⽅法（建設・購⼊、補修、賃借）に応じ、５０万円から２００万円の被災者⽣活再
建⽀援⾦を受給できます。
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【液状化現象による建物の損壊と融資制
度】 
Ｑ 今回の地震に起因する地盤の液状化現
象で、⾃宅（建物）が傾いてしまいまし
た。⾃宅を修理または新築したいと思う
のですが、その代⾦を融資してくれる制
度はありますか。

Ａ 住宅⾦融⽀援機構は、今回の東⽇本⼤震災に関しては、液状化現象による住宅の損壊に
ついても融資の対象にするとのことです（０１２０－０８６－３５３の回答）。融資の対象
になるのは、あくまでも建物の損壊であることに注意してください。液状化現象によって⼟
地が損壊しても、建物の損壊が無い場合には、融資の対象にはなりません。国や⾃治体によ
る融資制度に関しても液状化現象による被害が⽀援の対象になるか否かに関しては、各都道
府県市区町村に問い合わせてください。なお、液状化による建物の損壊と罹災証明について
は、⑧－１１を参照してください。 

【クレジットの⽀払いと遅延損害⾦】 
Ｑ 今回の地震で銀⾏が閉鎖され、クレ
ジットの⽀払ができませんでした。この
ような場合でも遅延損害⾦は⽀払わなけ
ればならないのでしょうか。

Ａ「地震で銀⾏が閉鎖」はいわゆる不可抗⼒（取引上要求される注意を払っても防⽌しえな
い外部的な事情）に該当すると思われますが、⺠法４１９条第３項により、ローンなどの⾦
銭債務に関する損害賠償には不可抗⼒の抗弁が排除されていますので、遅延損害⾦の⽀払い
を免れることはできません。したがって、法律上は遅延損害⾦を⽀払う義務があります。
もっとも、平成２３年３⽉１４⽇、経済産業省は、東⽇本⼤震災で被災した中⼩企業の債務
のうち、地震発⽣後に返済期⽇を迎えたものについて、遅延損害⾦を免除するとの発表をし
ました。⽇本政策⾦融公庫や商⼯組合中央⾦庫など政府系⾦融機関が返済期⽇にさかのぼっ
た上で条件変更に対応する措置を導⼊することで、中⼩企業は政府系⾦融機関に対しては遅
延損害⾦の⽀払を免れることとなりました（
http://www.chusho.meti.go.jp/earthquake2011/110314TohokuEarthquake.htm）。このように
⾦融機関によっては、震災の影響に配慮した特別措置を執るところもあると思われますの
で、問い合わせてみてください。

【⾃動⾞ローン】 
Ｑ 津波で⾃動⾞が流されてしまいました
（滅失）。この⾃動⾞のローンがまだ
残っているのですが、払い続けなければ
ならないでしょうか。

Ａ ローンの⽀払義務は、⾦融機関との間の⾦銭消費貸借契約に基づくものです。建物が倒
壊したとしても、当該⽀払義務は当然には消滅しません。したがって、原則として⾃動⾞
ローンを⽀払わなければなりません。ただし、阪神⼤震災の際には、政府系⾦融機関をはじ
め、⺠間の各⾦融機関でも据置期間の延⻑や⼀定期間の⽀払の猶予、弁済ないし償還期間の
延⻑などの軽減措置を打ち出しました。今回の震災に関しても同様の軽減措置を各⾦融機関
が⾏う可能性はありますので、ご利⽤の⾦融機関に連絡をとり、率直に被災状況と窮状を説
明することが⼤切だと思われます。

【⾃動⾞の所有権留保特約】 
Ｑ ⼤震災の混乱で、⾃動⾞が盗まれまし
た。⾃動⾞には所有権留保が付されてい
たので、これを実⾏してもらうことで⾃
動⾞ローンを清算できないでしょうか。

Ａ 所有権留保を実⾏するかどうかは、債権者の判断によります。債務者の側で所有権留保
の⾏使を請求することはできません。⾃動⾞が盗難されてしまったのであれば、債権者は所
有権留保を実⾏するという判断はしないでしょう。⾃動⾞の盗難保険の⽀払を受けることが
できるのであれば、それを返済に充てるのが良いと思われます。

【リース物件の滅失】 
Ｑ リースで借り⼊れていた冷蔵庫や什器
が津波で流されてしまいました。リース
残代⾦の⽀払い義務はありますか。ま
た、新たな物件を提供するよう請求がで
きますか。

Ａ まずは契約書を御確認下さい。特約がある場合が多いためです。危険負担の債務者主義
を定める⺠法５３６条からは、リース物件が不可抗⼒の震災により消失あるいは損壊した場
合、当該リース物件を使⽤収益させる債務を負担するリース業者が危険を負担することが原
則です。この債務者主義の原則に基づけば、リース料を⽀払う必要はないこととなります。
また、賃貸借について定める⺠法６１１条からは、滅失部分に応じたリース料の減額請求及
び残存部分のみでは⽬的が達成できない場合における解除が認められることとなります。し
かし、リース契約では、これらの⺠法の規定を排除する特約が定められていることが通常で
す。すなわち、リース期間中にリース物件が不可抗⼒により滅失⼜は毀損した場合、ユー
ザーに契約解約権はなく、約定の損害⾦を直ちに⽀払う義務を負うとされていることが多い
のです。また、滅失部分に応じたリース料の減額及び残存部分のみでは⽬的が達成できない
場合における解除も排除されていることが多いです。そして、新たなリース物件の請求権は
認められていません。もっとも、現実には、今般の⼤震災の状況に鑑み、リース料が減免さ
れたり、⽀払延期等の余地があるので、急な⽀払は避け、まずは交渉すべきでしょう。

【通帳や銀⾏カードの喪失】 
Ｑ 銀⾏預⾦通帳や銀⾏カードなど、すべ
て津波で流されて紛失しました。このよ
うな場合でも銀⾏預⾦を引き出せます
か。 

Ａ 今回の震災の規模と被害の⼤きさに鑑みて、⾦融庁は、⾦融機関に対して、柔軟な取扱
いをするようにと、以下の要請を出しました（⾦融庁ホームページ）（
http://www.fsa.go.jp/ordinary/earthquake201103/deposit.html）。・預⾦証書、通帳を紛失し
た場合でも預⾦者であることを確認して払戻しに応ずること。・届出の印鑑のない場合に
は、拇印にて応ずること。 したがって、本⼈確認のために運転免許証、保険証、⾝分証明
証等を⽤意して⾦融機関に⾏き⼿続をするとよいでしょう。 

【⾝分証明書の喪失の場合の本⼈確認】 
Ｑ 運転免許証や保険証などの⾝分証明書
が、すべて津波で流されてしまいました
（紛失）。このような場合でも銀⾏預⾦
を引き出せますか。

Ａ そのような場合でも、⾦融機関は、Ｑ④－１４の⾦融庁の要請を踏まえて、杓⼦定規で
はなく、個別事情を考慮した対応をとってくれると考えられますので、問い合わせてみてく
ださい。もっとも、⾦融機関には、預⾦者との同⼀性を⼗分に確認すること無く、預⾦者以
外の者に払い戻してしまった場合には、⾦融機関が責任を負います。したがって、震災とい
う事情があっても、⾦融機関としては、出来るだけ本⼈確認を厳密に⾏いたいと考えるのが
普通です。出来る限り本⼈確認に役⽴つ資料を準備することが良いでしょう。総務省は、東
⽇本⼤震災で⾝分証明書などをなくした住⺠が住⺠票の写しの交付を求めてきた場合でも、
本⼈確認ができれば交付することが可能とする通知を地⽅⾃治体に出しており、同省は⾝分
証明書によらない本⼈確認⽅法として、（１）同⼀世帯の住⺠基本台帳の記載事項を⼝頭で
述べさせる（２）職員が交付の請求者と⾯識がある－といった⽅法を挙げています。した
がって、これを利⽤して住⺠票を取得することが本⼈確認の資料になると考えられます。

【預⾦の第三者による無断引き下ろし】 
Ｑ 震災後、私の知らないところで銀⾏預
⾦が第三者に引き出されたようです。私
の銀⾏預⾦は返してもらえるでしょう
か。
【第三者によるクレジットカードの無断
使⽤】 
Ｑ 震災でクレジットカードを紛失してし
まいましたが、後に第三者がこのカード
を使ったようです。私はこの使われた分
を⽀払わなければいけないのでしょう
か。 

Ａ 相談者が責任を負うか否かは、「会員規約」の内容によります。多くの会員規約（ＵＣ
カード等）は、原則として会員の責任としつつ、会員が速やかに紛失・盗難の事実を警察署
とカード会社に届け出ていた場合には、届出を受理した⽇の６０⽇前以降に発⽣した⽀払に
ついては、会員の⽀払を免除するという内容になっています。したがって、紛失届を出来る
だけ早急に提出することが重要となります。また、多くの場合にはカード盗難保険によって
損害が填補されるという仕組みにもなっているようです。このように、クレジットカードの
不正利⽤に合った場合でも、救済される⽅法がありますので、カード会社に事情を説明して
相談してみてください。

【被相続⼈・他の相続⼈の⾏⽅不明と銀
⾏預⾦】 
Ｑ 銀⾏預⾦の名義⼈である⽗が震災で死
亡しました。⺟と兄妹も⾏⽅不明になっ
ています。私は⽗の預⾦を引き出すこと
ができるのでしょうか。

Ａ 銀⾏実務では、相続⼈全員の同意書や遺産分割協議書の提出がなければ相続⼈１⼈から
の払戻請求には応じていないのが実情です。したがって、本来であれば、⺟や兄妹の同意書
等がなければ⽗の預⾦を引き出すことはできません。しかし、今回の震災については、銀⾏
は、被災者の当⾯の⽣活資⾦を⽬的として、払戻請求について、柔軟な対応をするようです
（全国銀⾏協会ホームページhttp://www.zenginkyo.or.jp/news/2011/04/07200000.html
http://www.zenginkyo.or.jp/news/entryitems/news230437.pdf 参照）。
具体的には、銀⾏職員が親族と⾯談の上、「預⾦者本⼈の⽒名・⽣年⽉⽇等」「預⾦者との
関係」等を確認することで払戻に応じるという運⽤をするようです。したがって、銀⾏に問
い合わせてみてください。

Ａ 銀⾏が第三者に対して⾏った払い戻しは、弁済受領権限の無い者に対する 弁済ですので、本来で
あれば無効であり、相談者は預⾦の⽀払いを求められ るはずです。 もっとも、銀⾏の第三者に対す
る払い戻しが、銀⾏に過失がなく、準占有 者に対する弁済にあたるときは、預⾦の払い戻しは認め
られません（⺠法４ ７８条）。まずは、今回の銀⾏預⾦の払い戻しが、どのような状況でなされ た
かを、銀⾏に問い合わせて確認してください。
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【債権者の⾏⽅不明】 
Ｑ 知⼈から借⾦をしていて、これを返し
たいのですが、震災以来この知⼈と連絡
がとれません。どうしたらよいでしょう
か。 

Ａ 仮にその知⼈が死亡していた場合、その債権は相続⼈に相続されます。死亡が確認され
ず⾏⽅不明のままであっても認定死亡（⼾籍法８９条）⼜は失踪宣告（⺠法３０条２項）が
なされ、債権が相続される可能性があります（③－２参照）。これらの場合には、借⾦は相
続⼈に返済することになります。ただし、知⼈が死亡しているのか、相続⼈は誰なのか、失
踪宣告等はなされるのか、といった事実関係を確認するまでは時間がかかることも予測され
ますので、その間の遅延損害⾦の発⽣を避けるために、供託（⺠法４９４条︓債権者不確
知）を検討するのが良いと思います。 

【保証⼈の⾏⽅不明】 
Ｑ 保証⼈を⽴てて借⾦をしたのですが、
震災後、この保証⼈と連絡がとれませ
ん。どうしたらよいでしょうか。

Ａ 保証⼈が死亡している場合には、相続⼈に保証債務が相続されます。⾏⽅不明の場合に
は、認定死亡（⼾籍法８９条）⼜は失踪宣告（⺠法３０条）がなされると相続⼈に保証債務
が相続されます（③－２参照）。この相続⼈が⾏為能⼒者でありかつ弁済をする資⼒を有す
る場合には、主たる債務者にとって特段の問題はありません。相続⼈が⾏為能⼒者ではな
かったり、弁済する資⼒が無かったりすると、主たる債務者は、⺠法４５０条２項により、
改めて保証⼈を⽴てる義務を負う可能性があります。この義務があるか否かは、当該借⾦に
際して、債権者との間で、あなたが保証⼈を⽴てる義務を負うという内容の契約を締結して
いたか否かによります。仮に、改めて保証⼈を⽴てる義務を負う場合でも、今回の震災に対
しては、各⾦融機関が特別の措置を認める場合がありますので、各⾦融機関に問い合わせて
ください。

【ローンの⽀払い不能と⼿続の選択】 
Ｑ ⼤震災で勤務先の会社が倒産して、失
業してしまい、もうローンを返すことが
できません。どうしたらよいでしょう
か。 

Ａ ローンの⽀払い義務は地震によって消滅しません。ただし、今回の震災により⽀払がで
きなくなった場合に、貸主である⾦融機関が直ちに強硬な取⽴⼿段をとるとは考えにくいと
⾔えます。当⾯⾦融機関に⽀払ができなくなった事情を連絡した上で、御⾃分の現在の財産
と将来の収⼊⾒込みを把握して、返済計画を⽴案するか、債務整理して倒産処理するかを検
討するべきす。家屋の倒壊の場合の地震保険等、保険によりカバーされているものがないか
どうか確認して下さい。また、このほど、個⼈債務者の私的整理に関するガイドラインが策
定されましたので、これを⽤いることができるケースであれば、法的措置をとらずに⼤幅な
債務整理ができる可能性もあります。個⼈債務者は、債務整理を⾏う⽅法として、破産や個
⼈再⽣等といった法措置に加え、この私的整理ガイドラインを利⽤することもでき、⼿続選
択の幅が広がったことから、個⼈債務者の状況に合った⼿続を各々選択していく必要があり
ます。私的整理ガイドラインについては④－３６以下で詳しく解説しますが、ガイドライン
第７項(2)①ロのいわゆる将来弁済型は⼩規模個⼈再⽣に、同ハのいわゆる清算型は破産
に、各々類似した私的整理⼿続といえます。担保権の対象となっている資産については、将
来弁済型の場合は清算価値相当額を分割弁済、清算型の場合は処分または公正な価額による
いわゆる買戻しをして担保権者に優先弁済することとなります。将来弁済型においては、担
保権付資産を清算価値で評価して弁済すればよい点が、住宅ローンを原則として従前の条件
で⽀払っていく個⼈再⽣に⽐べて個⼈債務者に利⽤やすいものとなっています。また、保証
⼈に対して保証履⾏を求めるか否かにつき、保証履⾏を求めることが相当と認められる場合
を除き保証履⾏を求めないとされている点、ガイドライン利⽤してもいわゆる⾦融機関のブ
ラックリスト（信⽤情報）に載らないとされている点、清算型では担保権付資産のいわゆる
買戻しが認められている点もガイドラインの特徴といえます。

【破産⼿続と信⽤情報】 
Ｑ 地震を理由に破産申⽴てをしても、い
わゆる⾦融機関のブラックリスト（信⽤
情報）に載りますか。

Ａ 今回の震災を受けて、信⽤情報機関である株式会社⽇本信⽤情報機関、ＣＩＣ、⼀般社
団法⼈全国銀⾏協会は、「遅延情報」の取り扱いについて特別措置を設けています。すなわ
ち、信⽤情報機関の加盟会員が被災地域の顧客に対して返済⼜は⽀払を猶予した場合には、
遅延情報の登録基準（⼊⾦予定⽇から３カ⽉以上何ら⼊⾦がないこと。）に該当した場合で
あっても、遅延情報として登録しないという運⽤をするとのことです。しかし、破産など
「債務整理」の情報に関する特別措置の有無は現時点では不明です。 

【管財費⽤の要否】 
Ｑ 不動産を所有していると、破産を申し
⽴てる際に管財費⽤（予納⾦）が必要と
⾔われました。震災の影響で、⾃宅（家
屋）の基礎が崩れ、家が傾いてしまいま
したが、このような場合でも管財費⽤を
⽀払わなければならないのでしょうか。

Ａ 不動産を所有していると、原則として、管財費⽤が必要となる管財事件となります。そ
の理由は、⼀般に不動産は資産価値が⾼く、これを換価することで破産財産を増殖すること
ができる可能性があると考えられているためです。震災の影響で、⾃宅の基礎が崩れ、家が
傾いたとのことですが、それがどの程度深刻なものであるかにより、資産価値の有無が判断
されます。仮に資産として評価できない程深刻な損傷であれば、そのことを破産申⽴ての際
に疎明することで、管財費⽤を必要としない同時廃⽌⼿続を利⽤することも可能となりま
す。 

【⽣活再建⽀援⾦・義援⾦と破産⼿続
き】 
Ｑ 破産申⽴てを考えているのですが、急
場の⽣活再建をしなければならず、⽣活
再建⽀援⾦や義援⾦を受領しようと思う
のですが、注意するべき点はないでしょ
うか。

Ａ 従来の考え⽅では、これらは通常の現預⾦とみなされます。しかし、平成２３年８⽉３
０⽇に義援⾦等特別法（「災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律及び被災者⽣活再建⽀援法の⼀
部を改正する法律」及び「東⽇本⼤震災関連義援⾦に係る差押禁⽌等に関する法律」）が施
⾏され、災害弔慰⾦、災害障害⾒舞⾦、⽣活再建⽀援⾦、義援⾦（交付を受けた⾦銭を含
む）は、差押禁⽌財産となりました。詳しくは、法務省ホームページをご覧ください。
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00104.htmlしたがって、義援⾦等を受領して破産申⽴て
をする場合、義援⾦等は法定の⾃由財産となります。資産状況にもよりますが、義援⾦等を
受領したとしても、同時廃⽌事案となる可能性もあります。

【義援⾦の寄付と破産】 
Ｑ 破産を予定しています。⼿元にいくら
かの現⾦がありますが、これを義援⾦と
して寄付することに問題はありますか。

Ａ 破産法１６０条３項は、「破産者が⽀払の停⽌等があった後⼜はその前６カ⽉以内にし
た無償⾏為」は破産⼿続開始後に否認することができると規定しています。義援⾦の寄付は
無償⾏為ですので、⽀払停⽌（例えば⼿形の不渡りや夜逃げ等）後や、その６カ⽉前に寄付
をすると無償⾏為否認の対象となります。そうすると破産⼿続開始後に破産管財⼈により否
認権が⾏使され、寄付の相⼿⽅に対して寄付⾦相当額の返還請求することになります。ま
た、破産法２５２条１項は、債権者を害する⽬的で財産の隠匿や債権者に不利益な処分をす
る⾏為（１号）、浪費によって著しく財産を減少させる⾏為（４号）を免責不許可事由とし
て規定しています。義援⾦の寄付が直ちにこれらの免責不許可事由に該当するわけではあり
ませんが、寄付の額や⽀払われた状況によっては財産の隠匿が疑われるおそれがあります。
また、寄付した義援⾦の額によっては浪費等による財産減少⾏為と評価されるおそれがあり
ます。

【⽣活再建の為の買い物と破産⼿続】 
Ｑ 弁護⼠に債務整理（破産申⽴て）を依
頼していた最中に、震災に遭ってしまい
ました。⽣活再建のために⾼額な買い物
せざるを得ないのですが、問題はないで
しょうか。

Ａ せっかく購⼊した物が破産財団に属してしまうと換価されるので購⼊した意味が無く
なってしまいます。購⼊する物は、その物が破産財団に属しない⾃由財産（破産３４条３
項）と判断されるであろう物に限るべきでしょう。具体的には、差押禁⽌動産（⺠執１３１
条）に該当する物に限って購⼊するのが安全です。「⽣活再建のための⾼額な買い物」が例
えば漁業を営む者の漁網など、業務に⽋くことのできない器具に当たる場合（⺠事執⾏法１
３１条５号６号）には、その後破産⼿続が開始しても破産財団に属さないという扱いがなさ
れると思われます。また、⾼額な買い物をする為に、ローンを組む場合には、相⼿に対して
「詐術」（破産原因があるにもかかわらず無いと信じさせること）を⾏わないように気をつ
けてください。免責不許可事由に該当します（破産２５２条５号）。
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【弁護⼠の介⼊後の借⼊⾏為】 
Ｑ 弁護⼠に債務整理（破産申⽴て）を依
頼していた最中に、震災に遭ってしまい
ました。介⼊通知も出しています。⽣活
再建のために各種の融資制度を受けたい
のですが、問題はないでしょうか。

Ａ 介⼊通知を出したことにより、信⽤情報機関の登録がなされますので、その信⽤情報機
関に加⼊している業者は、貸出を控えるのが普通です。ですので、融資を受けるのは難しい
かもしれませんが各⾦融機関に問い合わせてみてください。なお、破産を検討していること
を秘して融資を申し込むことは「詐術」（破産原因があるにもかかわらず無いと信じさせる
こと）に該当すると考えられます。これは破産⼿続きとの関係では免責不許可事由（破産２
５２条１項５号）に該当する危険があります。今回の地震に関しては、国や県などによる
「被災者⽣活再建⽀援⾦」など
の⽀給型の⽀援制度が準備されています。これらを積極的に利⽤して⽣活再建を図るのが良
いでしょう。これらの⽀援制度は今後具体化されていくものですので、市役所等に問い合わ
せるなどして情報を収集してみてはいかがでしょうか。または、⽣活保護の申請を検討する
のが良いでしょう。

【破産免責】 
Ｑ ⼤震災で財産をすべて失ってしまい、
借⾦を返せません。破産申⽴てをしよう
と考えているのですが、実は７年前にも
破産申⽴てをして、免責許可決定が確定
しています。今回、破産申⽴てをして、
再び免責を得ることができるでしょう
か。
【⺠事再⽣⼿続】
Ｑ ⼤震災で会社が倒産して、失業してし
まいました。なんとか再就職をすること
ができましたが、給料はこれまでよりも
下がりそうです。残っている住宅ローン
とその他のローンを今までどおり返済し
ていくのは難しそうですが、どうしたら
いいでしょうか。

Ａ 免責許可の決定が確定した⽇から７年以内の破産申⽴ては、免責不許可事 由とされています（破
産法２５２条１項１０号イ）。しかし、今回のような ⼤規模震災を原因に財産を失い、破産したと
いう場合には、裁判所の裁量で 免責がされる可能性が⾼いと思われます（破産法２５２条２項）。
なお、免責許可の決定が確定した⽇から７年以内に破産申⽴てをする場合、 免責許可を出すべきか
どうか調査するため、管財事件となって相当額の管財 費⽤の負担を命じられる可能性があります。
もっとも、破産に⾄る事情を詳 細に疎明できれば、状況により、同時廃⽌事件になる可能性がまっ
たくない とはいえません。

Ａ このような場合でも、原則として住宅ローンは⽀払わなければなりません。 仮に、住宅ローンの
⽀払いが負担で⽣活の維持が困難になっているというの であれば、破産もやむを得ないかもしれま
せん。 他⽅、住宅ローンのほかに債務があって、その債務の⽀払いが軽減されれ ば住宅ローンの⽀
払いが可能となるのであれば、任意整理ないし⺠事再⽣⼿ 続きをとることにより、⾃宅を維持でき
る可能性があります。 具体的には、住宅ローン以外の債務について、⼀時的な⽀払い猶予や利息
カット等で⽀払いを継続できるのであれば、特に法的⼿続きをとることなく、 各債権者と任意に交
渉することで解決できる場合があります（任意整理）。 また、⼀時的な⽀払い猶予や利息カット等
で対応しきれないのであれば、 ⺠事再⽣⼿続きを利⽤して、残債務額の⼤幅な免除を得ることも考
えられま す。この住宅資⾦貸付債権に関する特則（⺠事再⽣法１９６条以下）の利⽤ により、⾃宅
を維持できる可能性があります。住宅ローン⾃体の⽀払いは免 除されませんが、場合によっては住
宅ローン⽀払いの⼀時猶予等も実現でき る可能性があります。

【震災による再⽣計画の影響】 Ｑ 私は地震前
に⺠事再⽣を申⽴て、再⽣計画が認可され、
計画どおりの返済 を続けていたところだった
のですが、地震によって財産を失ってしま
い、再 ⽣計画どおりの返済が難しくなりまし
た。どうしたらよいでしょうか。

Ａ まず、再⽣計画の変更が考えられます。⺠事再⽣法１８７条１項は、再⽣ 計画認可の決定があっ
たあとでも、やむを得ない事情で再⽣計画の遂⾏が困 難となった場合は、裁判所に申し⽴てること
で再⽣計画の変更を認めていま す。再⽣計画の変更が認められれば、再⽣計画で定められた弁済率
や弁済期 間を調整することが可能となります。地震によって財産を失ってもなお、弁 済率や返済期
間の調整により再⽣⼿続を継続することが可能なのであれば、 再⽣計画の変更を検討することが適
切でしょう。

【⺠事法律扶助制度①】 Ｑ 地震で財産をすべ
て失ってしまい、弁護⼠に相談して破産しよ
うと思うの ですが、弁護⼠費⽤を⽤意できま
せん。どうしたらよいでしょうか。

Ａ 法テラスの⺠事法律扶助制度のご利⽤が考えられます。 ⺠事法律扶助制 69 度とは、経済的に困窮
している⽅の弁護⼠費⽤を⽴替えるという制度です。 この制度を利⽤できれば、弁護⼠へ⽀払う着
⼿⾦、実費等の⽴替えを受けら れますので、現時点において財産をすべて失っていても、破産⼿続
を進める ことが可能となります。 法テラスの代表電話番号を記載します。法律相談に訪れる弁護⼠
は、現地 の電話番号を事前に確認しておくと良いでしょう。 http://www.houterasu.or.jp/ 「法的トラ
ブルでお困りの⽅は」・・・0570-078374（お悩み無し） (PHS・IP 電話からは 03-6745-5600) 「犯
罪被害にあわれた⽅は」・・・0570-079714（泣くことないよ） (PHS・IP 電話からは
03-6745-5601) 平⽇の 9:00〜21:00、⼟曜⽇の 9:00 から 17:00 (⽇曜祝祭⽇・年末年始休業)

【⺠事法律扶助制度②】 Ｑ 地震で財産をすべ
て失ってしまい、破産しようと弁護⼠に相談
したところ、 私が破産する場合は管財費⽤
（予納⾦）が必要と⾔われました。しかし、
地 震で財産をすべて失ってしまい、予納⾦を
準備できません。どうしたらよい でしょう
か。

Ａ 管財費⽤が必要となった場合、その⽀払い⽅法としては、法テラスの利⽤ が考えられます。法テ
ラスが管財費⽤の援助をするには、「⽣活保護受給者」 であることが要件になりますので、⽣活保
護受給の条件を満たすのであれば その申請を検討するのが良いと思われます。

【裁判期⽇の不出頭】 Ｑ 債権者から訴えら
れ、裁判所から第１回⼝頭弁論の期⽇の通知
が来ていま したが、震災の影響で裁判所に出
頭できませんでした。裁判はどうなってし ま
うのでしょうか。

Ａ 原則論は、下記のとおりです。なお、最⾼裁判所は、平成２３年３⽉１３ ⽇付で、各⾼等裁判所
⻑官宛に、①期⽇の変更については⼀律に期⽇変更申 請書の提出を求めるなどの対応を取ることな
く、事情に応じて職権による期 ⽇変更を⾏うなど柔軟な対応をとるべきこと、②当事者、代理⼈等
が期⽇に 出頭しない場合も、その不出頭の事由等を⼗分考慮し、これらの当事者等に 70 対し、不当
な不利益を負わせることのないように配慮することを求めていま す。 （
http://www.courts.go.jp/about/bousai/pdf/11_03_13_tetuzuki.pdf） （１）当事者双⽅の⽋席 当該期⽇
については、裁判所は期⽇の終了の宣⾔をしたうえで、職権によ る次回期⽇の指定を⾏うか、当事
者による期⽇指定の申⽴てを待って、次回 期⽇の指定を⾏うという流れになると思われます。裁判
所に対して問い合わ せて、対応して下さい。 （２）相談者のみの⽋席 ア 答弁書を提出している場合
答弁書を陳述したと扱われ（擬制陳述、⺠訴１５８条）、次回期⽇が 指定されると思われます。 イ
答弁書を提出していない場合 制度上は「⽋席判決」もあり得るのですが、震災の影響を考慮して、
普通は⽋席判決をしないと思います。裁判所としては、次回期⽇を指定 して期⽇を続⾏するか、期
⽇を延期するという措置を執ると思います。 裁判所に問い合わせてみてください。

【総量規制の緩和】 Ｑ 貸⾦業法の総量規制
（年収の３分の１）以上の借⼊をすでにして
しまって います。今回の地震で何かと⼊⽤な
のですが、もう融資を受けることはでき ない
でしょうか。

Ａ いわゆる総量規制（貸⾦業法１３条の２）は、「当該個⼈顧客の利益の保 護に⽀障を⽣ずること
がない契約として内閣府令で定めるもの」については 例外として適⽤がないとされ、社会通念上緊
急に必要と認められる費⽤を⽀ 払うための貸付や事業を営む個⼈顧客に対する貸付けに係る契約
（同条第１ 項第４号）などであって、⼀定の条件を満たすものはこれにあたるとされて います（貸
⾦業法施⾏規則１０条の２３）。 もっとも、これらの例外の適⽤をみるためには、契約内容や貸⾦
業者に対 して提出する書⾯に関し特別の規程が設けられています。政府はこのほど、 貸⾦業法施⾏
規則を改正し、平成２３年１０⽉３１⽇までの時限措置（その 後、時限措置の期限は平成２４年３
⽉末まで延⻑）として、今回の震災に関 し災害救助法が適⽤された地域に住所または居所を有する
者についてこれ らの規制を緩和する措置をとりました。具体的には、①「社会通念上緊急に 必要と
認められる費⽤」の借⼊⼿続、②個⼈事業主の借⼊⼿続、③配偶者の 71 年収と合算して年収を算出
する場合の借⼊⼿続、④極度額⽅式によるキャッ シング（総量規制の枠内貸付け）の借⼊⼿続の弾
⼒化が図られています。 （http://www.fsa.go.jp/news/22/kinyu/20110428-8.html） 時限措置を平成２
４年３⽉末まで延⻑することについては⾦融庁のＨＰを ご参照ください。
http://www.fsa.go.jp/news/23/kinyu/20111028-1.html
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【個⼈債務者の私的整理に関するガイドライ
ンとは】 Ｑ このほど策定された私的整理に関
するガイドライン（以下「ガイドライン」 と
いいます。）とは、どのようなものですか。

Ａ これは、平成２３年６⽉、政府が「⼆重債務問題への対応⽅針」を取りま とめたことを受け、⾦
融機関等が、個⼈である債務者に対して、破産⼿続等 の法的倒産⼿続によらず、私的な債務整理に
より債務免除を⾏うことによっ て、債務者の⾃助努⼒による⽣活や事業の再建を⽀援するため、個
⼈である 債務者の私的整理に関する⾦融機関関係団体の⾃主的⾃律的な準則として、 策定されたも
のです。 東⽇本⼤震災の影響によって、住宅ローンや事業性ローン等の既往債務を 弁済できなく
なった個⼈の債務者であって、破産⼿続等の法的倒産⼿続の要 件に該当することになった債務者に
ついて、このような法的倒産⼿続によら ずに、債権者（主として⾦融債務に係る債権者）と債務者
の合意に基づき、 72 債務の全部⼜は⼀部を減免すること等を内容とする債務整理を公正かつ迅速 に
⾏うための準則を定めることにより、債務者の債務整理を円滑に進め、も って、債務者の⾃助努⼒
による⽣活や事業の再建を⽀援し、ひいては被災地 の復興・再活性化に資することを⽬的としてい
ます。 ガイドラインには法的拘束⼒はありませんが、⾦融機関等である対象債権者、 債務者並びに
その他の利害関係⼈によって、⾃発的に尊重され遵守されること が期待されているものであり、⾦
融機関等はこの準則による債務整理に誠実に 協⼒することが求められ、債権者と債務者は、債務整
理の過程において、共有 した情報について相互に守秘義務を負うとされています。 ガイドラインの
内容は、個⼈版私的整理ガイドライン運営委員会のＨＰをご 参照ください。
http://www.kgl.or.jp/guideline/pdf/guideline.pdf このガイドラインの運⽤については、個⼈の私的整理
に関するガイドライン 研究会からＱ＆Ａ（以下「Ｑ＆Ａ」といいます。）が発表されています。
http://www.kgl.or.jp/guideline/pdf/qa.pdf また、有志による私的整理ガイドライン検討チームが作成し
た「個⼈版私 的整理ガイドライン利⽤マニュアル」もご参照ください。
http://www.ancl.biz/guidelinesmanual.html

【ガイドラインを利⽤する利点】 Ｑ ガイドラ
インに基づく債務整理の利点は何ですか。

Ａ ガイドラインに基づく債務整理は、あくまで私的整理ですから、破産や⺠ 事再⽣のような法的整
理とは異なり、弾⼒的運⽤が可能、簡易・迅速・廉価 な処理が可能、債務整理による影響を最⼩限
に限定しうること、といった私 的整理⼿続きについて⼀般に認められている有⽤性があると考えら
れます。 また、ガイドラインでは、このガイドラインによる債務整理を⾏った債務 者について、対
象債権者は、当該債務者が債務整理を⾏った事実その他債務 整理に関連する情報（代位弁済に関す
る情報を含む。）を、信⽤情報登録機関 に報告、登録しないこととしております。このため、この
ガイドラインに基 づく債務整理を利⽤すれば、債務者の信⽤が守られるといえそうです。 さらに、
ガイドラインに基づく債務整理⼿続きが始まると、対象債権者は、 ⼀時停⽌が開始した⽇（以下
「⼀時停⽌の開始⽇」という。）における「与信 残⾼」を維持し、他の対象債権者との関係におけ
る債務者に対する相対的地位 を改善してはならず、弁済を受け、相殺権を⾏使するなどの債務消滅
に関する 73 ⾏為をなし、追加の物的⼈的担保の供与を求め、担保権を実⾏し、強制執⾏や 仮差押
え・仮処分や法的倒産⼿続開始の申⽴てをしてはならないとされます。

【ガイドラインを利⽤する利点②】 Ｑ ガイド
ラインによる債務整理を積極的に検討すべき
なのは、どのような場 合ですか。

Ａ １ 平成２３年６⽉１７⽇に政府は「⼆重債務問題への対応⽅針」を発表し、 いわゆる⼆重ローン
問題について、個⼈向けの「私的整理ガイドライン」と いう債務整理の枠組みを打ち出すことを発
表しました。 個⼈事業主の⽅の場合には、事業⽤のローンが残っているにもかかわらず、 震災から
の復興のためにはあらたな事業⽤ローンを組まなければならなくな る、個⼈で家を失った⽅の場合
には住宅ローンが残っているにもかかわらず、 ⽣活再建のためにはあらたな住宅ローンを組まなけ
ればならなくなるという ように、⼆重のローンの負担から個⼈事業主や個⼈の⽅を解放するととも
に、 ⾦融機関には無税償却を認めることで、解決の⽅向性を⽰したのです。 これを受けて、全国銀
⾏協会を事務局とする研究会が発⾜し、私的整理ガ イドラインが策定されたのです。 ２ このガイド
ラインは以上のように⼆重ローン問題を解決するための枠組み であり、以下のような⽅法で個⼈や
個⼈事業主の⽅の再⽣を図っていきます。 ① 弁済型 個⼈再⽣類似の⽅法で、減免を受けた負債額を
5 年以内の分割で返済して ⾏くというものです。 ② 清算型 破産類似の⽅法で、財産を換価し配当を
した上で、残債務については免除 を受けるという⽅法です ③ 事業再建型 個⼈事業主の⽅が、減免を
受けた負債を将来の事業の収益でもって弁済し ていくという⽅法です ３ 積極的に活⽤すべき場合 ①
まず再建のためには新たな借⼊が必要な場合です。 これはいわゆる⼆重ローン問題解消のために考
案された制度ですので、⽣ 活や事業の再建のためには新たな借り⼊れが不可⽋という場合には積極
的 に活⽤すべきです。 通常の破産⼿続などで従前の債務を整理した場合には、信⽤情報（いわゆ 74
るブラックリスト）に登録されてしまい、再建のための借⼊ができなくなっ てしまいます。しか
し、このガイドラインによった場合には信⽤情報に掲載 されないというメリットがあります。 した
がいまして、再建のための借⼊が必要な場合には積極的な活⽤が検討 されるべきです。 ② 次に保証
⼈に迷惑がかけられない場合です。 このガイドラインの場合には、保証⼈への請求は「相当と認め
られる場合」 にしか認められません。 通常ですと、主債務者が破産をすると、保証⼈に⼀括弁済の
請求がいきま す。しかし、保証⼈も被災しており保証⼈に迷惑をかけることがためらわれ る場合も
あるかと思います。 このガイドラインでは保証⼈への請求が制限されていますので、保証⼈に 迷惑
がかけられない場合には、ガイドラインの活⽤が検討されるべきです。

【ガイドラインを利⽤できる債務者】 Ｑ ガイ
ドラインに基づく債務整理は、どのような者
であれば活⽤できますか。

Ａ ガイドラインでは、このガイドラインによる債務整理を申し出ることがで きる債務者を、以下の
要件のすべてに該当する者としております。 (1) 住居、勤務先等の⽣活基盤や事業所、事業設備、取
引先等の事業基盤など が東⽇本⼤震災の影響を受けたことによって、住宅ローン、事業性ローンそ
の他の既往債務を弁済することができないこと⼜は近い将来において既往 債務を弁済することがで
きないことが確実と⾒込まれること。 (2) 弁済について誠実であり、その財産状況（負債の状況を含
む。）を対象債 権者に対して適正に開⽰していること。 (3) 東⽇本⼤震災が発⽣する以前に、対象債
権者に対して負っている債務につ いて、期限の利益喪失事由に該当する⾏為がなかったこと。ただ
し、当該対 象債権者の同意がある場合はこの限りでない。 (4) このガイドラインによる債務整理を
⾏った場合に、破産⼿続や⺠事再⽣⼿ 続と同等額以上の回収を得られる⾒込みがあるなど、対象債
権者にとっても 経済的な合理性が期待できること。 (5) 債務者が事業の再建・継続を図ろうとする事
業者の場合は、その事業に事 業価値があり、対象債権者の⽀援により再建の可能性があること。 (6)
反社会的勢⼒ではなく、そのおそれもないこと。 (7) 破産法第２５２条第１項（第１０号を除く。）
に規定される免責不許可事 由がないこと。

【ガイドライン︓弁済計画案に同意しない債
権者がいる場合】 Ｑ ある債権者が弁済計画案
に同意しないことが⾒込まれる場合も、ガイ
ドラ インによる債務整理をすることができま
すか。

Ａ 個⼈再⽣⼿続の場合に、⼀律反対の意⾒を出す⾦融機関もあり、今回のガ イドラインによった場
合でも同様の対応をすることが懸念される機関もあり ます。 全債権者の同意のもとに再建を図って
いく⼿続きであり、反対する債権者 があってはこのガイドラインによる解決が困難です。そのよう
な場合には、 債権者への事前の打診等をしておくことが必要です。

【ガイドライン︓過払い⾦がある場合】 Ｑ 貸
⾦業者に対して過払い⾦があることが⾒込ま
れる場合も、ガイドライン による債務整理を
することができますか。

Ａ 過払い⾦の概算⾒込み額すら未判明のままにガイドラインの利⽤をするこ とは控えるべきです。
ガイドラインは⼆重ローン問題を迅速に解決するための枠組みですので、 最⼤でも６ヶ⽉（事業再
建型では７ヶ⽉）で弁済計画案を取りまとめなけれ ばなりません。弁済計画案は財産の清算価値を
踏まえたものになりますので、 過払い⾦の額（少なくとも概算⾒込み額）が未判明ですと、弁済計
画案の取 りまとめに⽀障をきたします。 確かに過払い⾦をめぐる近時の情勢では、財務状況の悪化
している消費者 ⾦融もあり、そういったところは任意の返済では回収が先になり、かといっ て判決
をとって執⾏をしても⼗⼆分な回収ができないということもあり、相 当に回収が先になってしまう
ケースもままあります。 ただ、そのような相⼿であっても、事前に受任通知を出し、少なくとも概
算⾒込み額や回収可能性までは明らかにしておくことが必要です。 弁済計画案提出時に過払い⾦の
回収が未了の場合の取り扱いには不透明な 部分があり、今後の運⽤によるところがありますが、少
なくとも受任通知を 出して過払い⾦の概算⾒込み額や回収可能性までは明らかにしてからガイド ラ
インに基づく申し⽴てをすべきです。
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【ガイドライン︓仮設住宅退去後に既存債務
の弁済ができなくなる場 76 合】 Ｑ 今は仮設
住宅に居住しているため、既存の債務を弁済
できていますが、近 い将来、アパートを借り
ることによって家賃が発⽣して、既存債務の
弁済が できなくなることが確実である場合、
ガイドラインによる債務整理をするこ とがで
きますか。

Ａ ガイドラインによる債務整理を申し出るための要件としては、「住居、勤 務先等の⽣活基盤や事
業所、事業設備、取引先等の事業基盤などが東⽇本⼤ 震災の影響を受けたことによって、住宅ロー
ン、事業性ローンその他の既往 債務を弁済することができないこと⼜は近い将来において既往債務
を弁済す ることができないことが確実と⾒込まれること。」が必要とされています（第 ３項（１）
後段）。 「近い将来において既往債務を弁済することができないことが確実と⾒込 まれる」とは、
現時点では約定どおりの返済ができているものの、債務者が 資⼒を⽋いているために、近い将来、
特定の債務だけでなく、その他の債務 全般について返済できなくなることが、確実に⾒込まれる状
態をいい、⺠事 再⽣⼿続における「⽀払不能のおそれ」に相当する状態を指します。上記の 状態か
どうかは、債務者の財産や収⼊、信⽤、債務総額、返済期間、利率と いった⽀払条件、家計の状況
等を総合的に考慮して判断されますが、例えば、 収⼊が途絶えて、就労の⾒通しが⽴たず、債務全
般の返済ができなくなった 場合や、就業していても、収⼊が減少し、地域における⼀般的な⽣計費
等を 考慮した家計収⽀の状況等から、債務全般の返済ができなくなった場合等は 「既往債務を弁済
することができない」場合に該当し、これらの場合で、貯 蓄等により当⾯は約定どおりの返済が可
能であっても、近い将来に返済がで きなくなることが明らかである場合は、「近い将来において既
往債務を弁済 することができないことが確実と⾒込まれる」場合に該当するものと考えら れます
（「個⼈債務者の私的整理に関するガイドライン」Ｑ＆Ａ ９⾴）。 したがって、本件のように今は
仮設住宅に居住しているため、既存の債務 を弁済できていますが、近い将来、アパートを借りるこ
とによって家賃が発 ⽣すると、既存債務の弁済ができなくなることが確実であるといえるのであ れ
ば、ガイドラインによる債務整理をすることができると考えられます。 なお、報道によると、全国
銀⾏協会などが、東⽇本⼤震災の被災者の⼆重 ローン対策として作った「個⼈版私的整理ガイドラ
イン（指針）」の運⽤を⾒ 直すことを決めたとのことです（平成２３年１０⽉２４⽇付⽇本経済新
聞電 ⼦版等）。具体的には、債務免除の条件を⼀部緩和し、仮設住宅に⼊居してい るが、今後⺠間
の住宅に移った際にローンが払えなくなると想定される被災 者も対象に加えて、仮設住宅居住者に
ついては、将来⺠間に移り住んで以降 77 に発⽣すると予想される住居費も考慮し、債務免除の是⾮
を判断するよう運 ⽤を改める⽅針です。

【ガイドライン︓⾃動⾞などの⽣活必需品を
新たな借⼊れで購⼊した い場合、またはこれ
を所有し続けたい場合】 Ｑ １ 今は仮設住宅
に居住しているため、既存の債務を弁済でき
ていますが、津 波で流されてしまった⽣活必
需品たる⾃動⾞を、近い将来新たな借⼊れで
購 ⼊せざるを得ず、既存債務の弁済ができな
くなることが確実である場合、ガ イドライン
による債務整理をすることができますか。 ２
震災前に購⼊した⾃動⾞（ローン付き）を、
ガイドラインによる債務整理 の申出後も所有
して使⽤し続けることはできますか。 ３ ガイ
ドラインによる債務整理の申出後に、⽣活に
必要となって⾃動⾞を購 ⼊しました。これを
所有して使⽤し続けることはできますか。

Ａ １ ガイドラインによる債務整理を申し出るための要件としては、「住居、勤 務先等の⽣活基盤や
事業所、事業設備、取引先等の事業基盤などが東⽇本⼤ 震災の影響を受けたことによって、住宅
ローン、事業性ローンその他の既往 債務を弁済することができないこと⼜は近い将来において既往
債務を弁済す ることができないことが確実と⾒込まれること。」が必要とされています（第 ３項
（１）後段）。 「近い将来において既往債務を弁済することができないことが確実と⾒込 まれる」
とは、現時点では約定どおりの返済ができているものの、債務者が 資⼒を⽋いているために、近い
将来、特定の債務だけでなく、その他の債務 全般について返済できなくなることが、確実に⾒込ま
れる状態をいい、⺠事 再⽣⼿続における「⽀払不能のおそれ」に相当する状態を指します。上記の
状態かどうかは、債務者の財産や収⼊、信⽤、債務総額、返済期間、利率と いった⽀払条件、家計
の状況等を総合的に考慮して判断されます（「個⼈債 務者の私的整理に関するガイドライン」Ｑ＆
Ａ ９⾴）。 本件のように 今は仮設住宅に居住しているため、既存の債務を弁済でき ていますが、津
波で流されてしまった⽣活必需品たる⾃動⾞を、近い将来新 たな借⼊れで購⼊せざるを得ず、既存
債務の弁済ができなくなることが確実 である場合は、購⼊する⾃動⾞の価格等にもよりますが、⼀
般にはガイドラ インによる債務整理をすることができると考えられます。なお⾃動⾞以外に 78 も、
今後、⽣活や事業の再建のために、不動産、運転資⾦の借⼊れ等を予定 している場合は、本ガイド
ラインの利⽤を積極的に検討すべきであるといえ ます。 ２ （１）ガイドラインによる債務整理を申
し出ると、この申出があった時点から、 対象債権者のいずれかから書⾯による異議が述べられるこ
とを解除条件 として、⼀時停⽌の期間が開始することになります（５項（３））。 この⼀時停⽌の
期間中は、全ての対象債権者は、⼀時停⽌が開始した⽇ （⼀時停⽌の開始⽇）における「与信残
⾼」を維持し、他の対象債権者と の関係における債務者に対する相対的地位を改善してはならない
ものと されています。具体的には、対象債権者は、弁済を受けることのほか、相 殺権を⾏使するな
どの債務消滅に関する⾏為をなしたり、追加の物的⼈的 担保の供与を求めたり、または担保権を実
⾏し、強制執⾏や仮差押え・仮 処分や法的倒産⼿続開始の申⽴てをしてはならないものとされてい
ます （６項（１）③）。 本件のようにローン付き⾃動⾞については、所有権が債権者に留保され て
いることも多いと考えられますが、債権者が、この担保権を実⾏して⾃ 動⾞を処分することはでき
ないことになります。 （２）この⾃動⾞を保有するときの弁済計画案の内容ですが、その債務者が
将 来において継続的に⼜は反復して収⼊を得る⾒込みがある場合は、当該⾃ 動⾞を含む債務者の資
産等を考慮した⽣活実態等を踏まえた弁済内容とす ることが求められます。 ⼀⽅、債務者が将来に
おいて継続的に⼜は反復して収⼊を得る⾒込みが ない場合は、対象債権者に対して債務の減免を要
請するに際し、ガイドラ インの申出の時点において保有する全ての資産（本件の⾃動⾞を含みま
す） を処分・換価、または処分・換価の代わりに、「公正な価額」に相当する 額を弁済して、当該
処分・換価により得られた⾦銭をもって、担保権者そ の他の優先権を有する債権者に対する優先弁
済を⾏い、その後全ての対象 債権者に対して、それぞれの債権の額の割合に応じて弁済を⾏い、そ
の余 の債務について免除を受けるという内容とすることになります。したがっ て、本件⾃動⾞を保
有したい場合は、その公正な価額に相当する額を弁済 すべきことになります。 ３ ガイドラインによ
る債務整理の申出後に、⽣活に必要となる⾃動⾞を購⼊ した場合は、その後もこれを使⽤し続ける
ことはできます。ただしその購⼊ に際してローンを利⽤した場合、東⽇本⼤震災の影響によって弁
済できなく なった「既往債務」には当たらないため、債務の減免対象とならず、全額の 79 ⽀払いを
することが必要となります。 この⾃動⾞は、ガイドラインによる債務整理の申出時点において保有
する 「資産」には含まれないため、弁済計画策定における処分・換価（または処 分・換価の代わり
になされる、「公正な価額」に相当する額の弁済）をすべ き対象とはなりません。

【ガイドライン︓⾃由財産の範囲、⽣活再建
⽀援⾦、災害弔慰⾦・⾒ 舞⾦、義援⾦】 Ｑ
債務者の返済能⼒を判断する場合、⽣活再建
⽀援⾦、災害弔慰⾦・⾒舞⾦、 義援⾦も債務
者の資産に含めて判断しなければなりません
か。すでに受け取 って現預⾦として保管して
いる場合はどうですか。

Ａ 本ガイドラインを利⽤する場合も、債務者は、破産⼿続において「⾃由財 産」と扱われる財産を
⼿元に残すことが可能です（第７項（２）①ハ）。具 体的には、例えば、①債務整理の申出後に、
新たに取得した財産、② 差押 禁⽌財産（⽣活に⽋くことのできない家財道具等）、現⾦（上限があ
ります）、 ④ 破産法３４条４項に基づく⾃由財産の拡張に係る裁判所の実務運⽤に従 い、通常、⾃
由財産とされる財産は「⾃由財産」に該当します。 ⾃由財産の範囲について、ガイドライン運営委
員会は、平成２４年１⽉２ ３⽇、次のとおり発表しました。 ・ 現預⾦について、法定の９９万円を
含めて合計５００万円を⽬安として拡 張すること。 ・ 現預⾦以外の法定の⾃由財産は、法律の定め
に従い、⾃由財産として取扱 うこと。 ・ 地震保険中に家財（差押禁⽌財産）部分がある場合には、
状況によって柔 軟に対応すること。 ・ 既に返済したローンの弁済⾦は、今回の拡張により⾃由財産
になるとして も返還しないこと。 同⽇の発表内容の詳細はガイドライン運営委員会のホームページ
をご覧 ください。 http://www.kgl.or.jp/news/20120125.html ⽣活再建⽀援⾦、災害弔慰⾦・⾒舞⾦、
義援⾦については、②の差押禁⽌ 財産ですので（Ｑ④－２４）、既に受け取って現預⾦として保管
している場 合も含めて、⾃由財産とされる財産に該当するものとして、債務者の⼿元に 残すことが
可能です。

【ガイドライン︓原発賠償⾦の受領が⾒込ま
れる場合】 Ｑ 住宅ローンを被担保債権とする
抵当権が設定されている所有不動産につき、
東京電⼒から原⼦⼒損害にかかる賠償⾦を受
領することが⾒込まれる場合も、 ガイドライ
ンによる債務整理をすることができますか。

Ａ はい。東京電⼒に対して損害賠償請求権を有するような場合にも本ガイド ラインを利⽤すること
は原則として可能です。 「個⼈債務者の私的整理に関するガイドライン」Ｑ＆Ａ３－１には、「な
お、「東⽇本⼤震災の影響」には、福島原⼦⼒発電所事故や⻑野県北部地震 等の続発地震による影
響も含まれると考えます。」との記載があります。で すので、福島原⼦⼒発電所事故による影響を
受けた⼈の中には被害者として 東京電⼒に損害賠償請求権を潜在的に有している⼈が適⽤対象者と
して予定 されていると考えます。 この場合の損害賠償請求権（現在および将来の請求権）の取扱い
について は、いわゆる破産⼿続での⾃由財産（倒産実務上拡張が認められている⾃由 財産を含みま
す。）として認められる範囲、およびガイドライン運営委員会 が⾃由財産として取扱う財産（Ｑ④
－４４）であれば、⾃由財産として取り 扱われますが、これを超えるものについては、当該ガイド
ラインの弁済計画 案において、対象債権者に対する弁済原資になるものと考えられます。 ⼀⽅、既
に債務者が東京電⼒との間で合意書等の調印にいたっており、前 述の⾃由財産の範囲を超える損害
賠償の⽀払いが近⽇中に⾏われることが明 らかであるような場合は、「既往債務を弁済することが
できないこと⼜は近い 将来において既往債務を弁済することができないと確実に⾒込まれること」
の要件を満たさないとして、本ガイドラインが利⽤できないことがありうる とも思われます。
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【ガイドライン︓震災前に期限の利益喪失事
由がある場合】 Ｑ 震災前に期限の利益喪失事
由が発⽣したことがあるケースであっても、
ガ イドラインによる債務整理をすることがで
きる場合がありますか。

Ａ はい。対象債権者の同意を得られた場合には、震災前に期限の利益喪失事 由がある場合でも本ガ
イドラインを利⽤できます。 本ガイドライン第３項（３）但書では、「当該対象債権者の同意があ
る場合 はこの限りではない」としています。 したがって、代理⼈としては期限の利益の喪失事由が
あった債務者の場合 には、対象債権者の同意が得られるよう事前に折衝を⾏うこととなります。 81
期限の利益の喪失事由があった後の弁済に関する対象債権者と債務者との間 のやりとりについて積
極的に事情を聴取しましょう。

【ガイドライン︓免責不許可事由がある場
合】 Ｑ 破産法上の免責不許可事由があるので
すが、ガイドラインによる債務整理 をするこ
とができる場合がありますか。

Ａ ガイドライン上は免責不許可事由がある場合には利⽤できないとされてい ますが（ガイドライン
第３項（７））、現状の破産実務上解釈されている免責 不許可事由の存否と同様に考えるべきもの
と思われます。 本ガイドライン第３項（７）では「破産法第２５２ 条第１項（第１０ 号 を除く。）
に規定される免責不許可事由がないこと。」として、債務者となる 要件をあげています。 しかし、
本ガイドラインはそもそも震災によって被災者の⽅々が債務を不 合理にも負担し続けなければなら
ない状況を解消し、再スタートを切る事を ⽬的として策定されているのですから、破産実務より厳
格に当該事由の存否 を解釈すべき理由はないと考えます。また、本ガイドラインが清算型だけで は
なく、再建型をも含んでいることからしても、個⼈⺠事再⽣にない要件を 付しただけでなく、さら
に破産法の実務よりも厳しく運⽤するのではあまり にも不均衡です。 私的整理ガイドライン検討
チームによる「個⼈版私的整理ガイドライン利 ⽤マニュアル」にも、「本要件の該当性は、ガイド
ラインによる債務整理を認 めることによって震災の影響によって傾いた⽣活や事業等の債権を認め
るこ とが妥当でない場合を排除するという趣旨から判断することが必要になりま す。」として、
「実際的には、単に免責不許可事由に該当しそうな事実がある というだけではなく、それが破産実
務上も裁量免責とすることも妥当でない ような特別の場合を排除するための要件として解釈するこ
とが妥当と思われ ます」としています。 したがって、破産実務で裁量免責が受けられそうな場合に
ついては、債権 者や運営委員会に主張し、本ガイドラインの適⽤を求めることになると考え られま
す。

【ガイドラインに基づく債務整理の対象とな
る債権】 Ｑ ガイドラインに基づく債務整理
は、どのような債権でも可能ですか。

Ａ 「対象債権者」（弁済計画が成⽴したとすれば、それにより権利を変更さ 82 れることが予定され
ている債権者をいう。）は、このガイドラインによる債 務整理に誠実に協⼒するとされておりま
す。 Ｑ＆Ａによれば、この「対象債権者」は、主として⾦融機関等の債権者であ る銀⾏・信⽤⾦
庫・信⽤組合・労働⾦庫・農業協同組合・漁業協同組合・政府 系⾦融機関・信⽤保証協会・農業信
⽤基⾦協会等及びその他の保証会社・貸⾦ 業者（貸⾦業法第43条によって貸⾦業者とみなされる、
みなし貸⾦業者も含ま れます。）・リース会社並びにクレジット会社のほか、既存の債権者から債
権 の譲渡を受けた債権回収会社（サービサー）なども含みます。 また、『このガイドラインに定め
る場合』及び『その他相当と認められると き』は、⾦融機関等以外の債権者も含みます。なお、
『このガイドラインに定 める場合』とは、債務整理の申出の時点において保有する⾃由財産を除く
全て の資産を換価・処分して弁済に充てる内容の弁済計画案を作成する場合を指し ます。また、
『その他相当と認められるとき』とは、債権額等により対象債権 者に含めることが妥当である場合
等が考えられ、そうした場合、例えば、住宅 貸付を⾏う共済組合や、取引債権者等も含まれます
（但し、これらに限られま せん。）。

【ガイドライン︓債務整理の開始】 Ｑ ガイド
ラインによる債務整理は、どのように開始す
るのですか。

Ａ 債務者が、すべての対象債権者に対し、このガイドラインによる債務整理 を書⾯により同⽇に申
し出ることにより始めます。そして、債務者は、この 申出後、直ちに、すべての対象債権者に対し
て、財産⽬録、債権者⼀覧表そ の他申出に必要な書類を提出します。 この申出と必要書類の提出
は、個⼈版私的整理ガイドライン運営委員会を経 由して⾏うことができます。 債務整理の申出に必
要な書類は、①住⺠票の写し（ただし、本籍地の記載 があるもの）、②陳述書及び添付資料（給与
明細書・源泉徴収票・課税証明 書の写し等）、③財産⽬録及び添付資料（預貯⾦通帳・証書の写し
等）、④債 権者⼀覧表、⑤家計収⽀表（直近２カ⽉）、⑥事業収⽀実績表（直近６カ⽉、 事業者の
場合）、⑦罹災証明書、被災証明書等です。②陳述書には、所定の 書式によって、債務者が、その
職業・収⼊の状況や、債務整理の申出をする に⾄った事情（債務の返済ができない理由について、
震災に伴う被災の状況 等の説明）のほか、「対象となり得る債務者」に係る要件への適合性に関す
る事項（期限の利益喪失事由に該当する⾏為の有無等）などを記載します。

【ガイドライン︓債権者⼀覧表】 Ｑ ガイドラ
イン申⽴にあたり、津波により書類等が流さ
れて債権者や債権額 が把握できなかったり、
債権者の協⼒が得られずに債権調査に時間を
要する 等の理由で、申⽴に必要な債権者⼀覧
表が正確に記載できない場合は、どの ように
すればよいですか。

Ａ 債権調査にあたっては、できる限り債権者名、債権額についての正確な情 報を提出することが望
ましいことは⾔うまでもありません。しかしながら、 正確を期すあまり債権調査に時間を要する
と、申⽴者の資産状況、債務の把 握状況によっては、申⽴者の意に反して延滞が発⽣し、信⽤情報
機関等にそ の旨登録される不利益が発⽣する可能性もあります。⼀⽅で、速やかに申⽴ てを⾏うこ
とは債権者側の利益にもかないますから、申⽴てはある程度速や かに⾏うべきです。 そこで、⼗分
な調査を⾏っても申⽴段階で完全な情報を記載することはで きない場合には、概算額や⾒込額、他
の情報から債務を負っている⾒込みの ある債権者名を記載して申⽴を⾏うこととし、申⽴後、正確
な情報が判明次 第、適宜訂正し、また、新たに債権者が確認できた場合には、訂正後の債権 者に対
して速やかに通知することにより、事後的に要件を満たせば⾜りると 考えます。

【ガイドライン︓公正な価額】 Ｑ ガイドライ
ン第７項（２）①ハの「公正な価額」の⾦額
の判断に際して、 たとえば津波による塩の害
を受けた⼟地や、原⼦⼒損害により当分戻れ
ない 場所にある不動産等の「公正な価額」は
どのように判断すべきですか。

Ａ 「公正な価額」は、債務整理の申出時に、財産を処分するものとして評価さ れ、法的倒産⼿続に
おける処分価額と同等とされます（「個⼈債務者の私的整 理に関するガイドライン」Ｑ＆Ａ参
照）。 したがって、震災の影響（原発事故の影響も含む。）により、処分価額⾃体 に客観的に評価
しうる減価が発⽣している場合には、「公正な価額」とは、震 災前ではなく、現在の減価後の価額
として評価することになります（具体的 な減価の算定については、Ｑ⑩の２－２６を参照）。 な
お、震災・原発事故に関連して、例えば、東京電⼒から補償⾦を受領す るような場合には、補償⾦
も弁済原資に含まれることになります。不動産等 に対する補償基準、補償時期にはまだ不明な点が
多いため、早急に弁済の原 資に充てることは実際には困難であると思われます。このため、主要な
財産 84 が被害を受けており、かつ、補償対象であるような場合には、債権者との間 で補償⾦の取扱
いについて事前調整を⾏うことが望ましいでしょう。

【ガイドライン︓債務整理の進⾏】 Ｑ ガイド
ラインによる債務整理の申出をした後、⼿続
きはどのように進みま すか。

Ａ 債務者は、原則として申出から３カ⽉以内（ガイドライン第７項(2)②に定 めるいわゆる事業再建
型の場合は申出から４カ⽉以内）に、弁済計画案を作 成の上、すべての対象債権者にこれを提出し
ます。 また、債務者は、ガイドラインの⼿続きを利害関係のない中⽴かつ公正な⽴ 場から的確かつ
円滑に実施するための第三者機関である個⼈版私的整理ガ イドライン運営委員会が作成した報告書
を、弁済計画案の提出と同⽇に、す べての対象債権者に提出します。 債務者は、上記の弁済計画案
と報告書の提出を、個⼈版私的整理ガイドライ ン運営委員会を経由して⾏うことができます。 債務
者は、弁済計画案及び報告書の提出後、すべての対象債権者に対して、 弁済計画案及び報告書の説
明、質疑応答並びに意⾒交換を同⽇中に⾏います。 対象債権者は、この説明等がなされた⽇から１
カ⽉以内に弁済計画案に対す る同意・不同意の意⾒を表明します。 対象債権者のすべてが、弁済計
画案について同意し、その旨を書⾯により 確認した時点で弁済計画は成⽴し、債務者は以後、その
弁済計画に従って⽀ 払い等をすることになります。
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【ガイドライン︓弁済計画案の内容・原則】
Ｑ 弁済計画案には、原則として、どのような
事項を記載するべきですか。

Ａ ガイドラインでは、①債務の弁済ができなくなった理由（東⽇本⼤震災に よる影響の内容を含
む。）、②財産の状況（財産の評定は、債務者の⾃⼰申 告による財産について、原則として、財産
を処分するものとして⾏う。）、 ③債務弁済計画（原則５年以内）、④資産の換価・処分の⽅針、
⑤対象債権 者に対して債務の減免、期限の猶予その他の権利変更を要請する場合はその 内容を、原
則として弁済計画案に記載しなければならないとしています（ガ イドライン第７項(2)①イ、同②イ
本⽂参照。）。 弁済計画案における権利関係の調整は、債権者間で平等でなければならなり ませ
ん。ただし、債権者の間に差を設けても衡平を害しない場合は、この限り 85 ではありません。 ま
た、将来において継続的に⼜は反復して収⼊を得る⾒込みがある債務者 が、対象債権者に対して、
分割払いの⽅法による期限の猶予とともに債務の 減免を要請する場合には、対象債権者に対する弁
済計画に基づく弁済の総額 は、債務者の収⼊、資産等を考慮した⽣活実態等を踏まえた弁済能⼒に
より 定めるものとし、また、破産⼿続による回収の⾒込みよりも多くの回収を得 られる⾒込みがあ
るなど、対象債権者にとって経済的な合理性が期待できる 内容としなければなりません。 将来にお
いて継続的にも反復しても収⼊を得る⾒込みがない債務者が対象 債権者に対して債務の減免を要請
する場合には、債務整理の申出をした時点に おいて保有する全ての資産（破産法第３４条第３項そ
の他の法令により破産財 団に属しないとされる財産（いわゆる「⾃由財産」）、同条第４項に基づ
く⾃ 由財産の拡張に係る裁判所の実務運⽤に従い、通常、⾃由財産とされる財産、 ガイドライン運
営委員会が⾃由財産として取扱う財産（Ｑ④－４４）を除く。） を処分・換価して（処分・換価の
代わりに、「公正な価額」に相当する額を弁 済する場合を含む。）、当該処分・換価により得られ
た⾦銭をもって、担保権 者その他の優先権を有する債権者に対する優先弁済の後に、全ての対象債
権者 に対して、それぞれの債権の額の割合に応じて弁済を⾏い、その余の債務につ いて免除を受け
る内容とするものとすることが求められています（ただし、債 権額２０万円以上（ただし、この⾦
額は、その変更後に対象債権者となる全て の債権者の合意により変更することができる。）の全て
の債権者を対象債権者 とする場合に限る。）。なお、将来において継続的に⼜は反復して収⼊を得
る ⾒込みのある債務者が同様の内容とすることは妨げられません。

【ガイドライン︓弁済計画案の内容・個⼈事
業主の場合】 Ｑ 債務者が事業から⽣ずる将来
の収益による弁済により事業の再建・継続を
図ろうとする個⼈事業主の場合、弁済計画案
にはどのようなことを記載しな ければならな
いですか。

Ａ ④－５３で述べた内容に加え、①事業⾒通し（売上・原価・経費）、②収⽀ 計画、③東⽇本⼤震
災発⽣以前においても、既に事業利益が⾚字であったと きは、⾚字の原因とその解消の⽅策を記載
するとともに、弁済計画成⽴⽇の 属する年の翌年から概ね５年以内を⽬途に⿊字に転換することを
内容とし なければなりません。ただし、これを超える合理的な期間とすることを妨げ ません。 ま
た、破産⼿続による回収の⾒込みよりも多くの回収を得られる⾒込みがあ 86 るなど、対象債権者に
とって経済的な合理性が期待できることを内容としなけ ればなりません。

【ガイドライン︓弁済計画案の内容・債務の
減免を要請する場合】 Ｑ ガイドラインに基づ
く債務整理で、対象債権者に債務の減免を求
める場合、 どのような弁済計画案にするべき
ですか。

Ａ ガイドラインでは、①弁済計画案作成⽇現在において、財産⽬録に記載の 財産以外に、時価２０
万円以上の資産⼜は債権者⼀覧表にない負債を有して いないことを誓約することと、②弁済計画に
従った弁済期間中に、このガイ ドラインを利⽤できる債務者たる要件のいずれかを充⾜しないこと
が判明し た場合（ガイドライン第３項参照。ただし第３項（４）と（５）の要件は⽋ けても良いと
されています。）または、①の誓約に反する事実が判明した場 合は、債務者の責めに帰することが
できない事由が認められる場合を除き、 債務免除及び期限の猶予の合意が錯誤により無効となり、
債務免除の効果が 遡及的に消滅することに予め同意すること、を弁済計画案の内容にすること を求
めています。

【ガイドライン︓弁済計画案の内容・保証債
務がある場合】 Ｑ 保証債務がある場合、弁済
計画案の作成にあたって注意することはあり
ま すか。

Ａ 債務者の対象債権者に対する債務を主たる債務とする保証債務がある場合、 主たる債務者が通常
想定される範囲を超えた災害の影響により主たる債務を 弁済できないことを踏まえて、①保証契約
を締結するに⾄った経緯、主たる 債務者と保証⼈の関係、保証による利益・利得を得たか否か等を
考慮した保 証⼈の責任の度合い、②保証⼈の収⼊、資産、震災による影響の有無等を考 慮した保証
⼈の⽣活実態等の事情を考慮して、保証履⾏を求めることが相当 と認められる場合を除き、保証⼈
（ただし、個⼈に限る。以下同じ。）に対 する保証履⾏は求めないこととされています。 そして、
保証⼈に対して保証履⾏を求めることが相当と認められる場合には、 当該保証⼈についても、主た
る債務者とともに弁済計画案を作成し、合理的な 範囲で弁済の負担を定めるものとされています。

【⽣命保険】 Ｑ 地震、津波（以下地震等）に
よる死亡、傷害で⽣命保険⾦・給付⾦（⼊通
院給付⾦・⼿術給付⾦を含む）が⽀給されま
すか。

Ａ 今回の地震等で死亡、傷害を受けた場合、契約に基づいた⾦額の⽣命保険 ⾦や給付⾦が⽀払われ
ます。 地震等による死亡に対しては、⽣命保険契約に基づき死亡保険⾦が⽀払わ れます。 また、⽣
命保険契約に災害関係特約が付加されている場合、災害による死 亡、傷害に対して、災害関係特約
に基づき災害関係保険⾦や災害関係給付⾦ が⽀払われます。⽣命保険契約の災害関係特約の約款に
は、⼀般的に地震等 の⾃然災害による死亡、傷害の際に免責される場合があると規定されていま
す。しかし、すべての⽣命保険会社は、今回の震災における災害関係保険⾦・ 給付⾦の⽀払いに関
し、地震等による免責条項を適⽤することなく、⽀払い 事由に該当するすべての保険⾦等を確実に
⽀払う、と表明しています。 従って、今回の地震等で死亡、傷害を受けた被災者ないし遺族は、⽣
命保 険契約に基づいた保険⾦・給付⾦の⽀払いを受けることが可能です。 さらに、今回の地震等に
対応した簡易迅速な⽀払処理として、保険会社に 申し出ることにより、必要書類が⾜りなくても⽀
払いを受けられる場合があ ります。 ⽣命保険会社の対応の概要については、下記ホームページをご
参照くださ い。 社団法⼈⽣命保険協会ホームページ
http://www.seiho.or.jp/data/news/h22/20110315-1.html また、具体的な請求⼿続等の詳細は、加⼊する
⽣命保険会社に直接お問い 合わせください。なお、⾃分が加⼊している⽣命保険会社がどこか分か
らな くなったときは、「災害地域⽣保契約照会センター」（フリーダイヤル 0120-001731。受付時
間９時ないし１７時。⼟・⽇曜・祝⽇を除く）に確認す れば、⽣命保険協会加盟会社に連絡をして
契約の有無の調査をしてくれます。

【⽣命保険︓災害関係保険⾦・災害関係給付
⾦】 Ｑ ⽣命保険における災害関係保険⾦・災
害関係給付⾦とは何ですか。

Ａ 主契約の保険⾦のほかに、災害による死亡、傷害について別途特約で⽀給 される保険⾦や給付⾦
のことです。災害⼊院特約や災害割増特約による保険⾦や給付⾦は、不慮の事故による⼊院や死亡の
際に主契約の保険⾦のほかに ⽀払われます。地震や津波といった災害で⼊院した際に⼊院給付⾦
が、また 死亡した際に主契約に上乗せした⾦額の死亡保険⾦が⽀払われます。いずれ も主契約でな
く特約に基づきます。

【⽣命保険︓みなし⼊院等の特別取扱】 Ｑ 地
震等で⼊院が必要な怪我をしましたが、病院
が満杯ですぐに⼊院するこ とができず、数⽇
たってからようやく⼊院して治療を受けるこ
とができまし た。この場合、⽣命保険の⼊院
給付⾦はいつから⼊院したものとして⽀給さ
れますか。

Ａ ⽣保協会のガイドラインを受けて、多くの⽣命保険会社が、このような場 合、契約者からの申し
出があれば、怪我をした⽇から⼊院を開始したものと して⼊院給付⾦を⽀払うことを表明していま
す。 また、多くの⽣命保険会社が、病院が満床である等の理由により、退院が 早まったり、病院で
はなく臨時施設等で治療を受けたり⾃宅療養する等した 場合、本来必要な⼊院期間についての医師
の証明書等を提出することで、こ の期間も⼊院したものとして⼊院給付⾦を⽀払うことを表明して
います。 具体的⼿続等詳しくは、加⼊する⽣命保険会社にお問い合わせください。

【⽣命保険︓保険料の免責・猶予】 Ｑ 地震等
に関して、⽣命保険の保険料⽀払いの免責、
猶予制度がありますか。

Ａ 今回の震災について、平成２３年４⽉２７⽇現在、全⽣命保険会社は、災 害救助法適⽤地域の契
約者について、申出を受けて保険料の払込みを猶予す る期間を延⻑（最⻑９カ⽉間）すると表明し
ています。 社団法⼈⽣命保険協会ホームページ http://www.seiho.or.jp/data/news/h23/20110427.html
災害救助法の適⽤地域は、岩⼿県、宮城県、福島県、⻘森県、茨城県、栃 ⽊県、千葉県、東京都の
各指定された市町村です（平成２３年３⽉２４⽇現 在）。詳しくは、厚⽣労働省のホームページで
確認して下さい。 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014j2y-img/2r9852000001 67hm.pdf
保険料払込猶予期間の延⻑を希望する被災者は、⽣命保険会社に対し申出 をする必要があります。
⾃分が加⼊している⽣命保険会社がどこか分からな くなったときは、「災害地域⽣保契約照会セン
ター」（フリーダイヤル0120-001731。受付時間９時ないし１７時。⼟・⽇曜・祝⽇を除く）に確認
す れば、⽣命保険協会加盟会社に連絡をして契約の有無の調査をしてくれます。 また、⽣命保険に
は、主契約で責任開始以後に、被保険者が不慮の事故で 重⼤な⾝体障害の状態に該当した場合それ
以降の保険料を免除する「保険料 払込免除制度」があります。さらに、特約で⽣命保険料払込免除
特約が付さ れるものもあります。三⼤疾病、障害状態、要介護状態になった場合、保険 料払込が免
除されるとするものが多いようです。これら保険料払込免除の適 ⽤を受けるには、診断書等が必要
になります。
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【⽣命保険︓受取⼈死亡時の取扱い】 Ｑ ⽣命
保険⾦の受取⼈が地震等で死亡したときは保
険⾦は誰が取得しますか。 地震等で被保険者
より先に受取⼈が死亡したときは、保険⾦は
誰が取得しま すか。地震等で受取⼈と受取⼈
の法定相続⼈が同時に死亡したときは保険⾦
はだれが取得しますか。

Ａ ⽣命保険⾦は、被保険者が死亡したとき、⽣命保険契約締結時に契約者が 指定した「受取⼈」に
⽀払いがなされます。被保険者が死亡する前に、「受取 ⼈」が死亡すれば、保険契約者は新たな受
取⼈を指定することができます。 設問の「前段」の場合、契約者は地震等で死亡した受取⼈にかえ
て、別の ⼈を新たな受取⼈として指定することができます。 設問の「中段」の受取⼈が被保険者よ
り先に死亡したときですが、受取⼈ が死亡したのに保険契約者が新たな受取⼈を指定しない間に、
被保険者が死 亡したときは、受取⼈と指定された者の相続⼈全員が保険⾦を受け取ります （保険法
４６条）。同条は、「保険⾦受取⼈が保険事故の発⽣前に死亡したと きは、その相続⼈の全員が保
険⾦受取⼈となる」と規定しているからです。 但し、保険法４６条は任意規定と解されるので、加
⼊する保険で受取⼈の 死亡の際の定めがされていれば、それに従うことになります。保険会社によ
っては、受取⼈に違いがあるようですので約款の確認が必要です。 受取⼈の相続⼈が複数の場合、
受け取る割合は相続分によるか平等割合に よるかについて、最判平５・９・７⺠集４７・７・４７
４０は、改正前商法 ６７６条２項（現在削除）の解釈で平等割合によるべきとしています。但し こ
れも約款によって別の定めがされる可能性がありますので、保険約款での 確認が必要となります。
例えば、⽇本⽣命がホームページで公開している約 款では（第１条）、法定相続割合としていま
す。 設問の「後段」の受取⼈と受取⼈の法定相続⼈が同時に死亡したときについては、死亡した受
取⼈の法定相続⼈は受取⼈にならないと解されることに 注意が必要です。 最判平２１・６・２裁時
１４８４・１は、保険契約者兼被保険者（事案で は夫）と受取⼈（事案では妻）が、同時に死亡し
たときは、改正前商法６７ ６条２項の規定を類推適⽤すべきであるところ、法定相続⼈は⺠法の規
定に よって確定されるべきものであって、指定受取⼈の死亡時点で⽣存していな かった者（夫）
は、法定相続⼈になる余地はないとしています（⺠法８８２ 条）。その結果、保険契約者兼被保険
者（夫）は受取⼈の権利を取得する余地 がなく、夫の相続⼈（事案では夫の弟）も権利を取得せ
ず、受取⼈の⽣存し ている相続⼈（事案では妻の兄）のみが権利を取得するとしています。この 裁
判例は改正前商法６７６条２項に関するものですが、保険法４６条でも同 様の結論になることが予
想されます。 （注） 改正前商法６７６条２項（現在削除。要旨） 保険契約者が保険⾦受取⼈を指定
する権利を⾏使しないで死亡したときは、 指定保険⾦受取⼈の相続⼈が保険受取⼈となる。 （注）
上記最判平成５・９・７は、上記改正前商法６７６条２項について、保険 ⾦額を受け取るべき者の
相続⼈は、「保険契約者によって保険⾦受取⼈として 指定された者の法定相続⼈⼜はその順次の法
定相続⼈であって被保険者の死 亡時に⽣存する者をいう」と判⽰しています。

【⽕災保険】 Ｑ 地震等による家の⽕災、損傷
で⽕災保険が⽀払われますか。

Ａ 地震等によって建物が焼失、損傷した場合、通常の⽕災保険では免責とな り、保険⾦は⽀払われ
ません。 但し、地震や津波を原因とする⽕災により家屋が「半焼」または家財道具 が「全焼」した
場合には、保険⾦額の５％（１事故１敷地３００万円限度） が「地震⽕災費⽤保険⾦」として⽀払
われます。この地震⽕災費⽤保険⾦の 対象は、⽕災以外の建物の倒壊等を含みません。 ⽕災保険
は、①地震、噴⽕、津波による損害、②地震、噴⽕、津波よる⽕ 災の延焼⼜は損害の拡⼤、③発⽣
原因を問わず地震、噴⽕、津波による延焼 ⼜は損害の拡⼤、について免責とされています。神⼾震
災の後に地震免責の有効性、⽕災の原因の⽴証責任、契約時の説明 義務違反等を争点とする多数の
裁判がありました。多数の裁判例で、地震免 責は有効とされ、⽕災の原因の⽴証責任は保険会社が
負うとされ、契約時の 説明義務違反による慰謝料請求権の発⽣が否定されています（神⼾地判平１
４・９・３等。最判平成１５・１２・９⺠集５７・１１・１８８７等は地震 免責について説明義務
違反による慰謝料請求否定）。 このように地震等で⽕災保険は⽀払われませんが、地震⽕災費⽤保
険⾦が ⽀払われますので、保険約款をご確認ください。 なお、損害保険（地震保険、⽕災保険、⾃
動⾞保険、⾃賠責保険、傷害保 険等）に関する相談窓⼝については、社団法⼈⽇本損害保険協会の
ホームペ ージにてご確認ください。↓ http://www.sonpo.or.jp/news/2011quake/

【地震保険の保険⾦】 Ｑ 地震保険で⽀払われ
る保険⾦の内容について教えてください。

Ａ 地震保険とは、⽕災保険に地震保険が付保されていれば、地震、噴⽕また はこれらによる津波を
直接⼜は間接の原因とする⽕災、損壊、埋没、流失に よって保険の対象（建物⼜は家財）が⼀部損
以上の損害を被った場合に保険 ⾦が⽀払われるものです。 保険の対象は、居住⽤住宅と家財に限ら
れています。居住⽤住宅は、住居 のみに使⽤される建物と併⽤住宅が対象で、⼯場・事務所専⽤建
物など住居 として使⽤されない建物は対象となりません。また家財のうち、貴⾦属、宝 ⽟、宝⽯、
書画、⾻董等で１個３０万円を超えるもの、⾃動⾞等は除外され ます。 地震保険は、建物（⾨、
塀、垣または物置、⾞庫その他の付属建物を含み ます）に最⾼５０００万円、家財道具に最⾼１０
００万円まで、かつ、契約 額は⽕災保険の付保⾦額の３０％ないし５０％内で付保することができ
ます。 例えば、建物に６０００万円の⽕災保険が付保されている場合、１８００万 円ないし３００
０万円の範囲で、かつ上限が５０００万円ですから、３００ ０万円まで地震保険が付けられること
になります。但し、保険会社によって は、地震危険等上乗せ補償特約として、地震保険の保険⾦と
同額が上乗せし て⽀払われる特約を付けている場合があるため、約款と契約内容の確認が必 要で
す。 ⽀払われる保険⾦の⾦額は、全損が建物の地震保険⾦額の１００％（但し 時価額が限度）、半
損が建物の同じく５０％（但し時価額の５０％が限度）、 ⼀部損が建物の５％（但し時価額の５％
が限度）です。 全損とは、建物の主要構造部の損害の額が、建物時価の５０％以上になっ た場合、
または消失流失した部分の床⾯積がその建物の延焼⾯積の７０％以 上になった場合です。半損と
は、建物主要構造部の損害額が、建物時価の２ ０％以上５０％未満になった場合、または消失ある
いは流失した部分の床⾯ 積が、建物の床⾯積の２０％以上７０％未満になった場合です。⼀部損と
は、 建物の主要構造部の損害が、建物時価の３％以上２０％未満になった場合、 または全損・半損
に⾄らない建物が床上浸⽔もしくは地盤⾯から４５㎝を超 える浸⽔になった場合です。 地震保険で
⽀払われる保険⾦については、⽇本損害保険協会のホームペー ジから「地震保険で⽀払われる保険
⾦について」の項をご参照ください。↓ http://www.sonpo.or.jp/news/2011quake/hokenkin.html なお、
地震等が発⽣した⽇の翌⽇から起算して１０⽇を経過した後に起こ った損害は、地震保険の対象と
ならないとされることがあります。 地震保険についての詳細は、加⼊している保険会社にお問い合
わせくださ い。地震保険の契約会社が不明な場合は、⽇本損害保険協会地震保険契約会 社照会セン
ターのフリーダイヤル０１２０－５０１３３１（９︓００〜１７︓ ００。⼟⽇・祝⽇を除く）等を
ご利⽤ください。↓ http://www.sonpo.or.jp/news/2011quake/

【地震保険と損壊状況の調査】 Ｑ 地震等で家
が壊れて⼊れない状態ですが、地震保険⾦は
⽀払われますか。

Ａ 地震保険⾦は、地震によって建物の損壊状況を調査して、全損、半損、⼀ 部損の区別に応じて保
険⾦額が⽀払われますので、原則として、保険会社の 調査係による建物の調査が必要となります。
いずれにしても保険会社への確 認と交渉・協議が必要かと思われます。 今回の震災被害の場合に
は、地域全体が「全損地域」として認定されてい る場所もあります。「全損地域」は⽇本損害保険
協会のホームページで公表さ れていますが↓、「全損地域」に該当するか否かは、加⼊する保険会社
にお問 い合わせください。 http://www.sonpo.or.jp/news/2011quake/area.html また、⽇本損害保険協
会は、東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所の事故に伴う 警戒区域の住⺠を対象として、損害状況の⾃⼰
申告による地震保険⾦の⽀払 いを⾏う特別措置を実施しています。計画的避難区域、緊急時避難準
備区域 の住⺠にもこの⼿続が実施される場合があります。詳しくは⽇本損害保険協 136 会のＨＰを
ご参照いただくか↓、加⼊している保険会社にお問い合わせくだ さい。
http://www.sonpo.or.jp/news/2011quake/consumer.html

【地震保険と質権】 Ｑ 地震保険⾦の⽀払要件
を充たせば、⽕災保険に住宅ローンを被担保
債権と する質権が設定されていても地震保険
⾦を受け取ることができますか。

Ａ 通常の⽕災保険に質権が設定されていても、地震保険には質権が設定され ていないケースも多い
ようです。地震保険に質権が設定されていなければ地 震保険⾦を受け取ることができます。ただ
し、地震保険⾦をローン債権者た る⾦融機関の⼝座で受け取り、そのお⾦をローンの返済以外に使
いたい場合 は、ローン債務につき期限の利益を喪失して⾦融機関が相殺する前にそのお ⾦を引き出
しておく必要があります。 保険会社から、地震保険⾦はローン債権者たる⾦融機関に⽀払う旨の連
絡 があった場合は、地震保険⾦に質権設定がされているか否かを、保険証券コ ピー等で確認する
か、保険会社または⾦融機関等に⼗分に確認してください。 地震保険にも質権設定されている可能
性のある住宅⾦融⽀援機構（旧住宅⾦ 融公庫）のローンの場合には、質権設定の有無を同機構の問
い合わせ先に問 い合わせる等してください。 住宅⾦融⽀援機構のホームページ↓
http://www.jhf.go.jp/customer/yushi/hoken.html#sub4 同機構の特約⽕災保険・特約地震保険について
の問い合わせ先↓ （株）損害保険ジャパン・特約⽕災保険部 ０１２０－３７２－２１５ また、地震
保険に質権が設定されている場合でも、地震保険⾦を復旧費⽤ に使うことが認められるケースもあ
るようですので、必要性を訴えて⾦融機 関等と協議してください。 なお、住宅⾦融⽀援機構のロー
ンについては、今回の震災対応として、⾦ 利引下げ、返済期間延⻑、補修のための新しい融資等の
制度が新設されてい ますので、必要に応じて同機構にご確認ください。
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【傷害保険】 Ｑ 地震等による傷害で傷害保険
が⽀払われますか。

Ａ 傷害保険は、急激かつ偶然の外来の事故によって傷害を負った場合に保険 ⾦（死亡、後遺障害、
⼊院、⼿術、通院）が⽀払われます。補償内容は、各 傷害保険によって異なります。傷害保険も他
の損害保険と同様に、地震、津波による傷害について免責と されるのが⼀般的です。従って、地震
や津波で傷害を負って治療が必要とな っても傷害保険⾦は⽀払われません。しかし、例えば「天災
危険補償特約」 （損保ジャパンの商品名）など地震等による傷害でも補償する特約を付した ときは
補償対象となりますので、傷害保険の内容の確認が必要です。

【⾃動⾞保険】 （注 以下、⾃動⾞保険のＱ＆
Ａは、財団法⼈⽇弁連交通事故相談センター
東 京⽀部有志作成のＱ＆Ａに基づき、これを
同センターご了解のもと要約して 掲載してい
ます。詳細な解説は同センターのＨＰをご覧
ください。） 財団法⼈⽇弁連交通事故相談セ
ンター「震災後交通事故相談Ｑ＆Ａ」↓
http://www.n-tacc.or.jp:80/shinsai.html Ｑ 地震
や津波によって事故が起き、怪我をさせた
り、怪我をしたり、⾃動⾞ が壊れたりした場
合、⾃動⾞保険は⽀払われますか。

Ａ ⾃動⾞保険（任意保険）では、地震及びそれによる津波による損害、並び に、これらに随伴して
⽣じた事故⼜はこれらに伴う秩序の混乱に基づいて⽣ じた事故は、免責とされていますので保険⾦
は⽀払われません。具体的な事 故が地震や津波「に因る」事故かどうかの判断はＱ⑦－１２を参照
してくだ さい。 保険会社によっては、搭乗者保険などの定額型傷害保険の⼀部や、⾞両保 険につい
て、地震や津波による損害も保険⾦⽀払いの対象とする特約を付け られることがありますが、契約
数はごく少数のようです。

【⾃動⾞保険の免責の範囲】 Ｑ 地震や津波の
後に発⽣した事故については、⾃動⾞保険は
どこまで免責と なるのでしょうか︖

Ａ Ｑ⑦－１１で回答したとおり、事故が地震・津波に「因る」事故、これら に「随伴して」⽣じた
事故、⼜はこれらに「伴う秩序の混乱に基づいて」⽣ じた事故かどうかの問題になります。 例え
ば、地震のため⾃動⾞の運転操作が不可能になって発⽣した事故や、 停⽌中の⾞両が地震によって
倒壊した建物の下敷きになった事故、津波に巻 き込まれた事故、津波から逃げる途中での衝突事故
などは、地震・津波に「因 る」、あるいは地震・津波に「随伴した」事故と考えられます。 これに
対して、例えば、地震後、相当程度時間が経過してからの、運転者 の不注意を主な原因とする事
故、例えば道路上の「がれき」を⾒落としたた めにハンドルをとられて発⽣した事故のような場合
には、もはや地震に「因 る」事故とも地震に「随伴する」事故とも⾔い難いと考えられます。ただ
し、 地震・津波に「随伴する」事故か否かの判断は、事故が発⽣した現場毎に、 地震からの経過時
間や事故の原因・状況等により、同種の事故でも判断が異 なる可能性があります。 このように、⼤
震災後の⾃動⾞事故には、免責の問題について個別の検討 が必要となる微妙なものも多いと考えら
れます。事故状況や発⽣⽇時、その 当時の事故現場周辺の秩序の回復状況などについて、確認して
おく必要があ るでしょう。

【全損後の⾃動⾞保険料の⽀払義務】 Ｑ ⾃動
⾞が地震・津波、原発の避難指⽰で、全損あ
るいは使⽤不能になって しまいました。任意
保険の⾃動⾞保険料を分割で⽀払っていたの
ですが、そ の後も⽀払わなくてはなりません
か。

Ａ ⾃動⾞が全損になっても、⾃動⾞保険は⾃動的に失効したり、解約とはな りません（これに対し
⽕災保険の場合には建物が滅失すると⽕災保険契約は 失効します。）。 したがって、契約を解約し
なければ、分割払いの保険料を⽀払わなくては ならないのが原則です。今回の災害においては、特
別措置として、災害救助 法の適⽤地域にお住まいの⽅には、保険料の⽀払いを平成２３年９⽉末ま
で 猶予することが認められていましたが、この取扱いは同⽉末をもって終了し ていますので（⽇本
損害保険協会ＨＰ参照）、分割払いの保険料を⽀払わな い場合には、損害保険会社の側から保険契
約が解除される場合があると思わ れます。 また、震災の⽇に遡って保険契約を解約することが認め
られていますので、 その場合はすでに⽀払った（引き落とされた）保険料については、未経過期 間
に対する保険料が返還されることになるでしょう。

【⾃動⾞保険︓他⼈の⾃動⾞を借りて運転す
る場合】 Ｑ ⾃動⾞が地震・津波、原発の避難
指⽰で、全損あるいは使⽤不能になって しま
いました。このため、親戚（友⼈）からしば
らくの間⾞を借りて運転す る場合に、⾃動⾞
保険で気をつけることはありますか。

Ａ まず、借りている⾞の⾃動⾞保険（⾃賠責保険、任意保険）を確認する必 要があります。年齢条
件や家族限定等により他⼈が運転中の事故の場合には 保険⾦⽀払対象外となっている場合がありま
す。 そのような場合には、⾃分の⾞の⾃動⾞保険に⾃動付帯している他⾞運転 危険担保特約を使う
ことが考えられますが、⼀時的に借りている時ならばと もかく、しばらく借りている場合には、
「常⽤⾃動⾞」（常⽤している⾃動⾞） となり、他⾞運転危険担保特約の対象外となる可能性が⾼
いです。 しばらく借りることが明らかであれば、その⾞を譲り受けてしまい、⾞両 ⼊替⼿続きをす
ることも検討する余地があります。 また、借りている⾞の保険の年齢条件を変更したり家族限定を
はずして他 ⼈が運転している時の事故でも保険⾦が⽀払われるように契約内容を変える ことも可能
です。

【災害救助法】Ｑ 災害救助法とは何ですか。 Ａ １ 災害救助法は、災害に際して、国が地⽅公共団体、⽇本⾚⼗字社その他の 団体及び国⺠の協⼒
の下に、応急的に、必要な救助を⾏い、被災者の保護と 社会秩序の保全を図ることを⽬的とする法
律です。 ２ 救助の内容としては、①収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与、②炊出 しその他に
よる⾷品の給与及び飲料⽔の供給、③被服、寝具その他⽣活必需 品の給与⼜は貸与、④医療及び助
産、⑤被災者の救出、⑥被災者の応急修理、 ⑦⽣業に必要な資⾦、器具⼜は資料の給与⼜は貸与、
⑧学⽤品の給与、⑨埋 葬、⑩前各号に規定するもののほか、政令で定めるものなどが定められてい
ます。 このように、災害救助法は、災害直後の応急的な救助を定めた法律であり、 避難所、応急仮
設住宅、⾷料・被服等の供給等は、この法律に基づいて⾏わ れています。 ３ 救助は、厚⽣労働⼤⾂
が定める基準に従って、都道府県知事が定めるとこ ろにより現物で⾏なわれます。 ４ 災害救助法に
よる救助は、災害により市町村の⼈⼝に応じた⼀定数以上の 住家の滅失がある場合等に⾏うものと
されています。

【応急仮設住宅】 Ｑ 応急仮設住宅とは何です
か。

Ａ 応急仮設住宅とは、災害救助法に基づき、被災して⾃らの資⼒で住居を確 保できない⽅に対し、
プレハブ住宅を建築し、あるいは⺠間賃貸住宅を借り 上げて、提供される住宅です。また、東⽇本
⼤震災においては、被災者が⺠ 間賃貸をした場合にも、応急仮設住宅扱いとされている場合があり
ます。 ⼊居期限については、建築基準法により建築後最⻑２年３⽉の存続が認め られていたとこ
ろ、特定⾏政庁の許可を受けることでさらに１年ごとの存続 期間の延⻑を可能とする措置を⾏うも
のとされました。

【応急仮設住宅⼊居後の⾷料等の供給】 Ｑ 応
急仮設住宅に⼊居した後も、避難所と同様に
⾷料等の供給を受けること ができますか。

Ａ 応急仮設住宅に⼊居した後についてまで⾷料等の供給を⾏うことは通常さ れていないようです
が、柔軟な取扱いを⾏われるべきものと考えます。

【住宅の応急修理】 Ｑ 災害救助法により住宅
の応急修理を受けることができるそうです
が、どの ような制度ですか。

Ａ 災害により住宅が損壊し、⾃ら修理する資⼒のない世帯に対して、被災し た住宅の居室・台所・
トイレ等⽇常⽣活に必要な最⼩限の部分を応急的に修 理する制度です。限度額は１世帯あたり５２
万円です。 ⼤規模半壊または半壊の被害を受けた⽅が対象です。全壊の場合には、修 理により居住
が可能となる場合にのみ実施されます。半壊の場合には、所得 制限があります。また、応急仮設住
宅等を利⽤していない⽅のみが対象とな ります。 応急修理は、市町村が業者に委託して実施しま
す。

【罹災証明書とは】 Ｑ 罹災証明書とは何です
か。罹災証明を受けると、何に活⽤できるの
ですか。

Ａ 罹災証明書とは、市町村が被災状況の現地調査等を⾏い、確認した事実に 基づき発⾏する証明書
であり、各種の被災者⽀援制度の適⽤を受けるにあた って必要とされる家屋等の被害程度について
証明するものです。 罹災証明書は、市町村に対し申請し、その後市町村が調査を⾏って発⾏さ れま
す。 家屋の被害について、全壊、⼤規模半壊、半壊、⼀部損壊、の４段階で認 定がなされます。そ
の認定は、被災者⽣活再建⽀援法の⽀援⾦の⽀給や、義 援⾦の分配の際に、⽀給の有無や⾦額を決
める基準にもなりますので、被災 者に与える影響は⾮常に⼤きいものがあります。 判定に不服があ
る場合には、市町村に再調査を申請することとなります。

【罹災証明書と応急危険度判定】 Ｑ 罹災証明
書と応急危険度判定とは違うのですか。

Ａ 違います。応急危険度判定は、余震等により⼆次被害が発⽣しないように、 被災した建築物が応
急的な安全性を有しているかどうかを判定するものです。 応急危険度判定⼠により調査が⾏われる
と、判定ステッカーが貼られます。 判定ステッカーには、危険（⾚紙）、要注意（⻩紙）、調査済
み（緑紙）の三 種類があり、これによって、応急危険度が表⽰されます。 応急危険度判定は、罹災
証明書の被害認定とは⽬的が異なりますので、判 定結果が必ずしもリンクするわけではありませ
ん。

【被災証明書との違い】 Ｑ 罹災証明書と被災
証明書とは違うのですか。

Ａ 違います。⾃治体によって取扱いや書式が異なるようですが、罹災証明書 が主に住家の被害程度
を証明するのに対し、被災証明書は、住家に限らず、 被災した事実を証明するものとされているよ
うです。例えば、被災証明書の 証明対象としては、⼟地、塀・⾨扉など付帯物、備品・家具家財、
⾞、店舗、 ⼯場等が挙げられていることもあります。詳細は、各⾃治体にお尋ねくださ い。

第８ ⾏政 
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【被害認定の基準】 Ｑ 罹災証明の被害認定に
は、どのようなものがありますか。

Ａ 全壊、⼤規模半壊、半壊、⼀部損壊の４段階により認定されます。具体的 な認定基準は、災害に
係る住家の被害認定基準運⽤指針（平成21年6⽉改定） 等に詳しいですが、これによるとそれぞれの
認定基準は次のとおりとされて います。 全壊︓住家がその居住のための基本的機能を喪失したも
の、すなわち、住 家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、 補修
により元通りに再使⽤することが困難なもので、具体的には、住家の損 壊、消失若しくは流失した
部分の床⾯積がその住家の延床⾯積の７０％以上 に達した程度のもの、または住家の主要な構成要
素の経済的被害を住家全体 に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が５０％以上に達した程
度の ものとする。 ⼤規模半壊︓居住する住宅が半壊し、構造耐⼒上主要な部分の補修を含む ⼤規模
な補修を⾏わなければ当該住宅に居住することが困難なもの。具体的 には、損壊部分がその住家の
延床⾯積の５０％以上７０％未満のもの、また は住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に
占める損害割合で表し、 その住家の損害割合が４０％以上５０％未満のものとする。 半壊︓住家が
その居住のための基本的機能の⼀部を喪失したもの、すなわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれ
ば元通りに再使⽤できる程度のもの で、具体的には、損壊部分がその住家の延床⾯積の２０％以上
７０％未満の もの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割 合で表
し、その住家の損害割合が２０％以上５０％未満のものとする そのほか、内閣府ＨＰ
http://www.bousai.go.jp/hou/unyou.html をご参 照ください。

【被害認定の判断基準】 Ｑ 被害認定がなされ
る際は、どのような基準で判断されるのです
か。特に、 津波で被害を受けた場合はどうな
るのでしょうか。

Ａ １ 内閣府のＨＰ（http://www.bousai.go.jp/hou/unyou.html）に、「災害に係 る住家の被害認定基準
運⽤指針（平成２１年６⽉改定）」などの各種の基準が 掲載されています。同指針は、住家の各部
位ごとに、詳細な判定基準を定め ています。 ２ また、東⽇本⼤震災の発⽣直後に、内閣府は、迅速
に被害認定を⾏うため に、「平成２３年東北地⽅太平洋沖地震に係る住家被害認定迅速化のための
調 査⽅法について」（http://www.bousai.go.jp/hou/pdf/h23jishin.pdf）を策 定しています。詳細は原
典をご確認いただく必要がありますが、以下にその 概要を紹介します。 （１）津波被害について ア
まず第１次調査として次のように判定されます。 ① まずは航空写真または衛星写真を活⽤して、対
象住⼾が津波により流 失したかを確認する。 ② 流失した住家は全壊と判定する。 ③ 流失しなかっ
た住家について、概観の⽬視調査だけで、被害の程度を 判定する。その際、概ね１階天井まで浸⽔
すれば全壊、床上浸⽔概ね１ ｍで⼤規模半壊、床上浸⽔で半壊、床下浸⽔で⼀部損壊とする。 イ 以
上の第１次調査に納得がいかない被災者には、第２次調査として、外 観⽬視調査及び内部⽴⼊調査
がなされます。その場合は、上記第１次調査 のような、津波被害の簡易迅速な調査⽅法によらず、
通常の⽔害の被害認 定の⽅法によります。 （２）地震による被害判定 ア 第１次調査は、簡素化され
た「住家被害認定調査損害割合イメージ図」 に基づき、屋根、壁、基礎の外観⽬視調査を⾏い、損
害割合を算定して被害の程度を判定します。 イ 第 1 次調査に納得がいかない被災者には、第２次調
査として、外観⽬視 調査及び内部⽴⼊調査がなされます。その場合は、第１次調査と異なり通 常の
被害認定⽅法によります。

【液状化と被害認定】 Ｑ 壁や屋根が破損した
わけではありませんが、液状化により建物が
傾いてし まいました。罹災証明の発⾏をして
もらえないのですか。

Ａ 現状では、地震、津波により建物が損壊していない以上は、「全壊」等の被 害認定はなされず、
罹災証明の発⾏はされていないようですが、今後の動向 が注⽬されます。なお、被災証明書につい
ては発⾏されているようです。

【被災者⽣活再建⽀援法とは】 Ｑ 被災者⽣活
再建⽀援法とは何ですか︖

Ａ ⾃然災害によりその⽣活基盤に著しい被害を受け、経済的理由等によって ⾃⽴して⽣活を再建す
ることが困難な被災者に対し、都道府県が⽀給する被 災者⽣活再建⽀援⾦について定めた法律で
す。 なお適⽤対象となる⾃然災害については、被災者⽣活再建⽀援法第２条１ 項２号、同施⾏令第
1 条により定められています。 また、「災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律及び被災者⽣活再建⽀援法
の⼀部 を改正する法律案」、「東⽇本⼤震災関連義援⾦に係る差押禁⽌等に関する法 律案」が平成
２３年８⽉２３⽇に成⽴し、同⽉３０⽇に施⾏されています。 これは、被災者⽣活債権⽀援⾦、災
害弔慰⾦、災害障害⾒舞⾦、義援⾦につ いて、⽀給を受ける権利及び⽀給を受けた現⾦を、譲り渡
し、担保に供し、 または差し押さえることを禁⽌するものです。 参考︓ 被災者⽣活再建⽀援法
http://www.bousai.go.jp/hou/pdf/090319hou.pdf 被災者⽣活再建⽀援法施⾏令
http://www.bousai.go.jp/hou/pdf/071210sei.pdf 被災者⽣活再建⽀援法施⾏規則
http://www.bousai.go.jp/hou/pdf/071210kisoku.pdf 災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律及び被災者⽣活
再建⽀援法の⼀部を改正 する法律案 http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S48/S48HO082.html

【被災者⽣活再建⽀援法の⽀援⾦】 Ｑ 被災者
⽣活再建⽀援法に基づく⽀援⾦の内容と⽀給
対象の概略について教えてください。

Ａ １ ⽀援⾦は、被災世帯の世帯主に対し、⽀給されます。 ２ ⽀援⾦が⽀給される被災世帯とは、次
のいずれかに該当するものをいいま す。 ① 住宅が全壊した世帯 ② 住宅が半壊し、⼜は住宅の敷地
に被害が⽣じ、当該住宅の倒壊による 危険を防⽌するため必要があること、当該住宅に居住するた
めに必要な 補修費等が著しく⾼額となることその他これらに準ずるやむを得ない事 由により、当該
住宅を解体し、⼜は解体されるに⾄った世帯 ③ ⽕砕流等で、危険な状況が継続する等により、⻑期
にわたり住宅が居 住不能になった世帯 ④ ⼤規模半壊した世帯（住宅が半壊し、基礎、基礎ぐい、
壁、柱等であ って構造耐⼒上主要な部分として政令で定めるものの補修を含む⼤規模 な補修を⾏わ
なければ当該住宅に居住することが困難であると認められ る世帯） これらの認定には、罹災証明書
の住⼾被害判定が⽤いられます。 ３ ⽀給額は、次の２つの⽀援⾦の合計額になります（世帯⼈数が
⼀⼈のとき は、各該当欄の⾦額が３／４になります）。 ① 住宅の被害程度に応じて⽀給する⽀援⾦
（基礎⽀援⾦） 全壊等 １００万円 ⼤規模半壊 ５０万円 ② 住宅の再建⽅法等に応じて⽀給する⽀援
⾦（加算⽀援⾦） 建設・購⼊ ２００万円 補修 １００万円 賃借（公営住宅を除く） ５０万円 ※ ⼀旦
住宅を賃借した後、⾃ら居住する住宅を建設・購⼊（⼜は補修） する場合は、合計で２００（⼜は
１００）万円 ４ そのほか、被災者⽣活再建⽀援法については以下を参照してください。 内閣府ＨＰ
「被災者再建⽀援制度の概要」 http://www.bousai.go.jp/hou/pdf/080818gaiyou.pdf 「被災者⽣活再建
⽀援法Ｑ＆Ａ（平成２０年４⽉改正）」
http://wwwcms.pref.fukushima.jp/download/1/hisaishaseikatsusaiken�QandA.pdf 被災者⽣活再建⽀援
法⼈都道府県会館「被災者⽣活再建⽀援制度 事務の ⼿引き」（平成２２年９⽉改訂）
http://homepage3.nifty.com/kobekoubora/hisaisyaseikatusaikenseinse ido.html

【⽀援⾦の対象者】 Ｑ 賃借⼈の居宅が被災し
た場合も、⽀援⾦の⽀給を受けることができ
ますか。 また、所有する空き家や、店舗とし
て使⽤している建物が被災した場合はど うで
すか。

Ａ ⽀援⾦は住宅について被災した世帯に⽀給され、建物の所有権を持ってい るかどうかは関係あり
ませんので、賃借⼈であっても⽀援⾦の⽀給を受ける ことができます。 逆に、所有者であっても、
居住していない以上は、⽀援⾦の⽀給を受ける ことはできません。そのため、空き家が被災した場
合や、店舗が被災した場 合には、⽀援⾦の⽀給を受けることはできません。

【⽀援⾦と世帯数の認定】 Ｑ １棟の家に、家
族が２世帯暮らしていました。⽣活再建⽀援
法の⽀援⾦は、 ２世帯分⽀払われるでしょう
か。また、２世帯と認められるためには、ど
う いう資料が必要でしょうか。

Ａ ⽀援⾦は、世帯単位で⽀給されます。世帯とは、「社会⽣活上の単位として、 住宅及び⽣計を１
つにするものの集まり⼜は独⽴して⽣計を維持する単⾝者 をいう」とされています。したがって、
数世帯が同⼀家屋に同居している場 合で、いずれも⽣計を１つにしていない場合は、それぞれを世
帯として取り 扱われます。 その認定⽅法としては、まず住⺠票が同⼀かどうかで判断されます。住
⺠ 票で同⼀世帯となっていても、電気、⽔道等が別に契約されている場合には、住宅の構造上も別
世帯であると考えられますので、電気、⽔道等の⽀払料⾦ の明細等も認定を受けるための資料とな
ります。 なお、被災により⽀払料⾦の明細等が残っていない場合は、電気、⽔道等 の事業者に再発
⾏等を求めるなどして資料収集に努めるべきと思われます。 ただ、住⺠票や電気、⽔道等の契約者
という形式には表⾯的には当たらな い場合でも、実質的には世帯主と判断すべき事案が、現場から
報告され始め ています。今後、実質的に判断する事案が増えてくると期待されます。

【世帯主以外の申請】 Ｑ 世帯のうち、世帯主
以外の者は、⽀援⾦の⽀給を受けることはで
きないの ですか。また、世帯主が誰かはどう
やって認定されるのですか。

Ａ １ 世帯主が⽀援⾦の⽀給を受けることになりますので、他の世帯構成員は⽀ 給を受けることがで
きません。 ２ 世帯主は、主として当該世帯の⽣計を維持している者をいいます。世帯主 は、住⺠票
で判断することが原則です。同⼀家屋に数世帯が同居しているが、 電気、⽔道等の契約が別になっ
ている場合は、その契約者が世帯主と判断さ れる可能性が⾼くなります。 ３ ただ、この形式基準に
は表⾯的には当たらない場合でも、実質的には世帯 主と判断すべき事案が、現場から報告され始め
ています。今後、実質的に判 断する事案が増えてくると期待されます。

【賃貸による加算⽀援⾦】 Ｑ 居住していた住
宅が全壊したので、友⼈所有の空き家を借り
て住むことに なりましたが、加算⽀援⾦５０
万円の⽀給を受けることができますか。 ま
た、ホテル住まいをしている場合は、どうで
しょうか。

Ａ 賃料が発⽣していなければ加算⽀援⾦の⽀給はありません。 また、ホテル住まいは、恒久的な住
まいの再建につながるものではないの で、加算⽀援⾦の⽀給はありません。
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【⽀援⾦の申請⽅法】 Ｑ ⽀援⾦は、どこで申
請すればよいのですか。 被災して、遠⽅に避
難している場合、避難先の市町村で申請を⾏
うことが できますか。

Ａ ⽀援⾦の申請の窓⼝は、市町村になります。具体的にどの部署が窓⼝にな るかは各市町村によっ
て異なりますので、予め確認してから申請してくださ い。 また、遠⽅に避難した場合であっても、
少なくとも現在は、被災した市町 村で申請する取扱いになっているようです。

【災害弔慰⾦等】 Ｑ 災害弔慰⾦の⽀給等に関
する法律について教えて下さい。

Ａ １ 災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律は、災害弔慰⾦、災害障害⾒舞⾦、災害 援護資⾦について規
定しています。 ２（１）災害弔慰⾦は、災害により死亡した者の遺族に対して⽀給されます。 ⽣計
維持者が死亡した場合に最⾼５００万円、その他の者が死亡した場 合に最⾼２５０万円が⽀給され
ます。 ⽀給は、市町村が条例に基づいて⾏うことになります。 （２）⽀給対象となる遺族の範囲に
ついては、従来の災害弔慰⾦の⽀給等に関 する法律では、①死亡した者の死亡当時における配偶者
（婚姻の届出をし ていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者を含み、離婚の届出を してい
ないが事実上離婚したと同様の事情にあつた者を除く。）、②⼦、③ ⽗⺟、④孫、⑤祖⽗⺟とされ
ており、兄弟姉妹は含まれておりませんでし た。そのため、条例において、兄弟姉妹をも⽀給対象
に含むとされていな い限りは、先順位の⽀給対象者が存在しない場合においても、兄弟姉妹は ⽀給
を受けることができませんでした。 しかし、平成２３年７⽉２５⽇、災害弔慰⾦の⽀給等に関する
法律が改 正され、災害弔慰⾦の⽀給対象となる遺族に、同居⼜は同⼀⽣計の兄弟姉 妹が含まれるこ
とになりました（但し、上記①〜⑤の遺族がいない場合に 限られます）。この遺族の範囲の拡⼤に
関する改正は、本年３⽉１１⽇以降 の災害に遡及適⽤され、東⽇本⼤震災の遺族・被災者にも適⽤
されます。 （３）また、⽀給の順位については、それぞれの条例を確認する必要がありま す。
（４）上記のように、災害弔慰⾦は、「災害により死亡した者」に⽀給されます。 地震により直接
に亡くなった⽅がこれに該当することは明⽩ですが、それ だけではなく、避難等により体調を崩し
て亡くなった⽅についても、死亡 と災害との因果関係が認められれば、震災関連死として災害弔慰
⾦の⽀給 対象になりえます。 避難先での⽣活環境の改善が急務であるとともに、震災関連死の認定
が 早期に適切になされることが臨まれます。 ３ 災害障害⾒舞⾦は、災害により精神⼜は⾝体に著し
い障害（両眼失明、要 常時介護、両上肢ひじ関節以上切断等）を受けた⽅に⽀給され、最⾼２５０
万円とされています。 ４ 災害援護資⾦は、災害により被害を受けた世帯の世帯主に対して貸し付け
がなされるもので、最⾼３５０万円です。貸付額の上限は、被災状況により 異なります。また、所
得制限もあります。 なお、災害援護資⾦の貸し付けについては、平成２３年５⽉２⽇に公布、 同⽇
施⾏された「東⽇本⼤震災に対処するための特別の財政援助及び助成に 関する法律（平成２３年法
律第４０号）」の第１０３条により特例が定められ、 償還期間と据置期間が３年間延⻑されるとと
もに、据置期間経過後の利率が 引き下げられ（従前は年３％だったのが、保証⼈ありの場合は無利
⼦、保証 ⼈なしの場合は年１．５％）、また、償還免除の拡⼤をすることとされていま す。 ５ な
お、「災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律及び被災者⽣活再建⽀援法の⼀部 を改正する法律案」、
「東⽇本⼤震災関連義援⾦に係る差押禁⽌等に関する法 律案」が平成２３年８⽉２３⽇に成⽴し、
同⽉３０⽇に施⾏されています。 これは、災害弔慰⾦、災害障害⾒舞⾦、被災者⽣活債権⽀援⾦、
義援⾦に ついて、⽀給を受ける権利及び⽀給を受けた現⾦を、譲り渡し、担保に供し、 または差し
押さえることを禁⽌するものです。 ６ 参考︓ 災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S48/S48HO082.html 災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律の⼀部を改正す
る法律案 http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/177/pdf/t05177 0201770.pdf 災害弔慰
⾦の⽀給等に関する法律及び被災者⽣活再建⽀援法の⼀部を改正 する法律案
http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/177/pdf/t07177 0191770.pdf 東⽇本⼤震災関連義
援⾦に係る差押禁⽌等に関する法律案
http://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/gian/177/pdf/t07177 0201770.pdf 内閣府「被災者⽀援
に関する各種制度の概要（東⽇本⼤震災編）」 http://www.bousai.go.jp/fukkou/kakusyuseido.pdf 厚⽣
労働省 HP http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/saigaikyujo4.html 法務省ＨＰ 「災害弔慰⾦の
⽀給等に関する法律及び被災者⽣活再建⽀援 法の⼀部を改正する法律」及び「東⽇本⼤震災関連義
援⾦に係る差押禁⽌ 等に関する法律」の施⾏等について
http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00104.html

【許認可の期限 権利保全特別措置法】 Ｑ 事
業場の許認可の期限延⻑について教えてくだ
さい。

Ａ 東⽇本⼤震災による災害は、特定⾮常災害の被害者の権利利益の保全等を 図るための特別措置に
関する法律（権利保全特別措置法）に基づく「特定⾮ 常災害」に指定されました。これにより、⼀
定の地域の⽅々を対象に、運転 免許のような許認可等について有効期間が⼀定程度延⻑されるなど
の措置が 講じられています。 具体的には、⼀定の地域の⽅々を対象に、運転免許のような許認可等
（平 成２３年３⽉１１⽇以後に満了するもの）について、存続期間（有効期間） が最⻑で平成２３
年８⽉３１⽇まで延⻑されます。 また、法令に基づく届出等の義務が、本来の期限までに履⾏でき
なかった 場合であっても、それが特定⾮常災害によるものであることが認められた場 合には、平成
２３年６⽉３０⽇までに履⾏すれば、⾏政上及び刑事上の責任 を問われません。さらに、同年７⽉
１⽇以降であっても、⼀定期間、義務が 猶予されているものもあります。 それぞれの許認可、義務
によって、取扱いが異なりますので、対象となる 許認可、対象地域や期間等の具体的内容を、総務
省ＨＰをご参照ください。 総務省ＨＰ
http://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/important/kinkyu02_000064.html

【⽣活保護に関する通達等】 Ｑ 震災により収
⼊の途が途絶えたので、⽣活保護を申請する
場合、どのよう な通達等が定められています
か。

Ａ 厚⽣労働省は、被災者の⽣活保護の取扱いについて、以下の指針を定めて います。 ① 平成２３年
３⽉１７⽇「東北地⽅太平洋沖地震による被災者の⽣活保護の 153 取扱いについて」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r9852000001 5bto.pdf ② 同⽉２９⽇「東北
地⽅太平洋沖地震による被災者の⽣活保護の取扱いにつ いて（その２）」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000016tyb-img/2r9852000001 761s.pdf ③ 「東⽇本⼤震災
による被災者の⽣活保護の取扱いについて（その３）」
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001bd6k-img/2r9852000001 be5y.pdf

【資産の認定】 Ｑ 居住地に不動産等の資産を
残して避難した場合、⽣活保護を受けること
が できますか。

Ａ Ｑ⑧－２２の①の通達平成２３年３⽉１７⽇「東北地⽅太平洋沖地震によ る被災者の⽣活保護の
取扱いについて」 （http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000014tr1-img/2r98520000015b to.pdf
）は、本来の居住地に資産を残さざるを得ない場合等については、被 災者の特別な事情に配慮し、
「⽣活保護法による保護の実施要領について」（昭 和３６年４⽉ 1 ⽇厚⽣省発社第１２３号厚⽣事
務次官通知）第３の３に掲げ る「処分することができないか、⼜は著しく困難なもの」として取り
扱うこ ととしていますので、居住地に資産があっても処分が困難であることを説明 すれば、⽣活保
護を受けることは可能と考えられます。 154 ただし、同通達は、直ちには処分することが困難であっ
ても、⼀定期限の 到来により処分可能となるときその他後⽇の調査で資⼒が判明したときは、 費⽤
返還義務を明らかにした上で保護を開始するとしており、後⽇費⽤返還 義務を負うことがありえま
す。

【義援⾦等の受領と⽣活保護】 Ｑ 第１次義援
⾦、災害弔慰⾦、保証⾦、⾒舞⾦等（以下
「義援⾦等」といい ます）を受領した場合、
⽣活保護の収⼊認定においてどのように考慮
されま すか。

Ａ （１）Ｑ⑧－２２の③の通達「東⽇本⼤震災による被災者の⽣活保護の取扱い について（その
３）」 （http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001bd6k-img/2r9852000 001be5y.pdf） による
と、次のように定められています。 ① 義援⾦等の⽣活保護制度上の収⼊認定の取扱いは、「⽣活保
護法による 保護の実施要領について（昭和３６年４⽉ 1 ⽇厚⽣省発社第１２３号厚 ⽣事務次官通
知）第８の３の（３）のオに従い、「当該被保護世帯の⾃⽴ 更⽣のために当てられる額」を収⼊と
して認定しないこととし、その超 える額を収⼊として認定する。 ② 第 1 次義援⾦のように、震災
後、緊急的に配分（⽀給）される義援⾦ 等については、当座の⽣活基盤の回復に充てられると考え
られることや、 ⼀費⽬が低額で、かつ世帯員ごとに必要となる費⽬を個々に⾃⽴更⽣計 画に計上す
ることとすると被保護者の負担が⼤きくなることにかんがみ、 費⽬・⾦額を積み上げずに包括的に
⼀定額を⾃⽴更⽣に充てられるもの として⾃⽴更⽣計画に計上して差し⽀えない。使途について確
認する必 要もない。 ③ 今後、複数次に渡って配分される義援⾦等については、⾃⽴更⽣計画 を段階
的に策定するなど、当該義援⾦等が被災した被保護世帯の⽣活債 権に有効に活⽤されるよう配慮す
る。 ④ ⾃⽴更⽣のために充てられる費⽤であれば、直ちに⾃⽴更⽣のための ⽤途に供されるもので
なくても、実施機関が必要と認めた場合は、預託 することなく、⾃⽴更⽣計画に計上して差し⽀え
ない。 （２）このように、上記通達では、義援⾦等を⾃⽴更⽣計画に計上することが 柔軟に認めら
れることによって、収⼊認定から除外する運⽤を可能として 155 いるものと考えられます。 しかし
ながら、⾃治体の⽣活保護⾏政の運⽤の中には、義援⾦等を受領 したことを理由として、⽣活保護
を打ち切る例があるとも報道されており、 今後の動向が注⽬されます。
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【被災者向けの⽀援制度】 Ｑ 被災者向けの⽀
援制度があれば教えて下さい。

Ａ １ 内閣府「被災者⽀援に関する各種制度の概要（東⽇本⼤震災編）」というパ ンフレットに、各
融資制度や⽀援制度が紹介されています。 内閣府ＨＰ
http://www.bousai.go.jp/fukkou/kakusyuseido.pdf 内閣府ＨＰでは、被災者⽀援制度として、次のもの
等が紹介されています。 （１）被災後の経済・⽣活状況の⽀援 ① 世帯主等が死亡したとき 災害弔慰
⾦（Ｑ⑧－２０ご参照） ② 負傷や疾病による障害が出たとき 災害障害⾒舞⾦（Ｑ⑧－２０ご参照）
③ 当⾯の⽣活資⾦や⽣活再建の資⾦ 被災者⽣活再建⽀援制度（Ｑ⑧－１２乃⾄１９ご参照） 災害援
護資⾦（災害弔慰⾦の⽀給等に関する法律。Ｑ⑧－２０ご参照）） ⽣活福祉資⾦制度による貸付
（限度額⽬安１５０万円の福祉費、限度 額原則１０万円の緊急⼩⼝資⾦） ⺟⼦寡婦福祉資⾦貸付⾦
厚⽣年⾦等担保貸付・労災年⾦担保貸付等 恩給担保貸付 ④ ⼦どもの養育・就学の⽀援 教科書等の無
償給与（災害救助法） ⼩・中学⽣の就学援助措置 ⾼等学校授業料減免措置 奨学⾦制度の緊急採⽤ 児
童扶養⼿当・特別児童扶養⼿当、特別障害者⼿当・障害児福祉⼿当 について、所得制限の特別措置
⑤ 税⾦や保険料等の⽀払猶予等をしてほしいとき 地⽅税の特別措置、国税の特別措置、葬祭の実施
（災害救助法）、国⺠ 健康保険料・健康保険料・介護保険料等の減免・猶予等、放送受信料 156 の
免除、公共料⾦・使⽤料等の特別措置、許認可等の存続期間（有効 期間）の延⻑・期限内に履⾏さ
れなかった届出等の義務の⼀定期間の 猶予（Ｑ２１ご参照） ⑥ ⾃⼒で⽣活を維持できないとき ⽣活
保護 ⑦ 離職後の⽣活を⽀援してほしいとき 未払賃⾦⽴替払制度 ⑧ ⼀時的な離職時の⽣活を⽀援し
てほしいとき 雇⽤保険の失業等給付（震災で休業を余儀なくされた場合、実際に離 職していなくて
も失業給付が受給できます） ⑨ 法的トラブルの解決⽅法を知りたいとき 法的トラブル等に関する情
報提供、弁護⼠費⽤の⽴替等に係る⺠事法 律扶助制度 ⑩ 再就職を⽀援してほしいとき 職業訓練
（２）住まいの被害状況に応じた⽀援 ① 独⽴⾏政法⼈住宅⾦融⽀援機構の融資 災害復興住宅融資
（建設） 災害復興住宅融資（新築購⼊、リ・ユース購⼊） 災害復興住宅融資（補修） 住宅⾦融⽀援
機構融資の返済⽅法の変更（１〜３年の返済⾦⽀払の据 置き、据え置き期間中の⾦利引き下げ、返
済期間延⻑） 宅地防災⼯事資⾦融資 地すべり等関連住宅融資 ② 災害援護資⾦等の貸付 ⽣活福祉資
⾦制度による貸付（住宅の補修等） ⺟⼦寡婦福祉基⾦の住宅資⾦ 災害援護資⾦（災害弔慰⾦の⽀給
等に関する法律） ③ 既設公営住宅の復旧 ④ 住宅の応急修理（災害救助法。Ｑ⑧－４ご参照） ⑤ 被
災者⽣活再建⽀援制度（Ｑ⑧－１２乃⾄１９ご参照） ⑥ 公営住宅への⼊居 ⑦ 特定優良賃貸住宅等へ
の⼊居 ２ また、⽀援制度は、上記内閣府ＨＰで紹介されているものにとどまるもの ではありませ
ん。そのほかにも例えば、以下のものがあります。 （１）⾃治体により独⾃の⽀援制度（⽣活資⾦
の貸付等）。 157 （２）⽇本⾚⼗字社の義援⾦ ⽇本⾚⼗字社に寄せられた義援⾦については、義援
⾦配分割合決定委員 会が決定した基準に基づいて、各被災都道府県を通じて、配分されます。 第⼀
次配分では、住宅全壊・全焼・流失、死亡、⾏⽅不明者は３５万円、 住宅半焼、半壊は１８万円、
原発避難指⽰・屋内退避指⽰圏域の世帯は３ ５万円を基準として、配分がなされました。 第⼆次配
分では、被害状況を算出する指標として、第⼀次配分と同様「死 者・⾏⽅不明者、全壊・全焼、原
発関係避難世帯」を「１」、「半壊・半焼 世帯」を「0.5」とされています。被災都道県の配分委員
会が地域の実情に 合わせて、具体的に、配分の対象や配分額を決定します。 参考︓⽇本⾚⼗字社 HP
http://www.jrc.or.jp/contribution/l3/Vcms3_00002069.html
http://www.jrc.or.jp/oshirase/l3/Vcms3_00002277.html
http://www.jrc.or.jp/press/l3/Vcms3_00002311.html 義援⾦の配分を受けるには、申請をしなければな
りませんが、⼀次配分 について申請を⾏っている場合は、送⾦先⼝座等の変更がない限り⼆次配 分
について再度⼿続きすることは不要である場合もあります。詳細は各市 区町村にお問い合わせくだ
さい。 （３）⽣活家電セットの寄贈 海外の⾚⼗字社・⾚新⽉社からの海外救援⾦を財源として、被
災県内に 設置される応急仮設住宅および被災県が応急仮設住宅と同様に活⽤する公 営団地、⺠間賃
貸住宅等を対象として、⽣活家電セットの寄贈もなされて います。
http://www.jrc.or.jp/oshirase/l3/Vcms3_00002173.html （４）⽇本⾚⼗字社以外の義援⾦ また、⽇本
⾚⼗字社経由の義援⾦とは別に、各⾃治体等から義援⾦が配 分されることもあります。その有無及
び額は⾃治体により異なります。

【⼾籍の消失】 Ｑ 津波により役場の⼾籍がな
くなったと聞きましたが、再製できるのです
か。

【⾃動⾞税・⾃動⾞重量税等と登録抹消】 Ｑ 今回の震災による津波で、⾃動⾞⾃体は残っているの
ですが、海⽔を被っ てしまい、機能的に全損（使⽤不能）してしまいました。⾃動⾞の登録を抹 消
することで⾃動⾞税の課税を免れることは出来ませんか。また、登録を抹消すると⾃動⾞税の還付な
どを受けられると聞きました。 どうしたら登録を抹消できますか。

【認定死亡、死亡届】 Ｑ ⾏⽅不明者に対する
認定死亡や死亡届の提出について説明してく
ださい。

Ａ 【⾏⽅不明者（安否不明を含む）の相続】の項をご覧くださ い。

【税務に関する法律相談⼼得⼀般】 Ｑ 震災に
よる税⾦関係の法律相談を受けました。相談
担当の弁護⼠として、 ⼀般的にどのような点
に注意すべきでしょうか。

Ａ １ 弁護⼠は、税務に関する専⾨家ではありませんから、税務相談に関して確 定的な判断や意⾒の
提供は基本的に避けるべきで、これを誤ると損害賠償請 求を受けたり懲戒事由になりうることに注
意すべきです。 しかし、余りにもこれを意識しては、相談者にとって意味がありません。 税務に関
する相談を受けたら、先ず、残念ながら弁護⼠といえども税務の 専⾨家ではないこと、最終的には
税理⼠あるいは管轄の当局（税務署・県税 事務所など）に確認すべきことを伝えるべきでしょう。
そして、その上で、 相談者の⽴場に⽴って、どのような点が問題になるのかを⼀緒に検討し、税 の
専⾨家として、どの機関に確認するのが良いのかなどを共に検討して、問 題の解決の道標を⽰すこ
とが肝要と思います。要するに、共に悩み、共に考 える姿勢を⽰すことが⼤切でしょう。 ２ 税法の
概要については、三省堂刊「模範六法」巻末の「税法概要」（平成２ ３年版ｐ３６５７〜３６３７
（逆綴じ））が簡便な資料でしょう。 ３ 税⾦には、国税庁（＝税務署）管轄の「国税」（所得税・
法⼈税・相続税贈 与税・⾃動⾞重量税・登録免許税等）と都道府県ないし市区町村が管轄する 「地
⽅税」（個⼈法⼈の住⺠税・固定資産税・⾃動⾞税・軽⾃動⾞税・都市計 画税等）があり、それぞ
れ、課税当局の管轄が異なることから、最終的な判 断も具体的な事案についてその所轄の機関に確
認するべきでしょう。 ４ 税法については、改正が頻繁であり、現実の実務は、通達等の上級機関の
⾒解や指⽰により運⽤されている点が、法律実務とは著しく異なります。こ れら通達等に詳しくな
い弁護⼠としては迂闊に確定的判断・意⾒を⽰すこと には注意したいところです。 また、今回の震
災により、各機関のホームページにおいて、情報開⽰が頻 繁に且つ詳しく⾏われています。相談に
あたり是⾮参考とすべきでしょう。 ・国税庁 「東⽇本⼤震災関連の国税庁からのお知らせ」など
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/zeimush o_jokyo.htm
http://www.mof.go.jp/about_mof/bills/177diet/ss230419s.pdf

第９ 税⾦・社会保険 
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【所得税の減免措置】 Ｑ ⼀般的に所得税（国
税）について、災害を受けた場合の減免措置
はどのよ うなものがあるのでしょうか。 今回
の震災での特例はありますか。

Ａ ⼀般的な制度として、被災者に対しては、「災害被害者に対する租税の減 免、徴収猶予に関する
法律」（「災害減免法」）による措置及び「所得税法によ る雑損控除の制度」があります。 １ 前者
の減免措置は、災害により住宅または家財に甚⼤な被害を受けた者の 被害の年の合計所得額に応じ
て次の区分に従って所得税が減免されることに なっています。（災害減免法２条）（合計所得額が
１０００万円を超える場合 は減免されません。この場合には、２の雑損控除を検討することになり
まし ょう。） 合計所得額 500 万円以下 当該所得税の額全部 合計所得額 750 万円以下 当該所得税の
額の 10 分の 5 合計所得額が 750 万円を超えるとき 当該所得税の額の 10 分の 2.5 給与所得者や公的
年⾦等の受給者については、源泉徴収の猶予や還付の制 度があります。（災害減免法３条） また、
災害のあった年限りの制度で、繰り越しは出来ません。 但し、いずれにしても届け出や申告等が必
要です。 参考︔タックスアンサー＃1902 http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1902.htm ２ 後者の
雑損控除は、所得税法７２条に基づき、天災に限定されず、盗難や ⽕災による被害の場合も含む制
度です。納税者または⽣計を⼀にする⼀定の 親族の所有する資産が災害によって損失を受けたとき
は、以下の計算式で求 められたいずれか多い⾦額を所得から控除することができます。 ①差引損失
額－総所得⾦額の 10％ ②差引損失額のうち災害関連⽀出の⾦額－5 万円 ＊差引損失額＝損害額＋災
害関連⽀出の⾦額－保険⾦等補填される⾦額 ＊損害額︓損害を受けたときの資産の時価合計 ＊災害
関連⽀出︓災害の⽌んだ⽇から 1 年内に⽀出した損失した資産の除 去作業費⽤や損害拡⼤を防⽌す
るための費⽤など 対象となる資産には、事業⽤資産は含まれません。（⑨－３参照） 損害が所得額
を超えてしまう場合には、翌年以降 3 年を限度に損失の繰越 しが認められ（所得税法７１条）、申
告により適⽤を受けることになります。 給与所得者も確定申告により適⽤があります。 参考︔タッ
クスアンサー＃1110 http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1110.htm ３ 両者の関係は、いずれか⼀
⽅しか適⽤を受けることが出来ません。（災害 減免法２条本⽂かっこ書き参照） ４ 今回の震災につ
いて特例として、①災害減免法による減免措置を平成２２ 年分の所得にも適⽤する、②雑損控除に
ついて、平成２２年分の所得にも適 ⽤し、繰越可能期間を５年に延⻑する、（但し、２２年分か２
３年分かは選 択して適⽤）などの措置がなされました。また、③雑損控除の損失額の合理 的計算⽅
法が⽰されています。

【資産損失の必要経費算⼊・⽋損の繰越控
除】 Ｑ 個⼈でアパート経営をしていますが、
災害で建物が喪失してしまいまし た。 事業⽤
資産については、所得税申告の際に雑損控除
が認められないと聞き ましたが、なんらかの
⼿段は無いのでしょうか。 今回の震災での特
例はありますか。

Ａ 個⼈事業者の所得税については、事業⽤資産や⾼額な貴⾦属・書画・⾻董 などの損失について
は、雑損控除が認められていません。（⑨－２の第２項 参照） しかし、不動産所得を⽣ずべき事業
の⽤などに供される資産の損失につい ては、その年の所得額などを限度として、これを必要経費に
算⼊することが 認められています。（所得税法５１条） また、純損失が⽣じた場合には、⻘⾊申告
をしていない場合であっても、 被災事業⽤資産の損失額については、翌年以降３年の繰越控除が認
められま す。（所得税法７０条２項②） 今回の震災については、先ず、平成２２年分事業所得の⾦
額等の計算上、 棚卸資産や事業⽤資産について今回の震災により⽣じた損失について、必要 経費へ
の算⼊を可能としました。（なお、被災地の確定申告の期限は猶予さ れています。既に申告された
⽅は、更正申告となります。） ２１年分から⻘⾊申告をされている⽅については、被災事業⽤資産
以外の 損失を含めて、２２年分所得で損失が⽣じた場合には、さらに２１年分所得 への繰戻して還
付が可能とされます。 さらに、純損失が⽣じた場合の繰越可能期間が５年に延⻑されるなどの特 例
が、認められました。

【法⼈税と減免措置・還付】 Ｑ ⼀般的に法⼈
税（国税）について、災害を受けたときの減
免措置はどのよ うなものがあるのでしょう
か。 今回の震災での特例は、何かあります
か。

Ａ 法⼈税については、以下のような⽅法が考えられます。 １ 資産の評価損の損⾦算⼊ 法⼈の所有す
る資産が（その原因を被災に限らず）評価損を⽣じ帳簿価格 を減額しても、原則として、その減額
した⾦額を所得の計算上損⾦に算⼊す ることは認めらません。（法⼈税法３３条１項） しかし、災
害により著しく評価減し帳簿価格を減額した場合、評価換え直 前の帳簿価額と評価換えをした⽇の
属する事業年度終了の⽇における価額 （時価）との差額を限度として損⾦に算⼊することが認めら
れます。（法⼈ 税法３３条２項） なお、資産の評価損の計上ができる資産及び事実については、法
⼈税施⾏ 令６８条に規定されています。 ２ 災害により⽋損が⽣じた場合の繰越控除 ⻘⾊申告をして
いる場合においてはもとより（法⼈税法５７条１項）、⻘ ⾊申告をしていない場合（⽩⾊申告）で
あっても、災害による⽋損が⽣じた 場合には、７年間の⽋損の繰越が認められます。（法⼈税法５
８条１項） 災害の範囲は、法⼈税施⾏令１１５条、災害による繰越損失⾦の範囲は同 １１６条に規
定されています。 ３ 今回の震災の特例措置 今回の震災については、平成２３年３⽉１１⽇から同２
４年３⽉１０⽇ま での間に終了する事業年度において、法⼈の⽋損⾦額のうち震災損失⾦額が ある
場合には、その震災損失⾦額の全額について２年間まで遡って所得⾦額 に繰戻し法⼈税額の還付が
可能とされます。 また、３⽉１１⽇から９⽉１０⽇までの間に中間期間が終了する場合、仮 決算の
中間申告により同様の繰戻し還付が可能とされるなどの特例が設けら れるました 今回の震災に関し
ては、その他にも、利⼦配当にかかる源泉所得税の還付 や被災代替資産などの特別償却・買換特例
など、地⽅法⼈税を含めた各種の 特例が認められています。税務署等に確認することが肝要でしょ
う。

【相続税・贈与税と減免措置】 Ｑ 相続税や贈
与税（国税）について、災害による特別な減
免措置はありませ んか。

Ａ 申告期限前に相続や贈与により取得した財産について甚⼤な被害を受けた ときは、被害を受けた
部分の価額を控除することが認められています。（災 害被害者に対する租税の減免、徴収猶予に関
する法律（「災害減免法」）６条） 申告書を提出後、甚⼤な被害を受けた場合は、被害のあった⽇
以後納付す べき税額のうち、被害を受けた部分の額が免除されます。（災害減免法４条） 「甚⼤」
とは、災害により被害を受けた部分の価額（保険⾦等による補填 額は除く）が課税価額の計算の基
礎となった財産の価額（債務控除後の価額） の１０分の１以上であることが必要です。（災害減免
令１１条Ⅰ） なお、申告・納付等の猶予も受けられます。（⑨－６参照） ところで、今回の特例と
しては、平成２２年５⽉１１⽇から同２３年３⽉ １０⽇までの間に相続等により取得した特定⼟地
⼜は特定株式（２３年３⽉ １１⽇において所有していたものに限る）の価額は、その取得の時に時
価に よらず、「震災後を基準とした価額」によることができるとされました。 ＊特定⼟地とは、財
務⼤⾂が指定する指定地域にある⼟地等をいい、その 指定地域とは、被災 5 県以外に、栃⽊県・千
葉県・新潟県⼗⽇市市・新潟県 中⿂沼郡津南町・⻑野県下⽔内郡栄村を加えた地域です。 「震災後
を基準とした価額」の具体的計算⽅法は、追って国税庁より発表 されることとなっています。

【災害による期限の猶予制度】 Ｑ 今回の震災
により、国税に関して、申告期限や納付期限
について猶予の措 置はないのでしょうか。 （
1）被災地に納税地を有する場合 （2）被災地
に納税地を有しない場合

Ａ 国税通則法１１条により、国税については、災害その他やむを得ない理由 により、国税庁⻑官・
税務署⻑等は、国税に関する申告や納税の期限を猶予 することができます。（災害の⽌んだ⽇から
２ヶ⽉以内とされていますが、 現在も災害が継続していると解釈されているようです。） この猶予
には、地域を指定した期限延⻑と、個別指定による期限延⻑があり ます。 （1）今般の震災につい
て、国税庁⻑官は、平成２３年国税庁告⽰第８号により、 ⻘森県・岩⼿県・宮城県・福島県・茨城
県の五県に納税地を有する国税の申 告、請求、届出、納付、徴収等に関する期限で、その期限が平
成２３年３⽉ １１⽇以降（１１⽇を含むことになります）に到来するものについては、そ の期限を
国税庁告⽰で定める⽇まで延⻑するとしました。 そして、 ⻘森県及び茨城県については、６⽉３⽇
付国税庁告⽰により、 平成２３年７⽉２９⽇を延⻑期限の期⽇とする告⽰をしました。また、８⽉
５⽇付国税庁告⽰により、岩⼿県、宮城県及び福島県のうち⼀定の地域につ いて、延⻑期限の期⽇
を平成２３年９⽉３０⽇とすることとしました。ただ、 この期⽇以降においても、東⽇本⼤震災に
よる災害等により申告等ができな い場合においては、個別に所轄税務署⻑に申請して、期限の延⻑
措置を受け ることができます。また、岩⼿県、宮城県及び福島県のうち、今回指定しな かった地域
における申告・納付等の延⻑期限の期⽇は、別途国税庁告⽰で定 めることとしています。 参考︔国
税庁ホームページ 期限の延⻑の措置について
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/index.h tm （2）しかし、上記 5 県に納税
地を有しない場合でも震災の影響を受けた納税者 が多数存在します。（納税地が本社のある東京で
も、⼯場や営業所は被災地 にある場合など） その場合には、上述の個別指定を受けることにより、
期限の延⻑を受けることが可能です。但し、申請⼿続等が必要になります。 参考︔タックスアン
サー#8001 http://www.nta.go.jp/taxanswer/saigai/8001.htm
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【納税の猶予】 Ｑ 国税について、震災以前に
納税額が確定しており震災後に納付期限が来
る 場合、納税⾃体を猶予してもらえないので
しょうか。

Ａ 納付期限について、納税地が被災地になく地域指定を受けられず、個別指 定も受けられにくい場
合も考えられます。 そのような場合でも、⼀定の要件を満たせば、納税⾃体の猶予が受けられ ま
す。 認められる第１の場合は、「災害で相当な損失を受けた場合」で、それは 災害により全財産の
概ね２０％以上の損失を受けたことを意味するとされて います。猶予を受けられる国税は、損失を
受けた⽇から１年以内に納税すべ き国税を対象としています。猶予は、損失の程度により、本来の
納期限から １年以内とされます。また、災害の⽌んだ⽇から 2 ヶ⽉以内に申請書を提出 することが
必要です。（国税通則法４６条１項） 認められる第２の場合は、「被災により税⾦を⼀時に納付で
きない場合」 に納税の猶予を受けることが可能です。原則１年ですが、前述の損失を受け た場合の
猶予と併⽤することで最⼤ 3 年間の猶予を受けることが可能です。 但し、この制度の適⽤を受ける
には担保の提供が原則必要とされています。 なお、第１の場合と異なり、申請期限の制限はありま
せん。（国税通則法４ ６条２項、４項、７項） 参考︔タックスアンサー#8002
http://www.nta.go.jp/taxanswer/saigai/8002.htm

【地⽅税と期限の猶予・納税の猶予】 Ｑ 地⽅
税について、国税と同様に、申告や納付の期
限の猶予、あるいは、納 税⾃体の猶予をして
くれる制度がありますか。

Ａ 国税について、各種の期限の延⻑制度や納税猶予の制度が存在しています。 （⑨－６、⑨－７参
照）同様の制度は地⽅税についても存在しています。 期限の延⻑については、地⽅税法２０条の５
の２に地⽅団体の⻑がこれを ⾏うことができる旨定めています。 また、納税の猶予については、地
⽅税法１５条以下に同様の規定がありま す。 今回の震災に関する具体的な内容等については、本
Q&A で記載したもの以 外は、⑨－１の回答で⽰した各県のホームページや市町村のホームページで
確認してください。

【確定申告と期限の猶予】 Ｑ 今年の３⽉１５
⽇が平成２２年分の確定申告（個⼈所得税）
の申告書の提 出期限であり納付の期限でした
が、震災のためこれに間に合いませんでし
た。 どうしたらよいのでしょうか。

Ａ 所得税は、国税であり、国税庁が管轄します。 これについては、⑨－６の回答のように、国税庁
から、平成２３年国税庁 告⽰第８号により、⻘森県・岩⼿県・宮城県・福島県・茨城県の五県に納
税 地を有する国税の申告、請求、届出、納付、徴収等に関する期限で、その期 限が平成２３年３⽉
１１⽇以降（１１⽇を含むことになります）に到来する ものについては、その期限を国税庁告⽰で
定める⽇まで延⻑するということ になりました。 そして、 ⻘森県及び茨城県については、６⽉３⽇
付国税庁告⽰によ り、平成２３年７⽉２９⽇を延⻑期限の期⽇とする告⽰をしました。また、 ８⽉
５⽇付国税庁告⽰により、岩⼿県、宮城県及び福島県のうち⼀定の地域 について、延⻑期限の期⽇
を平成２３年９⽉３０⽇とすることとしました。 ただ、この期⽇以降においても、東⽇本⼤震災に
よる災害等により申告等が できない場合においては、個別に所轄税務署⻑に申請して、期限の延⻑
措置 を受けることができます。また、岩⼿県、宮城県及び福島県のうち、今回指 定しなかった地域
における申告・納付等の延⻑期限の期⽇は、別途国税庁告 ⽰で定めることとしています。 参考︔国
税庁ホームページ 期限の延⻑の措置について
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/index.h tm

【振替納税と期限の猶予】 Ｑ 平成２２年分の
確定申告は、２⽉中に完了していましたが、
振替納税の制 度を利⽤しています。予定⽇に
引き落とされてしまうのでしょうか。避難⽣
活で資⾦が必要です。

Ａ 振替納税とは、いわゆる銀⾏⼝座からの引き落としによる納税システムで す。 この振替納税の予
定⽇は、今年は、所得税（確定申告分）が４⽉２２⽇、 個⼈事業者の消費税（確定申告分）が４⽉
２７⽇とそれぞれ予定されていま したが、この期限も国税の期限ですので、⑨－６などで回答した
とおり、被 災地五県を納税地とする納税については、⼀律に延⻑となっていました。 しかし、その
後前問での回答に⽰されているとおり、延⻑期限の期⽇が定 められる第 15 号告⽰が 6 ⽉ 3 ⽇付けで
なされ、当該延⻑期限の期⽇が決まっ た地域については、振替納付⽇も決まりました。 具体的に
は、⻘森・茨城の両県については、確定申告及びその延納に関し て振替納付⽇は 23 年 8 ⽉ 31 ⽇と
されました。 参考︔国税庁ホームページ
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/hisai/f urikae.htm 岩⼿・宮城・福島の三県
の⼀部についても、第 23 号告⽰が 8 ⽉ 5 ⽇付けで 出され、当該延⻑期限の期⽇が決まりました。そ
の結果、この延⻑期限の期 ⽇が決まった地域の振替納付⽇は、確定申告及びその延納については、
23 年 10 ⽉ 31 ⽇となっております。 参考︔国税庁ホームページ
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/hisai/i wate_miyagi_fukushima/furikae.htm
（なお、岩⼿・宮城・福島の三県の期⽇が決まらなかった地域（被災の程 度が甚⼤である地域で
す。）については、今回延⻑の期限が定まらなかったの で、いまだに延⻑されていることになりま
す。） 参考︔国税庁ホームページ http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/hisai/k
ijitsu_shitei0805.htm なお、仮に誤って引き落としされた場合には、還付請求の⼿続が考えられ ます
が、本来の納期限が来ていないことを理由とする還付請求は難しいと思 われます。 上記の延⻑が指
定された地域以外の納税地の場合には、個別の延⻑⼿続等 を検討することになります（⑨－６、⑨
－７参照）。また、延⻑期限が定めら れた地域においても、さらに個別的な延⻑⼿続を申請するこ
とは可能ですの で、ご検討ください

【相続税と期限の猶予・準確定申告】 Ｑ 実⽗
が平成２２年５⽉２２⽇に亡くなり、相続税
の申告期限が今年２３年 の３⽉２２⽇でした
が、今回の震災で申告期限を厳守できません
でした。⼤ 丈夫でしょうか。

Ａ 相続税は、相続開始があったことを知った⽇の翌⽇から１０ヶ⽉以内に申 告納税すべきことと
なっています。（相続税法２８条１項、３３条） したがって、質問の申告期限は３⽉２２⽇で正し
いことになります。 （1）相続税は、国税ですから、⑨－６で回答のとおり、納税地が被災地の 五県
（⻘森県・岩⼿県・宮城県・福島県・茨城県）の場合は、申告期限が延 ⻑されました。そして、 ⻘
森県及び茨城県については、６⽉３⽇付国税庁 告⽰により、平成２３年７⽉２９⽇を延⻑期限の期
⽇とする告⽰をしました。 また、８⽉５⽇付国税庁告⽰により、岩⼿県、宮城県及び福島県のうち
⼀定 の地域について、延⻑期限の期⽇を平成２３年９⽉３０⽇とすることとしま した。ただ、この
期⽇以降においても、東⽇本⼤震災による災害等により申 告等ができない場合においては、個別に
所轄税務署⻑に申請して、期限の延 ⻑措置を受けることができます。また、岩⼿県、宮城県及び福
島県のうち、 今回指定しなかった地域における申告・納付等の延⻑期限の期⽇は、別途国 税庁告⽰
で定めることとしています。 参考︔国税庁ホームページ 期限の延⻑の措置について
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/index.h tm なお、納税地は、被相続⼈の死
亡当時の住所地となりますので、相続⼈ （納税義務者）の住所地ではありません。留意してくださ
い。 上記の五県が納税地でない場合には、個別の延⻑申請なども検討すべきで しょう。（⑨－7 参
照） （2）また、被相続⼈に収⼊があった場合は、相続⼈は、準確定申告の⼿続を相 続開始があった
ことを知った⽇から４ヶ⽉以内に申告し、納付しなければな りません。（所得税法１２４条１項）
仮に、本件でそのような準確定申告が必要であったとすると、既に申告期 限や納付期限を徒過して
いることも考えられます。 相続税と共に、準確定申告の存在には注意してください。なお、準確定
申 告の申告期限が、平成２３年３⽉１１⽇以降で納税地が被災地にあれば、こ れも猶予されていた
ことになりますし、延⻑期限が定められた場合には、こ れに従うことになります。（⑨－６等参
照） 参考︔タックスアンサー ＃2022 http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/2022.htm

【⾃動⾞税と減免・猶予措置】 Ｑ 今回の震災
の津波で所有していた⾃動⾞が流されてしま
い、⾏⽅不明で す。

Ａ ⾃動⾞税は毎年課税される（通例は 5 ⽉末が納付期限）地⽅税で、⽤途・ 種類・排気量等により
細かく税額が定められています。（地⽅税法１４５条 以下） ⾃動⾞税については、各被災地の県税
事務所がその処理を公表しています。 （以下、いずれも平成２３年４⽉１３⽇現在の情報です。）
⾃動⾞税⾃体にも、災害による減免制度が規定されています。（地⽅税法 １６２条） そして、例え
ば、宮城県は、平成２３年度の⾃動⾞税納税通知書を 8 ⽉ 22 ⽇に発送、納期限を 10 ⽉ 31 ⽇とする
発表をしています。また、被災した⾃ 動⾞の課税⼿続を停⽌するとしており、その⼿続は申請を要
するとしていま す。岩⼿県は納税通知書を 8 ⽉末発送、納期限を 9 ⽉末としています。 また、福島
県は、平成２３年度の⾃動⾞税の定期課税を延期するとしてお りましたが、原⼦⼒被害を受けてい
る⼀部地域を除き、9 ⽉ 7 ⽇に納付書を 発送し、納期限を 10 ⽉ 31 ⽇としました。 他⽅、茨城県や
⻘森県は、課税通知は通常の発⾏･発送を⾏い、被災した ⾞両を所有している⼈には、個別に対応し
てもらうことにしているようです。 （⾞両が残っていれば、写真等で被災したことを証明し、⾞両
が⾏⽅不明の 場合は、被災の状況等を書⾯により提出してもらうことになるとの模様で す。） 以上
のとおりですが、最終的には各県の県税事務所等に確認していただく のが最善と考えられます。
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【⾃動⾞税・⾃動⾞重量税等と登録抹消】 Ｑ
今回の震災による津波で、⾃動⾞⾃体は残っ
ているのですが、海⽔を被っ てしまい、機能
的に全損（使⽤不能）してしまいました。⾃
動⾞の登録を抹 消することで⾃動⾞税の課税
を免れることは出来ませんか。 170 また、登
録を抹消すると⾃動⾞税の還付などを受けら
れると聞きました。 どうしたら登録を抹消で
きますか。

Ａ ⾃動⾞税等は⾃動⾞の所有者登録の名義⼈に課税されるのが原則ですから、 登録を抹消すること
で課税を免れることが可能です。 しかし、⾃動⾞税は毎年４⽉１⽇現在の所有者に課税されますか
ら（地⽅ 税法１４８条）、本来は、その時点での登録を抹消しておかねばなりませ ん。 けれども今
回の震災では、各県税事務所の対応等により、抹消しなくとも ⾃動⾞税⾃体の課税は延⻑あるいは
免税されるようです。詳細は、必ず各県 の窓⼝に問い合わせてください。（⑨－１２ 参照） ところ
で、⾃動⾞の登録を抹消することで、⾃動⾞税・⾃動⾞重量税、さ らには⾃賠責の保険料が（残存
⾞検期間に相応して）戻ってきます。 したがって、登録の抹消（いわゆる廃⾞⼿続）をすることも
重要になりそ うです。 この⼿続は、基本的に⾞両の現存している場合と、そうでない場合では異 な
ります。 ⾃動⾞が現存している場合には、ナンバープレートを外して、これを持参 して運輸⽀局や
⾃動⾞検査登録事務所陸運事務所等で⼿続を⾏うことになり ます。（これは、被災したかどうかに
は関係ありません。通常の廃⾞⼿続･ 登録抹消と同様です。） ⼀⽅、⑨－１２のように⾃動⾞が現存
していない場合は、ナンバープレー トがありませんから、被災場所や被災状況を記した申⽴書に実
印を押印して 申請することで対応するということのようです。（後出 PDF ファイル参照） ところ
で、この登録抹消⼿続の申請については、⾃動⾞税等の還付がある ため、（所有権留保の場合の）
使⽤者のみの申請では受け付けられず、所有 者からの申請でないと登録抹消を受け付けてもらえま
せん。ただし、所有権 変更と登録抹消を同時に申請することは可能です。 したがって、⾃動⾞の
オートローン等で所有権留保になっている場合は、 登録抹消の⼿続について債権者の同意がないと
事実上出来ないという不合理 な結果になる可能性があります。 戻ってくる税⾦等の対象により、細
かい⼿続の差異がありますので、事前 に陸運⽀局等関係機関に確認されるべきでしょう。 また、特
例還付の適⽤対象の範囲に「⼆輪⾞等」が追加されました。 参考︔国税庁 ⾃動⾞重量税の廃⾞還付
制度について http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/denshi-sonota/jidoshajuryo/01.htm なお、⾃動⾞重量税の
還付は解体を伴うことが原則とされていますが、今 171 回の震災で損壊または滅失した⾃動⾞につい
ては、平成 25 年 3 ⽉ 31 ⽇まで に申請すれば、3 ⽉ 11 ⽇から⾞検残存期間に相当する納付済み⾃動
⾞重量税 が還付されます。（⾃動⾞重量税の特例還付制度） 参考︔国税庁 ⾃動⾞が被害に遭われた
⽅へ（ＰＤＦファイル） http://www.mof.go.jp/tax_policy/hisaijidousha.pdf

【⾃動⾞重量税の減免】 Ｑ 私は、⾃動⾞販
売・修理業者ですが、お客さんから⾞検で⾞
と⾃動⾞重量 税相当の⾦額などを預かりまし
た。震災の前に税⾦は代⾏で納税して⾞検も
継続しましたが、お客さんに納⾞する前に、
津波で⾞両をさらわれてしまい ました。せめ
て⾃動⾞税の税⾦の還付はできないでしょう
か。

Ａ ⾃動⾞重量税は、新規登録や⾞検時毎に納付する⾃動⾞関係の国税です。 Ｑ13は、⾃動⾞の使⽤
者サイドの相談でしたが、この質問は、⾞検を依頼 された業者が⾃動⾞重量税を顧客に代わって納
付してしまった後に被災して、 当該⾃動⾞が使⽤廃⽌となった場合の質問です。 このような場合に
は、いわゆる災害免除法 8 条により、納税義務者に還付 されることとなっています。 なお、この制
度では、「⾃動⾞重量税の特例還付制度」（Q13 参照）の対象 とならない⼆輪⾞も対象となりま
す。

【⾃動⾞の買換に関する特例】 Ｑ 今回の震災
で⾃動⾞が全損してしまいました。買い換え
るにあたり何か特 例等はないのでしょうか。

Ａ 全損した⾃動⾞にかかる税⾦や保険料が戻る可能性については、⑨－１２、 ⑨－１３、⑨－１４
を参照してください。 ここでは、あらたに購⼊する⾞両に関する税⾦を考えますが、⾃動⾞重量 税
については、今回の震災の⽇（平成２３年３⽉１１⽇）から同２６年４⽉ ３０⽇までの間に取得
し、⾞検証の交付を受けた⾃動⾞について、新規⾞検 等の際の⾃動⾞重量税が⾮課税とされること
が決まりました。 また、この⾮課税の⼿続をとっていると、⾃動⾞税（平成２３年から２５ 年度分
まで）も⾮課税となります。（但し、軽⾃動⾞税は別途⼿続が必要で すので各市町村にお問い合わ
せください。） 法⼈や個⼈事業者においては、被災⾞両の代替⾞両の購⼊について、通常 の減価償
却に加えて特別償却の制度を利⽤できます。

【固定資産税の猶予措置等】 Ｑ 震災の被害で
建物が損壊してしまいました。固定資産税を
⽀払わなければ ならないのでしょうか。 津波
の被害で⼟地が⽔没したままになってしまい
ました。それでも固定資 産税を⽀払う必要が
あるのでしょうか。

Ａ 固定資産税は、毎年１⽉１⽇現在の不動産（⼟地･建物）や償却資産を所有 する⼈にかかる市町村
の地⽅税です。（地⽅税法３４１条以下） したがって、国税と異なり、各県や市町村等がその対応
を発表していま す。 例えば、仙台市においては、平成２３年３⽉１１⽇以降に到来する市税の 申
告、各種⼿続の提出期限および納期限は当分の間延⻑すると発表しました が、その後、固定資産税
（都市計画税を含む）については、7 ⽉ 11 ⽇に納税 通知書を発送し、納期限を第 1 期につき 8 ⽉ 1
⽇としています。また、同時 に津波の被害を受けた地域については地域を指定して免除を⾏い、さ
らに、 被害の程度により減免制度を設けて運⽤しています。 参考︔仙台市ホームページ
http://www.city.sendai.jp/tetsuzuki/zei/kotei/1199172_2674.html
http://www.city.sendai.jp/soumu/bunsyo/kouhou/h230621/kokuzi.html# kokuzi_156 被災地における他
の市町村については、同じ被災地といえども市町村ごと にその処理が異なる可能性もあります（⑨
－１２参照）。必ずホームページ 等で確認してください。

【住宅資⾦の贈与】 Ｑ 震災で⾃宅が損壊した
ため建て替えを考えていますが、親から建築
資⾦の 贈与を受けた場合に税⾦⾯での特典は
ありますか。

Ａ 住宅購⼊資⾦として両親などからの資⾦援助を受ける際の贈与税の特例制 度としては、従来「相
続税の精算時課税の制度」がありましたが、さらに平 成２１年６⽉の税制改正により「住宅取得資
⾦等の⾮課税制度」ができまし た。 これは、①住宅購⼊のための資⾦（平成２２年度は１５００万
円まで、２ ３年度は１０００万円までとされています）を直系尊属から贈与を受け、受贈者が②そ
の年の１⽉１⽇に２０歳以上であり、③贈与の翌年の３⽉１５⽇ までに住宅の引渡を受け、同⽇ま
でに居住していること（または居住するこ とが確実であると⾒込まれていること）などの要件が必
要です。 これらの⼆つの制度は、組み合わせて利⽤することも可能とされていま す。 参考︔タック
スアンサー ＃4503 等 http://www.nta.go.jp/taxanswer/sozoku/4503.htm ところで、今回の震災につい
ては、平成２３年４⽉２７⽇さらなる特例措 置、いわゆる震災特例法が施⾏されました。 前述した
「住宅取得資⾦等の⾮課税制度」の適⽤を受けようとしていた住 宅が震災により滅失して居住でき
なくなった場合には、その住宅への居住を 要件としないなどの特例が認められる予定です。同様
に、建築が遅れるなど の事情がある場合は、居住期限を１年延⻑する特例が設けられました。 ま
た、震災の⽇から平成３３年３⽉３１⽇までに、代替建物の新築⼯事や 不動産を購⼊する場合の契
約の印紙税は⾮課税とされました。 さらに、それらの建物の登録免許税（いわゆる印紙代）も免税
とされまし た。 上記に加えて、震災により滅失した住宅⼜は警戒区域設定指⽰等が⾏われ た⽇にお
いてその警戒区域設定指⽰等の対象区域内に所在していた住宅に居 住していた⽅が、⼀定期間内に
⽗⺟や祖⽗⺟など直系尊属から住宅の取得等 資⾦の贈与を受けた場合において、⼀定の要件を満た
すときは、１０００万 円までの⾦額について贈与税が⾮課税となります。 その他、住宅取得等資⾦
の贈与税の特例の対象となる住宅が、警戒区域設 定指⽰等が⾏われた⽇においてその警戒区域設定
指⽰等の対象区域内に所在 しており、警戒区域設定指⽰等により平成２３年１２⽉３１⽇までに⼊
居で きなくなった場合には、⼊居要件が免除されます。

【⾃宅の建て替えと登録免許税】 Ｑ 地震で⾃
宅が損壊したため、建て替えを考えています
が、登録免許税の免 除はあるのでしょうか︖

Ａ 臨時特例では、平成３３年３⽉３１⽇までに新築・取得する建物・⼟地の 登録免許税が免除され
ることになりました。具体的には、以下の通りです。 １ 東⽇本⼤震災の被災者等が東⽇本⼤震災に
より滅失等した建物に代わるも のとして取得する建物の所有権の保存登記及び移転登記並びにその
取得資⾦の貸付け等に係る⼀定の抵当権の設定登記で、平成２３年４⽉２８⽇から平 成３３年３⽉
３１⽇までの間に受けるものに対する登録免許税が免除されま す。（第３９条） ２ 東⽇本⼤震災の
被災者等が取得する上記１の建物の敷地の⼟地の所有権等 の移転登記等及びその取得資⾦の貸付け
等に係る⼀定の抵当権の設定登記で、 平成２３年４⽉２８⽇から平成３３年３⽉３１⽇までの間に
受けるものに対 する登録免許税が免除されます。（第４０条）
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【住宅ローン控除の特例】 Ｑ 今回の震災で⾃
宅が全損してしまいましたが、住宅ローンは
残ってしまい ました。せめて住宅ローン減税
の制度は受けられないのでしょうか。

Ａ 住宅ローンで⾃宅を建築あるいは購⼊し、⾃宅が地震で倒壊してしまった り、津波で流失してし
まったとしても、住宅ローン（借⼊⾦）それ⾃体は、 消滅しません。（④－１参照）。この⼆重
ローン問題は現在国会でも問題に なっていますが、まだその結論ははっきりしておりません。 他
⽅、住宅ローン減税（住宅借⼊⾦等特別控除）は、今回の特例措置で平 成２４年分以降の残存期間
の継続適⽤を可能とすることになりました。 住宅借⼊⾦等を有する場合の所得税額の特別控除（い
わゆる住宅ローン減 税）は、住宅に居住していることが条件となっていますが、東⽇本⼤震災の 被
災者等の負担の軽減を図るため、国会において「東⽇本⼤震災の被災者等 に係る国税関係法律の臨
時特例に関する法律」（以下「臨時特例」）が平成２ ３年４⽉２７⽇に成⽴し、同⽇に公布・施⾏
されました。 これにより、住宅ローン減税の適⽤を受けていた住宅が東⽇本⼤震災によ り居住の⽤
に供することができなくなった場合においても、控除対象期間の 残りの期間について、引き続き税
額控除を適⽤することができることとされ ましたので（臨時特例第１３条）、⾃宅に住むことが出
来なくなった場合で も引き続き減税の適⽤を受けることが出来るようになりました。 さらに、東⽇
本⼤震災によって事故の所有する家屋が被害を受けたことに より事故の居住のように供することが
できなくなった⽅が、住宅の取得等を してその住宅を居住のように供した場合には、選択により、
通常の住宅借⼊ ⾦等特別控除の適⽤に代えて、その居住のように供した年（居住年）に応じ た控除
率等による「住宅の再取得等に係る住宅借⼊⾦等特別控除の控除額の 特例」を適⽤できます（控除
期間は１０年です。） また、東⽇本⼤震災によって居住の⽤に供することができなくなった家屋 に
係る住宅借⼊⾦等特別控除と東⽇本⼤震災の被災者の住宅の再取得等の場合の住宅借⼊⾦等特別控除
は重複して適⽤できます。この場合の控除額はそ れぞれの控除額の合計額となります。
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/tokurei /pdf/tsuika_01.pdf

【寄付⾦控除（個⼈の場合】 Ｑ 私は今回の⼤
震災の被災者を⽀援するために寄付をしよう
と思いますが、 税⾦⾯で特典がありますか︖

Ａ １ 個⼈が下記の団体等に⽀払った義援⾦は「特定寄付⾦」に該当し、寄付⾦ 控除の対象となりま
す。(所得税７８条１項、２項) ・県の災害対策本部や義援⾦配分委員会 ・⽇本⾚⼗字社の「東北関東
⼤震災義捐⾦」⼝座 ・社会法⼈中央共同募⾦会の「各県の被災者の⽣活再建のための義援⾦」・
「地震災害におけるボランティア・ＮＰＯの活動⽀援のための募⾦」⼝座 ・国税庁から認定を受け
た「認定ＮＰＯ法⼈」の⾏う特定⾮営利活動にかか る事業に関連するもの ・公益社団法⼈・公益財
団法⼈ ２ 寄付⾦控除の額は、下記の算式によって計算されます。 ［その年に⽀出した特定寄付⾦の
額の合計額］－２、０００円＝寄付⾦控除 額 ３ 特例 （１）特定寄付⾦の合計額は所得⾦額の４０％
相当額が限度ですが、東⽇本⼤ 震災の復興⽀援税制として、寄付⾦控除を拡充し、控除限度額を総
所得の ８０％に拡⼤しました。 （２）認定ＮＰＯ法⼈及び共同募⾦会連合会に対して⽀出した震災
関連寄附⾦ のうち被災者の⽀援活動に必要な資⾦に充てられるものについて、寄附⾦ 額が２０００
円を超える場合には、所得控除との選択により、その超える 額の４０％相当額（所得税額の２５％
相当額を限度）をその年分の所得税 額から控除します。 （臨時特例８条） ※平成２３年３⽉に国税
庁が「義援⾦に関する税務上の取扱いＦＡＱ」を 公表しています。
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/gienkin /gien_faq.pdf  ※国税庁ホームペー
ジ「東⽇本⼤震災に係る義援⾦等に関する税務上(所得 税、法⼈税）の取扱いについて)
http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/gienkin /toriatsukai.htm 参考︔タックスア
ンサー＃1150 http://www.nta.go.jp/taxanswer/shotoku/1150.htm

【寄付⾦控除（法⼈の場合】 Ｑ私の経営する
会社では今回の⼤震災の被災者を⽀援するた
めに寄付をしよう と思いますが、税⾦⾯で特
典がありますか︖

Ａ １ 法⼈が、以下に対して⽀払った義援⾦は、全額が損⾦に算⼊されます。 （１）「国等に対する
寄付⾦」に該当するもの ・県の災害対策本部や義援⾦配分委員会 ・⽇本⾚⼗字社の「東北関東⼤震
災義捐⾦」⼝座 ・社会法⼈中央共同募⾦会の「各県の被災者の⽣活再建のための義援⾦」⼝ 座
（２）「指定寄附⾦」に該当するもの ・中央募⾦会の「地震災害におけるボランティア・ＮＰＯの
活動⽀援のため の募⾦」(平２３．３．１５財務省告⽰第８４号) ２ 法⼈が以下に対して⽀払った義
援⾦は、「特定公益増進法⼈に対する寄附 ⾦」に該当し、特別損⾦算⼊限度額の範囲内で損⾦に算
⼊されます。 ・公益社団法⼈・公益財団法⼈ ・⾚⼗字社へ⽀払った義援⾦で最終的に地⽅公共団体
に拠出されるものでは ないもの ３ 法⼈が、認定ＮＰＯ法⼈ではないＮＰＯ法⼈や職場の有志で組織
した団体 などに義援⾦を⽀払った場合は、⼀般の寄附⾦として、損⾦算⼊限度額の範 囲内で損⾦に
算⼊できます。 ※平成２３年３⽉に国税庁が「義援⾦に関する税務上の取扱いＦＡＱ」を 公表して
います。 http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/gienkin/g ien_faq.pdf ※国税庁
ホームページ「東⽇本⼤震災に係る義援⾦等に関する税務上(所得 税、法⼈税）の取扱いについて)
177 http://www.nta.go.jp/sonota/sonota/osirase/data/h23/jishin/gienkin /toriatsukai.htm

【厚⽣年⾦保険料の特例】 Ｑ 震災で会社が甚
⼤な被害を受けました。厚⽣年⾦保険料等の
⽀払いについ て特例措置はありますか︖

Ａ １ 厚⽣年⾦保険料等の納期限の延⻑ 厚⽣労働省は、平成２３年３⽉２４⽇に告⽰を⾏い、今回の
地震によって 多⼤な被害を受けた地域（具体的には、⻘森県、岩⼿県、宮城県、福島県、 茨城県）
に所在地のある事業主等に対して、平成２３年３⽉１１⽇以降に到 来する厚⽣年⾦保険料等（厚⽣
年⾦保険料、全国健康保険協会が管掌する健 康保険の保険料、船員保険料並びに⼦ども⼿当に係る
拠出⾦）の納期限を⾃ 動的に延⻑することを決めました。 ２ 保険料免除の特例 さらに、平成２３年
５⽉２⽇に、「東⽇本⼤震災に対処するための特別の 財政援助及び助成に関する法律」が公布・施
⾏されました。これにより、特 定被災区域（災害救助法が適⽤された市町村及びこれに準ずる市町
村として 政令で定められたもので、⻘森県、岩⼿県、宮城県、福島県、茨城県、栃⽊ 県、千葉県、
新潟県、⻑野県に及びます。）に所在していた事業所が⼤震災 により被害を受けた場合に、申請に
より最⻑１年間（平成２４年２⽉末⽇納 付分の保険料まで）の保険料を免除することができるよう
になりました。 この免除を受けるための要件は、被災により事業の全部⼜は⼀部が休業して いるこ
と等により、概ね過半の被保険者について賃⾦が⽀払われていないか ⼜は標準報酬⽉額の下限に相
当する賃⾦しか⽀払われていないという事態が ⽣じている場合とされています。 ３ その他、上記の
法律により、標準報酬⽉額の改定や、⼦ども⼿当拠出⾦の 額の免除も決められています。 厚労省の
ＨＰは、 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001b9z9.html 法律の条⽂は、
http://www.houko.com/00/RINJI/01/H23_040.HTM

【労働保険料の減免】 Ｑ 震災で会社が甚⼤な
被害を受けました。労働保険料の⽀払いにつ
いて特例措置はありますか︖

Ａ １ 労働保険料等の納期限の延⻑ 厚⽣労働省は、今回の⼤震災の発⽣に伴い労働保険料等の納期限
の延⻑を ⾏うことについて、平成２３年３⽉２４⽇に、以下の内容の告⽰を⾏いまし た。 （１）地
震によって多⼤な被害を受けた地域（具体的には、⻘森県、岩⼿県、 宮城県、福島県、茨城県）に
所在地のある事業主等に対して、労働保険料、 特別保険料、⼀般拠出⾦並びに障害者雇⽤納付⾦の
納期限が延⻑されまし た。 （２）上記（１）の地域にある事業場の事業主等について、平成２３年
３⽉ １１⽇以降に到来する労働保険料等の納期限が⾃動的に延⻑されることにな りました。労働保
険料等の納期限をいつまで延⻑するかについては、今後、 被災者の状況に⼗分配慮して検討してい
くこととしていますが、新聞報道に よると事業主負担を１年分免除する⽅針であるとのことです
（⽇経新聞平成 ２３年４⽉１４⽇）。なお、雇⽤保険料については、従業員負担も免除する ⽅針で
す。 （３）労働保険料については、多くの事業主は平成２３年７⽉１１⽇が納期 限のものから、⼀
部の建設業の事業主の⽅は、平成２３年３⽉３１⽇が納期 限のものから適⽤されます。また、障害
者雇⽤納付⾦については、多くの事 業主の⽅は本年５⽉１６⽇に納付期限が到来するものから適⽤
されます。 ２ 納付の猶予 （１）上記１の（１）の対象地域以外の地域にある事業主であっても、地
震 により財産に相当な損失（全財産の価額の２０％以上の割合の損失額）を受 けたときには、３⽉
１１⽇以降に納期限が到来する労働保険料等について、 事業主の⽅の申請に基づき、１年以内に限
り納付の猶予を受けることができ ます。 （２）くわしい内容は、労働保険料については、事業場の
所在地を管轄する 都道府県労働局⼜は労働基準監督署に、障害者雇⽤納付⾦については、事業 所の
所在地を管轄する都道府県労働局⼜は独⽴⾏政法⼈⾼齢・障害者雇⽤⽀ 援機構におたずねください
また、下記の資料も参考になります。
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000015vli-img/2r9852000001 653g.pdf

【健康保険料の減免】 Ｑ 震災で被災したので
すが、国⺠年⾦保険料や国⺠健康保険料の⽀
払いにつ いて特例措置はありますか︖

Ａ １ 国⺠年⾦保険料について 被災に伴い、住宅、家財、その他の財産について、おおむね２分の１
以上 の損害を受けた⽅等は、本⼈からの申請に基づき、国⺠年⾦保険料が全額免 除になります。 免
除となる対象者の範囲の詳細や申請⼿続きについては、市区町村または 近くの年⾦事務所に問い合
わせてください。 上記については、下記のＨＰを参照してください。
http://www.nenkin.go.jp/new/press_release/h23_03/0314_05.pdf ２ 国⺠健康保険料について 被災し
た⽅の国⺠健康保険料についても、各⾃治体で減免措置をとってい るところがありますので、問い
合わせをしてみてください。 （例）多賀城市
http://www.city.tagajo.miyagi.jp/saigai/tetuduki.html#nouhusyo 千葉市
http://www.city.chiba.jp/hokenfukushi/kenkou/hoken/saigaigenmen.ht ml ３ 年⾦の受給や保険料の納付
に関しては、下記のＰＤＦも参照してくださ い。 http://www.nenkin.go.jp/question/pdf/hisai.pdf


